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刊行にあたって

平成１２年の大阪経済は景気の最悪期を脱し、緩やかな改善傾向で推移し

てきましたが、このところ再び足踏みの動きもうかがえます。大阪経済の

こうした回復力の弱さや、長期的な地位低下の大きな要因として、大阪の

産業構造の問題が指摘されています。このため大阪府では、昨年度、「創

都・大阪の再生」を目標に策定した「大阪産業再生プログラム（案）」に

則り、大阪産業の競争力強化や、産業活動の活性化を図るため諸施策の早

期事業化を進めているところです。

さて、２１世紀は環境の世紀と言われており、地球環境保全は一刻の猶予

も許されない重要な課題となっています。そのため、環境関連の法令の整

備はめざましく、また、府民の環境意識も高まっています。

こうした中で、企業は事業活動全体にわたって環境負荷の低減を図るこ

とが求められており、環境保全活動を企業経営の中にしっかりと組み込む

ことが必要となっています。一方、このような循環型社会への移行は環境

分野における新たなビジネスチャンスも生み出しつつあります。

今回の白書は大阪における環境問題を概観した上で、大阪府内企業の環

境配慮活動への取り組み状況や環境ビジネスへの進出状況などを分析する

とともに、これら企業への支援策や育成策などを提示しています。

この白書が環境に配慮した経営を行う企業や、環境ビジネスに取り組む

企業の参考になるとともに、大阪産業全体の発展を考える上で一助となる

ように願っています。

平成13年6月

大 阪 府 知 事

太 田 房 江



ま　　え　　が　　き

平成１２年の大阪経済は、個人消費が低水準で推移する中でも耐久消費財

の一部が好調に推移し、中小企業でも設備更新や能力増強のための設備投

資が広がるなど、製造業を中心に緩やかな改善が続きました。

製造業をはじめ、企業が様々な活動を行う上で経済効率性を追求するこ

とはもちろんですが、環境の世紀といわれる今日、環境保全はすべての企

業が避けて通ることのできない課題となっています。

公害防止対策など早くから環境問題に取り組んできた大阪において、こ

のような状況を背景にした環境保全活動や環境ビジネスの普及は、地球環

境保全と同時に大阪産業の活性化を実現するための新たな手段として大い

に期待されています。

一昨年の『平成１１年版大阪経済白書－新産業分野への挑戦』の中で、大

阪経済の発展にとって有望であり、積極的な育成が必要と思われる４つの

産業分野について、その育成方策を検討しました。その１つ、環境・エネ

ルギー関連分野は、大量生産・大量消費・大量廃棄から循環型社会システ

ムへの転換において、特に重要な役割を担う分野として位置付けられてい

ます。

今回の白書では、第Ⅰ部で、こうした環境保全活動と環境ビジネスの取

り組みの実態を取り上げ、その中で大阪の中小企業における環境問題への

積極的な対応が重要であることを指摘しています。また第Ⅱ部では、平成

12年の大阪経済の景気動向について分析しています。

この白書が大阪の経済や産業を考える上での参考になれば幸いです。

白書の作成に当たって、ご指導、ご協力を賜りました方々に厚くお礼を

申し上げます。

平成１３年６月

大阪府立産業開発研究所

所　長　成　田　孝　三



第Ｉ部　大阪産業のグリーン化戦略

地球温暖化やオゾン層破壊の進行、環境ホルモン、ダイオキシン汚

染などの広がりは、環境保全が産業活動にとって一刻の猶予も許され

ない重要問題であることを示している。

環境問題が地球規模の問題であることを明らかにしたのは地球サミ

ット（平成４年、ブラジル）であったが、これを踏まえて我が国では

翌５年に「環境基本法」が、さらに昨年（１２年）には「循環型社会形

成推進基本法」がそれぞれ制定され、環境政策の強化が図られた。

注目されるのは、政府の環境政策のこうした強まりは、市民の環境

意識の高まりと相まって企業活動に大きな影響をおよぼさずにはおか

ないということである。

第１に、企業にとっては、政府の環境政策の強化と市民の環境意識

の高まりを企業活動に対する新たな制約と捉えるのではなく、むしろ

それらへの対応が企業活動の本来の条件であると捉えるよう意識改革

することが必要になってきているということである。

第２に、政府の環境政策の強化と市民の環境意識の高まりは、環境

ビジネスという新しいビジネスを生み出すということである。

それでは、環境政策の強まりと市民の意識の向上という変化を受け

て、大阪の企業はどのような環境保全活動に取り組み、またその中で

大阪ではどのような環境ビジネスが育ちつつあるのか。このように、

環境問題を産業活動（企業活動）の視点から捉え、分析しようという

のが本白書の基本的な立場である。

（大阪産業と環境問題）

①　戦後の大阪は、国内第２の規模の都道府県として発展を遂げてき

た。人口や企業の集中によって地域経済が活性化すると、それに伴

い企業活動が生み出す産出もより大きくなる。しかしその一方で、
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経済活動の集中とともに環境問題も深刻化してきた。環境へのダメ

ージは生産に必要な資源の枯渇などを招き、企業収益を圧迫させ、

地域経済を停滞させる。

大阪の環境を「典型７公害」、「廃棄物関連」、「地球温暖化及びエ

ネルギー資源」から捉えてみると、以下のようになる。

（典型７公害）騒音、大気汚染の苦情が多い。

（一般廃棄物）資源化量は３３．６万トン、リサイクル率は７．４％。

（産業廃棄物）業種別には電気・ガス・水道業と製造業の資源化･減

量化量が多い。また種類別には、汚泥の排出量が１，２２５万トンと多い

が、最終処分量は１０分の１ほどである。建設廃材の排出量は２８０万ト

ンだが、最終処分量は１１７万トンと一番多い。

（地球温暖化） 温室効果ガス排出量は増加傾向。平均気温は上昇し

つつある。

（エネルギー資源） エネルギー資源の需要のうち、石油燃料の需要

は減少傾向にある。部門別のエネルギー消費量は、民生部門、運輸

部門で増加傾向にある。

以上から、多くの企業が集中する大阪にとって、これら環境問題

への配慮が重要なテーマとなっていることがわかる。

②　環境保全に向けての大阪府の取り組みは、明治１０年には既に始ま

っており、行政による環境への配慮が早期より活発に行われていた

と推察される。

高度成長期には、ばい煙の規制にとどまらずより広範な大気汚染

や騒音、水質汚濁、廃棄物処理など多様な環境問題に対処する計画

が実施されるようになった。この頃の取り組みは、周囲の自然環境

や住民の健康に直接的な影響を与える公害問題への対処が主であった。

平成に入ると公害の防止にとどまらず、豊かな環境の保全と創造

を目指して自然との共生が推進されるようになった。限られた資源

を有効活用する省エネルギー、リサイクルシステムの開発やグリー

ン購入、地球温暖化防止に向けた対策など、地域社会全体として取
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り組み、異なる産業間の情報交換を深めることで、環境にやさしい

社会の構築と地域経済の発展を目指すことが望まれている。

環境問題に関心のある府民は約９０％と、環境に対する意識は高い。

具体的にはリサイクル問題、地球環境問題への関心が高いという傾

向がある。商品の購入という観点から環境への意識をみると、耐久

消費財の場合は「省エネ型」かどうかが最も重視されているが、商

品全体としては「価格」、「品質」を考慮する人が多い。実際の購入

においては環境に配慮した製品かどうか、という点よりも価格が問

題とされる傾向にある。

③　平成２２年における大阪の環境ビジネスの市場規模は２．８兆円に迫る

規模と推計される。平成７年から２２年にかけての年平均伸び率は３．８％

で、市場は１．８倍拡大すると予測される。同様に、２２年の雇用規模は

約７．７万人と推計され、年平均伸び率は１．３％、雇用は１．２倍拡大すると

考えられる。

（大阪産業の環境に配慮した活動の展開）

①　近年の環境保全に対する意識の高まりに伴い、公害防止型の環境

対策から、より広域的に環境負荷を低減する積極的な環境保全活動

への転換が強く求められている。しかし現在、一部にそうした変化

はみられるものの、グリーン購入やＩＳＯ１４００１等の導入、環

境報告書の公表といった取り組みはまだ十分に浸透していない。

環境保全を進める上で、環境に配慮したものづくりが不可欠であ

るが、府内の製造業でもそれに取り組む企業が少なからず存在する。

環境に配慮したものづくりでは、製品の設計や製造・加工方法の変

更を通じて、使用時に有害物質の発生を抑制するなど様々な配慮が

なされている。こうしたものづくりは、環境負荷の低減だけでなく、

コストダウンや取引先との関係強化に寄与する可能性も大きいと考

えられる。

環境に配慮したものづくりを進めるためには、製品コストの低減、

販路やブランド力の強化、既存製品に対する優位性の確立という課
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題を解決しなければならない。特に販路開拓に悩む中小企業にとっ

て、消費者への啓発活動と合わせて、環境配慮と利便性を両立させ

る製品の開発などの工夫が重要である。

②　卸売業の環境に配慮した活動においては、消費電力の削減、物流

の効率化など経費節減に結びつく取り組みや、廃棄物の削減・ゴミ

の分別廃棄などが過半数の企業で行われている。しかし、社内使用

備品のグリーン購入、環境に配慮した商品の企画・開発、梱包材や

容器の変化など環境を意識した取り組みは遅れている。

環境に配慮した商品を扱う企業割合は４割強であるが、各社の売

上高に占める割合は１割以下にとどまっている。

卸売活動における環境への負荷は小さいが、取引先（とくに製造

業）の多くが環境に配慮した活動を迫られてきている中で、これら

取引先の環境配慮活動を支援し、啓発していくことが重要となりつ

つある。

環境に前向きに取り組んでいる卸売企業は一般に、規模が大きく、

生産財を扱い、生産活動と関わり合いを持っている例が多い。

③　小売業の環境に配慮した活動はスーパーやコンビニエンス・スト

アで進んでいる。環境に配慮したＰＢ（プライベート・ブランド）

商品の開発、レジ袋などの減量、食品廃棄物のリサイクルなど様々

な取り組みが行われている。

サービス業は多種多様な業種･業態があるが、いずれも環境配慮活

動を通じて、企業イメージの向上、業務の効率化、従業者の意識改

革を図っている。

建設工事に伴う自然環境や地域社会への影響は少なくないが、建

設業は施工工法の改善、環境配慮型建設機械の導入、建設廃棄物の

削減やリサイクルなど様々な取り組みを進めている。

（大阪産業の環境ビジネスへの進出）

①　我が国では、廃棄物の発生抑制、製品・部品の再使用、廃棄物の

再資源化という法制度による優先順位の下で循環型社会の形成が進
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められており、大阪でもリサイクルやリユースのビジネスが広がり

つつある。こうしたビジネスの発展は、破砕機や粉砕機のような関

連する機器の開発を促し、また環境保全に対する意識の高まりもユ

ーザーからのニーズとして関連ビジネスの新たな商品開発の契機に

なっている。

リサイクルビジネスでは、再生資源の回収と用途開発がバランス

よく行われ、リサイクル製品が流通するシステムの構築が課題とな

るが、そのためには回収コストの削減など効率的な仕組みが求めら

れる。

リユースビジネスは、リサイクルに比べて環境負荷が小さいこと

から優先されるべきであるが、成立するためにいくつかの条件を満

たす必要があるため、取り組み事例は少ない。その中で、ユーザー

の経費削減にも寄与する製品やサービスの開発は、ビジネスとして

成立するための１要素となっている。

②　公害防止や環境修復の分野では、従来の公害対策型の機器に加え、

より高度な汚染物質の除去や浄化システムの開発が進んでおり、大

手企業による水環境保全システムのほか、中小企業による画期的な

製品など幅広く登場している。

最近ではこれらの分野にとどまらず、有害物質をできるだけ発生

させない環境配慮製品の開発など、ビジネスは多様化している。

販売実績の少ない研究開発型の企業は、資金調達や商談での困難

や知名度の低さといった障害に直面することが多く、何らかの支援

策が必要である。その１つに、行政による積極的なグリーン購入が

挙げられるが、環境配慮製品や環境に配慮した事業活動を広く府民

に知らしめる仕組みも効果的である。そのほか、企業・行政・消費

者で構成されるネットワークの活用も環境配慮製品の普及を促進す

ると考えられる。

③　環境に配慮した事業活動を重要な経営戦略として位置付ける企業

が増えている。一方、環境技術やノウハウの革新はめざましく、ま
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た、環境関連の法令も近年、大きく進展している中で、自社独自で

効率的に取り組むことは容易ではない。そこで、依頼企業の事業内

容や経営形態に最適の環境対応策を提案し、経営を支援する「環境

支援サービス業」に対する需要が高まっている。

「環境支援サービス業」には、ＩＳＯ１４００１認証取得支援サ

ービス、ＥＳＣＯ（エネルギー・サービス・カンパニー）、環境シミ

ュレーション・サービス、リサイクル・廃棄物処理支援サービスな

どが挙げられ、異業種または関連業種からこの分野へ事業を多角化

する企業もみられる。

ＩＳＯ１４００１の認証取得を例にとると、自社独自で試行錯誤

を重ねながら取り組む方法もあるが、人的、時間的余裕が少ない企

業では、認証取得支援サービス業を有効に活用することで、過剰な

負担を回避し、短期間で効率的に取得できるような指導を受けるこ

ともできる。

（環境対応を通じた大阪産業の発展）

①　大阪の企業の環境保全活動は次第に活発化しつつあるが、中小企

業と大企業の間で大きな格差が存在することは否定できず、特にそ

の格差は製造業で著しい。

環境保全活動におけるこのような格差は中小企業、とりわけ中小

製造業に対して差し迫った問題を提起している。中小製造業の環境

保全活動が低調であれば、地域住民との関係やその製品の競争力と

の関係、及び当該企業が大企業の協力会の一員であれば、そうした

協力会との関係で好ましくない結果が生じるかも知れない。

環境保全の重要性が高まる中で企業活動の基準が変化していると

いう現実を承認した上で、すべての企業にそうした基準に適応する

努力が求められるようになっている。中小企業だからといって「甘

え」が許されない時代が到来している。

②　企業の環境保全活動を強化し、循環型社会を形成するのに重要な

もう１つの要因は、環境ビジネスの発展である。そして、この環境
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ビジネスにおいては、大企業だけでなく、中小企業の活躍も目立つ

ようになっている。企業の環境保全活動が活発化するにつれて、ａ．

従来からの環境関連の製品や事業の市場が拡大したり、ｂ．環境保

全に役立つ新しい事業を企業化すべく新規開業するケースが増加し

たり、ｃ．さらに環境関連の新しい事業を新規事業部門に育てよう

とする動きが強まっているからである。

中小企業の環境ビジネスという場合、アイデアと小回りを効かし

たニッチ（隙間）市場の開拓という形態が典型的とみられるが、し

かし業種的には、製造業、卸売業だけでなくサービス業（コンサル

タント業）を含む相当幅広い業種に及んでいる。しかも新規開業企

業には新たな研究開発型の企業（ベンチャービジネス）も生み出さ

れてきている。

企業の環境保全活動の活発化と府民の環境意識の高まりという環

境を巡る情勢の変化は、このように中小企業に対する新たなビジネ

スチャンスも創出している。

③　環境保全活動に対する支援策としては、環境省「環境活動評価プ

ログラム」の積極的な活用がまず望まれる。企業の環境保全活動の

一定の到達点を示す指標としてＩＳＯ１４００１の認証取得という

方法があるが、それにはかなりの費用がかかる。そこで、中小企業

においては、こうしたプログラムを活用して環境保全活動に取り組

むという方法が工夫されるべきであろうと考えられる。

同時に、大阪府でも、環境・エネルギー問題に関する情報提供、

環境保全活動に関連した人材育成、ＩＳＯの認証取得に必要な資金

の融資、公害対策関連の融資制度、を通じて、中小企業の環境保全

活動に対する支援を行っている。

④　環境ビジネスに対する支援策としては、ＡＰＥＣバーチャルセン

ターを通じた情報提供や大阪グリーン産業創造ネットワークが大き

な役割を果たす。とりわけ、後者の大阪グリーン産業創造ネットワ

ークは、中小企業の環境ビジネスにとって有意義である。さらに、
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国の施策である中小企業創造活動促進法と中小企業経営革新支援法

もともに中小企業の環境ビジネスに役立つ。

また、環境関連の技術開発には大阪府立産業技術総合研究所の蓄

積を活用することができるし、さらにベンチャービジネス（いわゆ

る環境ベンチャー）と呼ばれる研究開発型の企業に対しては（財）

大阪産業振興機構フォレックス部による支援制度が存在している。

（循環型社会の形成に不可欠な府民の協力）

循環型社会の形成にとって企業の環境保全活動と環境ビジネスはど

ちらも必要であり、またそれらがともに大阪産業の発展に大きな役割

を果たすことになるが、しかし、循環型社会の形成にとっては、こう

した企業活動だけで十分とは言えない。そのためには大阪府民の自主

的で積極的な協力もまた必要である。

例えば、平成１２年度の大阪府の世論調査からは、「環境にやさしい商

品」は安さが求められるという事実が明らかになるが、しかしこの種

の商品の価格の高さの大きな理由が販売量の少なさからくる生産量の

小ささによることが多いという事情を考慮すると、「環境にやさしい商

品」の販売増という形態で府民が協力できる余地は少なくない。

府民団体・事業者団体・行政等の協働により豊かな環境の保全と創

造に関する施策を積極的に推進する組織である「豊かな環境づくり大

阪府民会議」では、１１年度から「グリーン購入キャンペーン」を実施、

府民に「環境にやさしい商品」の優先的な購入を呼びかけているが、

こうした活動の広がりはこれら商品の販売増を実現するとともに、そ

のコストダウンにも好影響を与えるものと考えられる。

このように、循環型社会の形成にとっては環境保全活動と環境ビジ

ネスという企業サイドの取り組みだけでなく、グリーン購入をはじめ

とする府民サイドの取り組みもまた大きな役割を担っているのである。
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第Ⅱ部　平成１２年の大阪経済

（緩やかな改善が続いた大阪経済）

①　平成１２年の大阪経済は、欧米の景気拡大、アジア経済の回復に伴

う輸出の増加に加えて、企業収益の改善や情報化への対応に伴い企

業の設備投資が拡大し、製造業を中心とする緩やかな改善が続いた。

個人消費は昨年に引き続き低調に推移したものの、ＤＶＤ、携帯

電話や乗用車など、一部の耐久消費財は好調を維持し、住宅投資は、

住宅ローン控除制度の期限延長や低金利から堅調に推移した。輸出

も電子部品や事務用機器などが、アジアや欧米向けに拡大した。

このような需要動向のもと、生産・出荷は持ち直しの動きが継続

し、雇用も、厳しい状況が続いたものの新規求人数が増加するなど

緩やかな改善を示した。ただ、年末にかけて、生産、雇用とも、改

善の動きに足踏み状態がみられた。

②　需要面では、個人消費が収入の遅れから低水準で推移し、大型小

売店販売額は引き続き減少した。ただ、耐久消費財では、軽自動車

はわずかに減少したものの、乗用車が増加し、家電販売では、パソ

コンのほか、携帯電話やＤＶＤが大幅に増加した。

民間設備投資は、製造業から非製造業へと情報化投資に広がりが

みられたほか、需要の回復に応じて、中小企業においても設備更新

や合理化・省力化のための投資に動きがみられた。ただ、公共投資

は、自治体の財政難の影響から低調な動きとなった。

住宅投資は、住宅ローン控除制度の期限延長と、長期金利に上昇

の兆しがみられたことから、分譲住宅を中心に堅調に推移したが、

年後半には一進一退の動きとなった。

輸出は、アジア地域の旺盛な需要に支えられて、電子部品や事務

用機器が堅調に推移したが、年末には、アメリカの景気減速や為替

のユーロ安から欧米向けでは一服感がみられた。

③　生産・出荷は、昨年来の持ち直しの動きが継続し、ごく緩やかに
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増加したものの、年末にかけては一進一退で推移するなど、回復力

に欠ける動きとなった。

雇用は、有効求人倍率が低水準ながら緩やかに改善し、新規求人

数が引き続き増加した。しかし、年末には失業率が再び上昇するな

ど改善の動きに陰りがみられた。

企業倒産は、景況改善に広がりが欠けていることや、一昨年から

の特別保証制度の効果が一巡したことから、件数、負債金額ともに

大幅に増加した。業種別では、建設業の倒産が高水準で、原因別では、

販売不振、赤字累積、売掛金回収難といった不況型倒産が多かった。

（企業の景況は回復基調）

①　企業経営者の業況判断ＤＩは、引き続き回復基調で推移し、マイナス幅

は１０～１２月期には一けたとなるなど、大幅に縮小した。産業別では、非製

造業ではマイナスで推移したのに対して、製造業は１０～１２月期にはプラ

スに転じるなど、製造業の回復が目立った。ただ、１２年に入ってからの非

製造業の改善ペースは速く、製造業と非製造業の格差は縮小に向かった。

②　府内主要中小企業業種の景況総合判断ＤＩは、１２年に入ってから

一進一退の動きを示しており、改善の足取りは重い。

中小企業を業種別にみると、消費関連業種は個人消費の低迷から

引き続き不振で、輸入の増加が生産の減少に拍車をかけている。

建設関連業種は、公共工事が低迷したものの、住宅建設が底堅く

推移し、民間非住宅建設が増加基調であったことから、堅調に推移

したが、年後半にはやや減速した。

投資関連業種は、アジア向け輸出が好調で、内需も、自動車生産が

持ち直し、情報関連機器が好調だったことから、改善基調が続いた。

輸出は、１２年に入って為替が安定して推移する中で、アジア経済

が回復傾向にあったことから増加基調で推移した。ただ、１０～１２月

期には、抵抗器やコンデンサなどの電子部品の輸出は引き続き増加

したものの、その他の生産財関連では、伸び率が鈍化する業種や減

少する業種が多かった。
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地球温暖化やオゾン層破壊の進行、環境ホルモン、ダイオキシン汚染な

どの広がりは、環境保全が産業活動にとって一刻の猶予も許されない重要

問題であることを示している。

環境問題が地球規模の問題であることを明らかにしたのは国連の地球サ

ミット（平成４年、ブラジル）である。そして、この会議で採択された

「環境と開発に関するリオデジネイロ宣言」を踏まえて、我が国では翌５

年に「環境基本法」が制定された。この環境基本法においては、従来の環

境政策の目標であった公害対策よりも一段広い「環境の保全」という概念

が導入され、そのためには「環境への負荷の少ない健全な経済の発展を図

りながら持続的に発展することができる社会が構築される」必要があると

指摘された。こうした環境基本法を通じて、我が国の環境政策は、それま

での公害発生の未然防止という目標から、環境保全のための環境負荷の低

減というより高次の目標へと発展を遂げることになった。

なお、環境基本法は第１５条で「政府は、環境の保全に関する施策の総合

的かつ計画的な推進を図るため、環境の保全に関する基本的な計画を定め

なければならない」としている。そうした環境基本計画は６年に閣議決定

されたが、その環境基本計画では「環境への負荷の少ない循環を基調とす

る経済システムの実現」が目標に掲げられた。「環境への負荷の少ない健

全な経済の発展」を図るには「循環を基調とする経済システムの実現」が

不可欠であると強調されたのである。

我が国の環境政策のこうした流れは、昨年（１２年）制定された「循環型

社会形成推進基本法」（以下「循環基本法」と略す）によって一段と明瞭

になった。循環基本法は、増え続ける廃棄物処理の優先順位（リデュース、

リユース、リサイクルの順）と循環型社会の形成をめざして国、地方自治
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体、事業者、国民の役割を明らかにするとともに、「拡大生産者責任」（Ｅ

ＰＲ）の原則を盛り込むことによって「資源浪費時代」からの訣別を宣言

したと言える。

政府の環境政策のこうした強まりは、市民の環境意識の高まりとも相ま

って企業活動に大きな影響を及ぼさずにはおかない。

第１に、企業にとっては、政府の環境政策の強化と市民の環境意識の高

まりを企業活動に対する新たな制約と捉えるのではなく、むしろそれらへ

の対応が企業活動の本来の条件であると捉えるよう意識改革することが必

要になってきているということである。なぜなら、地球環境の重要性を考

慮すると、環境保全に不誠実な企業は「企業市民」として地域住民と共生

していくことはできないだろうし、またそうした企業は同様に消費者から

そっぽを向かれ、その製品は市場で急速に競争力を失わざるを得なくなる

だろうからである。

第２に、政府の環境政策の強化と市民の環境意識の高まりは、環境ビジ

ネスという新しいビジネスを生み出すということである。これらの変化に

よってリサイクル関連の機器はもとより、環境に配慮した製品の市場や環

境保全のための環境コンサルティングなどの市場が拡大し、それらを通じ

て新たな産業の発展のための条件が作り出される。環境庁によると、９年

から２２年までの１３年間に全国ベースで環境ビジネスは２４兆７，０００億円から３９

兆８，０００億円へと１．６倍、雇用規模も６９万５，０００人から８６万１，０００人へと１．２

倍それぞれ増加すると推計されており（『平成１２年版環境白書』）、環境ビ

ジネスの高い成長性がうかがえる。

それでは、環境政策の強まりと市民の意識の向上を受けて、大阪の企業

はどのような環境保全活動に取り組み、またその中で大阪ではどのような

環境ビジネスが育ちつつあるのか。このように環境問題を産業活動（企業

活動）の側面から捉え、検討しようとするのが本白書の視点であるが、本

白書でのこうした検討は、１０年版、１１年版において提起した４つの新しい

有望産業分野（生活・住宅関連分野、福祉・医療関連分野、環境・エネル

ギー関連分野、情報・通信関連分野）とその育成方策のうち、環境・エネ
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ルギー関連分野の育成方策の一層の具体化にも役立つものと考えられる。

白書第Ｉ部の構成は次のとおりである。

第１章　大阪産業と環境問題

大阪の環境問題を公害、廃棄物、地球温暖化及びエネルギー資源の３

つの分野から考察し、次いで大阪の環境政策の推移と府民意識の変化を

概観するとともに、環境・エネルギー分野の市場規模を推計する。

第２章　大阪産業の環境に配慮した活動の展開

大阪産業の環境に配慮した活動を製造業、卸売業、その他非製造業

（小売業、サービス業、建設業、運輸業）の順で取り上げ、環境に配慮

した活動がそれぞれどのような特徴を持っているのかを分析する。

第３章　大阪産業の環境ビジネスへの進出

大阪産業の環境ビジネスへの進出をリサイクル・リユース、汚染防

止・環境修復・環境配慮ビジネス、環境支援サービス業の順で取り上げ、

大阪の環境ビジネス、とりわけ中小企業の環境ビジネスの実態を分析す

る。

第４章　環境対応を通じた大阪産業の発展

大阪産業の発展のためには、特に中小企業における環境保全活動と環

境ビジネスへの取り組みが重要であることを指摘し、それぞれに対する

国及び大阪府の支援策を紹介し、その活用を呼び掛けている。
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「第１章  大阪産業と環境問題」のフロー図�

戦後の大阪　国内第２の規模を有する地域として発展�

　・人口や企業の集中に伴う地域経済の活性化、生産性の拡大�

環境へのダメージ�

　・典型７公害�
　・一般廃棄物�
　・産業廃棄物�
　・地球温暖化 

大阪府の環境行政の変遷�

・高度成長期：様々な公害への対処に重点�
・近　年：豊かな環境の保全や資源の有効活用を推進�

府民の意識�

・多くの府民が環境問題に関心�
・リサイクル問題、地球環境問題への関心が高い�
・商品を購入する際に価格を重視�

循環型社会形成推進基本法�

・廃棄物処理の優先順位の明確化�
・国・地方公共団体、事業者、国民の役割分担を明確化�
・拡大生産者責任の原則�

平成22年における府内の環境ビジネスの規模�

・市場規模－約2. 8兆円（平成７年から1. 8倍に拡大）�
・雇用規模－約7. 7万人（同1. 2倍に拡大）�

環境に配慮した活動の取り組み状況を紹介�
（第２章）�

大阪産業の環境ビジネスへの進出状況を紹介�
（第３章）�

環境問題の発生�
　による影響�

　・地域環境の悪化�
　・地域経済の停滞�
　・企業収益の圧迫�

人口や企業が集中する大阪に�
とって、環境問題は重要課題�

地域社会全体としての取り組み�

大量生産・大量消費・大量廃棄�
システムからの決別と�
地域社会の発展を目指す�

・新たな技術や製品の開発、�
　リサイクルシステムの改善�
　などで、予測以上の成長も�
　可能�

第１節　大阪における環境問題�

第２節　大阪の環境施策の推移と府民の意識�

第３節　大阪の環境ビジネスの規模�



（戦後の大阪経済）

戦後の大阪は、繊維産業などの軽工業や堺・泉北工業地帯の重化学工業、

医薬品関連の産業などをベースに、国内第２の規模を有する都道府県とし

て発展を遂げてきた。昭和４５年には７３８万人ほどだった人口は、およそ３０

年後の平成１０年には１．２倍の８６２万人に増加し、実質ベースの府内総生産

（平成２年基準）は１７兆円（昭和４５年度）から３８兆円（平成１０年度）へと２．２

倍に増加している（第Ｉ－１－１図）。

人口や企業の集中によって地域経済が活性化すると、それに伴い企業活

動が生み出す産出もより大きくなる。しかし一方で、経済活動の集中と生

産性の拡大とともに副次的にマイナスの影響が発生してきたことも否めな

－15－

第１章　大阪産業と環境問題

第１節　大阪における環境問題

第Ⅰ－１－１図　府内人口と府内総生産�
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い。ここでいうマイナスの影響とは、大阪のみならず日本全国、また世界

各国で顕在化している環境問題に直結する。例えば、製品の製造段階など

で排出される化学物質や不法投棄、天然資源の乱用などは、それ自体は収

益に影響しないようにも見えるが、自然環境の破壊や住民の生活そのもの

へのダメージを与えてきたことが指摘されている。また、環境へのダメー

ジは、生産に必要な資源の枯渇や品不足に伴う価格の高騰などを招いて、

経済全体の停滞や企業収益の圧迫にもつながることになる。多くの企業が

集中する大阪にとって、環境問題への対応は重要なテーマの１つである。

そこで本節では、経済の発展に伴い大阪の環境がどのように変遷してき

たか、いくつかのデータにより確認してみよう。

（大阪の環境）

「環境」と一言でいっても、そこに含まれるキーワードは多様である。

大気汚染や水質汚濁といった公害の問題から、森林面積の減少や生態系の

破壊など自然破壊に関する問題に加え、地球温暖化の問題等も環境という

キーワードに含まれることになる。環境庁『平成１２年版環境白書』は、持

続可能な成長を目指す上で必要な人間活動と環境との関係について、次の

３点にまとめている。

（ａ） 人間活動からの排出物の排出が自然の物質循環による自浄能力の

範囲内にとどめられていること。

（ｂ） 環境資源の利用が環境の再生能力の範囲内にとどめられていること。

（ｃ） 生態系が微妙な均衡を保っていることを考慮して、人間活動がで

きるだけ負の影響を与えない状況にあること。

そこで以下、この３点と密接な関係にあり、大阪の産業がこれまで取り

組んできた、あるいは今後の取り組みが期待される環境問題である「典型

７公害」、「廃棄物関連」、「地球温暖化及びエネルギー資源」の現状を確認

する。

（典型７公害）

典型７公害とは「大気汚染」、「水質汚濁」、「土壌汚染」、「騒音」、「振動」、

「地盤沈下」、「悪臭」の７項目を指す。第Ｉ－１－２図は昭和５２年度から
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平成１１年度にかけての、典型７公害の苦情件数についての推移をみたもの

である。第Ｉ－１－２図（ａ）が大阪、（ｂ）が全国の状況を表している。
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第Ⅰ－１－２図 　大阪における典型７公害の苦情件数�
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（b）全　国�

騒音�

大気汚染�

水質汚濁�

悪臭�

振動�

資料：（大阪）大阪府『大阪府公害白書』、『大阪府環境白書』。�
 　 　  （全国）公害等調整委員会『公害等調整委員会年次報告』（平成11年版）。�
（注）土壌汚染、地盤沈下については、件数が少ないために省略した。�
�



まず、大阪の様子をみてみよう。騒音の苦情件数がほかの公害の苦情に

比べて非常に多いが、その件数は年々減少傾向にある。平成１１年度におけ

る騒音の発生源内訳は、建設作業が２６％、製造業が２５％であり、両者だけ

で半数を上回る。以下、商店・飲食店が１９％、サービス業１２％、家庭生活

４％と続く。

騒音の次に苦情件数の多いのが大気汚染である。早期から工場の集積が

他県に比べて進んでいた大阪では、工場を中心に発生するばい煙、粉じん

などが古くから問題となっていた。そのため、環境への取り組みの歴史は

長い（詳細は本章第２節）。そして近年では、自動車からの排出も含め窒

素酸化物（ＮＯx）などによる大気の汚れが問題となっている。

また、これらの酸化物は大気中で化学反応を起こし、酸性雨として地表

に降り注がれ、自然環境に負荷をもたらす。騒音と同様、大気汚染も苦情

件数は減少傾向にあるが、平成９年あたりから再度、増加傾向がみられる。

降雨中の水素イオン濃度（ｐＨ）は、平成元年度には４．６であったのが、１１

年度には５．２まで改善している。

その他の苦情件数はおおむね横ばいであるが、悪臭の苦情件数が微増傾

向にある。

全国的にも大気汚染に関する苦情が平成９年頃から増加傾向にある。悪

臭はおおむね減少傾向にあったが、ここ数年は増加傾向にある。それ以外

の公害については長期的に微減の傾向がみられる。

（一般廃棄物）

第Ｉ－１－３図には昭和４５年から平成１０年にかけて、府内で収集された

１人１日当たりごみの量の推移を示している。昭和４５年には０．８kgほどで

あった１人１日当たりごみ収集量は、大量生産・大量消費の定着に伴って

増加し、平成３年にはおよそ１．４kgまで上昇した。そして、平成３年以降

は横ばい傾向にある。

収集されたごみは様々な過程を経て処理が行われる。第Ｉ－１－４図に

は処理の流れをフロー図にしたものを掲載した。平成１０年度における府内

市町村のごみ処理量は約４４０万トンで、その多くが焼却処理されている。
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第Ⅰ－１－３図　１人１日当たりごみ収集量�

（kg/日）�

1. 5�
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1. 3�
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0. 8�
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0. 859

1. 021

1. 117

1. 329
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資料：（府内ごみ収集量）『大阪府統計年鑑』によるごみ収集総量。�
　　　（府内人口）総務庁『住民基本台帳』。�
（注）１人１日当たりごみ収集量＝府内ごみ収集量÷府内人口÷365日（うるう年は366日）。�
�
�

処理されたごみの中から資源として取り出された分が３３．６万トンあり、リ

サイクル率は７．４％である。これより５年前は、資源化量２０．７万トンほど

でリサイクル率は４．６％であったことから、ここ数年で大阪のリサイクル

率は着実に上昇してきていることがわかる。全国ベースのリサイクル率は、

平成９年の時点で１１．０％（集団回収量を含む資源化量は５８６万トン）とな

っており、府内でも今後リサイクルに向けての一層の活動が待望される。



（産業廃棄物）

第Ｉ－１－５図は昭和５２年度から平成７年度までの、大阪府内における

産業廃棄物等の発生量の推移を示したグラフである。廃棄物等発生量は増

加傾向から減少へと転じていることがわかる。
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第Ⅰ－１－４図　府内におけるごみ処理のフロー図�

市町村�

処理量�

4, 396

資料 :大阪府廃棄物減量化･リサイクル推進会議『ごみ減量化･リサイクルアクションプログラム～�
資源循環型社会に向けたパートナーシップ～』（平成12年６月）より作成。�
（注）1．数字の単位は千トン。データは平成10年度。�
（注）2．小数点以下を四捨五入しているため、合計は一致しない。�
（注）3．リサイクル率＝資源化量÷（市町村処理量＋団体集団回収量）�

�焼却        4, 073

直接埋立    181

資源化        139

その他            ３�

団体集団回収量     178

焼却残渣（ざんさ）  803 埋立処分量 983

リサイクル率=7.4%

資源化量     336
19
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一般廃棄物、産業廃棄物
廃棄物は「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法）」によって、一般

廃物、産業廃棄物、特別管理産業廃棄物に分類される。一般廃棄物は家庭のゴミ、事
務所の紙くずなど、産業廃棄物は工場、建設現場など事業活動に伴って排出される１９
種類の廃棄物である。一般廃棄物の収集、処分は市町村が行う。産業廃棄物は排出者
が処理業者、最終処分業者に委託するか、または、自ら責任をもって処理、処分する
が、いずれの場合も、マニフェスト（産業廃棄物管理票）作成は義務付けられている。
なお、特別管理産業廃棄物は爆発性、毒性、感染性を有する廃棄物で、法令によっ
て処理方法が厳しく定められている。

第Ⅰ－１－５図　大阪の産業廃棄物等発生量の推移�
�

資料:『大阪府環境白書』、大阪府『大阪府産業廃棄物実態調査報告書』（平成10年3月）。�
（注）昭和55年度、60年度、平成3年度は推計値。� �
�
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では、発生した産業廃棄物等のうち、どれだけが資源化・減量化されて

いるのだろうか。ここでは平成７年度のデータに基づき、府内の産業廃棄

物等の発生量を業種別（第Ｉ－１－６図（ａ））、廃棄物等の種類別（第

Ｉ－１－６図（ｂ））にそれぞれ分割し、各々がどれだけ資源化・減量化

されるか、最終処分が行われるのはどれだけかという点について示した。

業種別では「電気・ガス・水道業」（７９７万トン）、「製造業」（６７８万トン）、

「建設業」（５２６万トン）の順に産業廃棄物等の発生量が多く、この３業種

で全発生量のほとんどを占める。しかし、電気・ガス・水道業と製造業は

資源化・減量化される分が多いのに対し、建設業は５３．６％しか資源化・減

量化されず、半分近くが最終処分に回っている。種類別にみた場合は「汚

泥」の排出量が１，２２５万トンと突出しているが、汚泥は大半が減量化できる

ため、最終処分量は排出量の１０分の１ほどになる。「建設廃材」排出量は２８０

万トンで、そのうち１６３万トンが資源化されるが、最終処分される量は１１７

万トンと一番多くなっている。
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（a）業種別�
第Ⅰ－１－６図　大阪の産業廃棄物等発生量の内訳（平成７年度）�
�



最終処分量を減らすには、廃棄物等の発生抑制が最優先されているが、

発生した廃棄物等については、資源として生産システム内で循環できる、

いわゆるリサイクル化が望ましいとされている。

リサイクルをビジネスに取り入れる動きは大阪でも多く現れている。第

３章でそれを具体的に示す。

（地球温暖化）

大阪だけでなく、より大規模な環境問題の１つとして地球温暖化の問題

がある。地球温暖化とは「地球温暖化対策の推進に関する法律」によれば

「人間活動に伴って発生する温室効果ガスが大気中の温室効果ガス濃度を

増加させることにより、地球全体として、地表及び大気の温度が追加的に

上昇する現象」と定義されている。

温室効果ガスは大気中に存在し、太陽からのエネルギーを地表が受け、

放出する熱を主に吸収する気体であり、地球を適切な温度（全地球平均１５℃）

に保っている。しかし、温室効果ガスの濃度が高められると気温が上昇し、

温暖化現象を引き起こす。

温室効果ガスとしてあげられるのは主に二酸化炭素、メタン、亜酸化窒
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資源化・減量化量� 最終処分量�

372

288

90
117
112

24

136
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資料:大阪府『大阪府産業廃棄物実態調査報告書』（平成10年3月）�
（注）小数点以下を四捨五入しているため、内訳と合計は必ずしも一致しない。�



素、代替フロン等３ガス（ハイドロフルオロカーボン、パーフルオロカー

ボン、六ふっ化硫黄）の６種である。二酸化炭素は化石燃料の燃焼などに

より発生し、メタンは埋め立てられた廃棄物などから生じる。ほかのガス

についても化石燃料の燃焼や空調機器の冷媒、精密機器などの製造過程で

発生している。中でも二酸化炭素は排出源が多いなどの理由から、先述の

６種類の中で排出割合が最も高く、地球温暖化への影響も大きい（第Ｉ－

１－７表）。

大阪の温室効果ガス排出量の対全国比は減少傾向にあるが、排出量その

ものは増加しており、全国、大阪共に二酸化炭素がほかのガスに比べて増

加している。

ここ３０年の間に大阪の気温がどれだけ変化したかについては、第Ｉ－

１－８図により確認できる。平均気温は、昭和４５年に１５．７℃であったのが、

平成１０年には２℃以上上昇して１７．８℃となっている。この間、最高気温は

それほど変化していないが、最低気温が上昇する傾向にあり、ここ数年は

０℃を上回っている。最低気温の変化が平均気温の上昇に寄与しているも

のとみられる。
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種類� 全国�
平成　2　年度� 9　年度� 　2　年度� 9　年度� 　2　年度� 9　年度�

大阪� 大阪/全国�

二酸化炭素�
メタン�
亜酸化窒素�
代替フロン等�

307, 000�
9, 000�
5, 000�
13, 000

合計� 334, 000

336, 000�
8, 000�
6, 000�
13, 000
363, 000

14, 062�
49�
96�

1, 538
15, 745

14, 680�
36�
100�

1, 538
16, 354

4. 58％�
0. 54％�
1. 92％�
11. 83％�
4. 71％�

4. 37％�
0. 45％�
1. 67％�
11. 83％�
4. 51％�

第Ⅰ－１－７表　温室効果ガス排出量の推移�

資料 :大阪府『大阪府地球温暖化対策地域推進計画』（平成12年3月）。�

単位：千炭素換算トン�
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第Ⅰ－１－８図　府内の気温の変化（最高、平均、最低）�

資料：大阪管区気象台『大阪府気象年報』。�
（注）平均気温については、昭和63年までは１日８回観測した平均値を用い、�
　　　平成元年以降は毎正時合計24回の観測値の平均値を用いている。�



（エネルギー資源の枯渇）

第Ｉ－１－９表は、大阪における主要なエネルギー資源の需要の推移を

示したものである。石油燃料は省エネルギー化を重視した産業構造の転換

などにより販売量が減少傾向にあるが、ほかのエネルギー資源の消費量等

は、ＬＰガスを除いて増加傾向にある。

第Ｉ－１－１０表には大阪のエネルギー消費量が部門別に推計されている

が、産業部門では消費量が低下するのに対し、民生部門と運輸部門では消

費量が増加傾向にあることが読みとれる。エネルギー消費量が増加する背

景には、民生・運輸両部門の経済活動拡大の影響が考えられる。しかし、

環境対応の進んでいない企業が、環境対応の進んだ企業に比べて効率の高

くないエネルギー消費を行っていることも、全体としてのエネルギー消費

の減少を鈍化させる一因として考えられる。

環境問題の発生は、地域全体の生活の質を低下させることにより、地域

住民にマイナスの影響を与えるだけでなく、企業活動に必要な資源の調達

などにかかるコストの上昇を招くと考えられる。それが製品価格の上昇を

もたらし、消費支出の低迷につながると、地域経済全体の停滞を引き起こ

すことにもなる。
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第Ⅰ－１－９表　大阪のエネルギー需要の推移�

年　度�

昭和62�
63�

平成元�
2�
3�
4�
5�
6�
7�
8�
9�
10

10, 242�
11, 950�
11, 443�
11, 625�
11, 382�
11, 324�
11, 053�
11, 529�
10, 886�
10, 471�
9, 367�
9, 119

2, 129, 888�
2, 279, 727�
2, 422, 160�
2, 673, 416�
2, 945, 844�
3, 061, 432�
3, 221, 579�
3, 284, 010�
3, 562, 919�
3, 692, 569�
3, 696, 369�
3, 690, 126

1037. 0�
1000. 7�
1030. 0�
994. 1�
1116. 0�
1156. 8�
1129. 3�
1043. 7�
1008. 2�
1123. 2�
1125. 5�
1061. 2

33, 845, 008�
35, 109, 427�
36, 412, 130�
38, 568, 950�
38, 594, 869�
38, 124, 806�
37, 873, 044�
40, 226, 711�
40, 363, 370�
41, 179, 516�
41, 332, 987�
41, 011, 654

11, 897, 533�
12, 250, 290�
13, 017, 248�
14, 456, 227�
14, 799, 380�
14, 964, 589�
15, 215, 757�
16, 986, 229�
17, 460, 307�
17, 602, 459�
17, 581, 741�
18, 336, 521

石油製品�
販売量�
（千kl）�

都市ガス�
消費量�
（千m3）�

ＬＰガス�
販売実績�
（千トン）�

電力需要�
（使用電力量）�
（ＭＷｈ）�

電灯需要�
（使用電力量）�
（ＭＷｈ）�

資料:『大阪府統計年鑑』。�
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第Ⅰ－１－１０表　大阪のエネルギー消費量（部門別最終消費）�

単位：109 kcal

年�
産業部門� 77, 787�

（51. 1）�
73, 835�
（48. 5）�

48, 727�
（32. 0）�
28, 259�
（18. 6）�
20, 468�
（13. 4）�
25, 801�
（16. 9）�
23, 991�
（15. 8）�
  1, 810�
  （1. 2）�
  152, 315

    721�
（0. 5）�
    198�
（0. 1）�
3, 033�
（2. 0）�

75, 549�
（47. 5）�
71, 286�
（44. 8）�

55, 720�
（35. 1）�
31, 373�
（19. 7）�
24, 347�
（15. 3）�
27, 688�
（17. 4）�
25, 777�
（16. 2）�
  1, 911�
  （1. 2）�
  158, 958

    795�
（0. 5）�
    166�
（0. 1）�
3, 303�
（2. 1）�

74, 803�
（45. 7）
71, 138�
（43. 5）

59, 492�
（36. 3）
32, 966�
（20. 1）
26, 526�
（16. 2）
29, 418�
（18. 0）
27, 466�
（16. 8）
  1, 952�
  （1. 2）
  163, 712

    741�
（0. 5）
    186�
（0. 1）
2, 738�
（1. 7）

製造業�

農林業�

水産業�

建設業�

家庭系�

業務系�

自動車�

鉄道�

民生部門�

運輸部門�

合　計�

平成2 6 9

資料 ：大阪府『エコエネルギー都市 ・ 大阪計画 ～ 大阪府エネルギービジョン ～ 』（平成12年３月）。�
（注）1． 航空機及び船舶燃料は含まない。�
（注）2． 電力は860kcal/kWhで計算している。�
（注）3． カッコ内はエネルギー総消費量に占める比率。�



長期的視野に立つ環境保全への取り組みがいわゆる「持続可能な成長」

を可能にするという見解に立ち、制度面での整備も進められてきている。

本節では、環境保全に向けての大阪府の取り組みの推移と、それに伴い、

変化する社会に敏感に反応してきた府民の今日の意識をみることにする。

（大阪府の環境行政の推移）

大阪における環境保全の歴史は古く、明治１０年には既に「鋼析、鍛冶、

湯屋三業者心得方」を制定し、工場を人家の密集していない場所に移転す

る施策がとられていた。明治２９年にはこの施策が「製造場取締規制」に改

正され、この時国内で初めて「公害」という用語が用いられるようになっ

た（『平成元年版大阪府環境白書』）。このようなことから、府内では行政

による環境への取り組みが早期より活発に行われていたことが推察される。

国における、初期の環境行政は工場を発生源とする公害の対処を目的と

する規制が主となっていたが、昭和の時代に入り高度成長期を迎えると、

それまでの軽工業中心の産業構造から重化学工業中心の構造に移行し、そ

れに伴い大気汚染、水質汚濁が全国各地で発生した。東京、大阪をはじめ

とする都市部への人口、企業の集中が加速し、居住地域と工場地域の近接

による騒音・振動問題、自動車増加に伴う排気ガス、騒音問題等も深刻化

して、国内では４大公害訴訟、すなわち新潟水俣病訴訟、三重県四日市訴

訟（コンビナート公害）、富山県イタイイタイ病訴訟、熊本水俣病訴訟が

提起された。

高度成長期には、大阪でもばい煙の規制にとどまらずより広範な大気汚

染や騒音、水質汚濁、廃棄物処理など多様な環境問題に対処する計画が実

施されるようになった。この頃の取り組みは、様々な公害が周囲の自然環

境や住民の健康に直接的な影響を与えるという問題への対処が主であった

とみられる（第Ｉ－１－１１表）。

－28－ 第１章　大阪産業と環境問題

第２節　大阪の環境政策の推移と府民の意識
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第Ⅰ－１－１１表　大阪における主な環境行政の歴史（昭和30～63年）�

資料：大阪府『大阪府環境白書』（平成元年、12年版）より作成�

商工部に公害係を設置�
�
商工部に公害課を設置 �
「中小企業公害防止資金特別融資制度」を創設�
 �
�
「大阪府公害対策審議会」を設置�
�
�
「大阪府事業場公害防止条例」を制定�
「阪神広域スモッグ対策実施要綱」を制定 �
府庁企画部に公害室を設置�
�
公害監視センターを設置�
�
「大阪府公害防止条例」を制定�
府庁生活環境部を設置し、企画部公害室を移管�
�
「大阪府公害防止条例」を全面改正�
「大阪地域公害防止計画」を策定 �
「大阪府自然環境保全条例」を制定�
「大阪府環境管理計画(BIG PLAN)」を策定 �
�
「大気清浄化計画」、「大阪府産業廃棄物処理計�
画」、「水質汚濁負荷量削減計画」等を策定�
�
「硫黄酸化物総量削減計画」を策定�
「大阪地域公害防止計画」を再策定�
日陰規制の実施�
「化学的酸素要求量に係る総量削減計画」を策定�
「大阪府産業廃棄物処理計画」を再策定�
「窒素酸化物総量削減計画」を策定�
「大阪府環境管理計画(STEP21)」を策定�
「水質環境モニタリング事業」の実施�
カラオケ装置等音響機器の使用を制限�
「大阪地域公害防止計画」第３次策定�
「快適環境府民会議」を開催�
「大阪府環境影響評価要綱」を策定�
「大阪府環境情報コーナー」を開設�
環境保健部を発足し、部内に環境局を設置�
大阪府アスベスト対策検討委員会を設置�
�
「大阪府飲用井戸等衛生管理指導要綱」を策定�
「大阪地域公害防止計画」第４次策定�
大阪府環境教育基本方針検討委員会を設置�

�
31�
32�
33�
34�
36�
�
37�
�
38�
39�
�
40�
�
41�
42�
43�
�
44�
45�
�
46�
47�
48�
�
�
49�
�
51�
52�
53�
�
55�
57�
�
�
�
58�
�
�
59�
�
62�
�
�
�
63

大阪府の取り組み�年�
「工業用水法」公布�
「自然公園法」、「水道法」公布�
「下水道法」公布�
「工場立地の調査等に関する法律」公布�
�
�
「建築用地下水の採取の規制に関する法律」、��
「ばい煙の排出の規制等に関する法律」公布 ��
「近畿圏整備法」公布�
「近畿圏の規制都市区域における工場等の制限��
に関する法律」公布 ��
「公害防止事業団法」公布�
�
�
「公害対策基本法」公布�
「騒音規制法」公布��
�
�
「公害国会」において「公害対策基本法」を�
一部改正、14の公害関係法を改正、整備�
環境庁を設置�
�
「工場立地の調査等に関する法律」が一部改正��
され、「工場立地法」に変更�
各種環境関連法を整備�
�
�
「振動規制法」公布�
�
�
�
「幹線道路の沿道の整備に関する法律」公布�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
オゾン層を破壊する物質に関するモントリオー�
ル議定書採択 �

国内の動向�
�



平成に入ると、大阪においても旧来の環境問題への対処に加え、より長

期的、広域的な観点からの取り組みが活発化した。第Ｉ－１－１２表には大

阪府『おおさかの環境』等において取り上げられている各種条例、計画を

中心に、平成元年から１１年までに取り組まれた施策の一部を示した。
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第Ⅰ－１－１２表　大阪における環境行政の取り組み（平成）�

資料 :大阪府『平成12年大阪府環境白書』、『おおさかの環境』より作成。�

年� 大 阪 府 の 取 り 組 み�
2�

�

3�

�

4�

�

5�

6�

�

�

7�

8�

�

9�

10�

�

�

�

11

環境保全基金を設置�

ノーマイカーデー開始�

「大阪府低NOx機器普及促進方針」を制定�

「大阪府新環境総合計画（NEW STEP21）」を策定�

「大阪府産業廃棄物管理計画」を策定�

「ごみ減量化･リサイクルアクションプログラム」を策定�

「大阪府自動車排出窒素酸化物総量削減計画」を策定�

「大阪府環境基本条例」を制定、施行�

「大阪府自然環境保全条例」を改正�

「大阪府生活環境の保全等に関する条例」を制定（後年に改正）�

「大阪府道路環境計画（スプリングロード21）」を策定�

「みどりの大阪21推進プラン」を策定�

「大阪府環境総合計画」を策定�

「環境にやさしい府庁行動計画（府庁エコアクションプラン）」を策定�

環境農林水産部を設置�

「大阪地域公害防止計画」（第６次）を策定�

「大阪府ダイオキシン対策会議」を設置�

「大阪府景観条例」を制定（11年施行、後年に改正）�

大阪府本庁舎において環境ＩＳＯ１４００１の認証を取得�

「大阪広域緑地計画」を策定�

「大阪府地球温暖化対策地域推進計画」を改定�

「エコエネルギー都市･大阪計画」を策定�

「大阪府温室効果ガス排出抑制等実行計画」を策定�



これらの施策は公害の防止にとどまらず、豊かな環境の保全と創造を目

指して自然との共生をはかるという、より長期的な視野に立って推進され

ている。また、限られた資源を有効活用する省エネルギー、リサイクルシ

ステムの開発やグリーン購入、地球温暖化防止に向けた対策の推進なども

なされている。そしてこれらの問題は、個々の企業が自己完結的に解決す

る問題というよりも、地域社会全体として取り組み、異なる産業間の情報

交換を深めることで、環境にやさしい社会の構築と地域経済の発展に寄与

する問題であると考えられる（第Ｉ－１－１３図）。

平成５年に制定された「環境基本法」の第１章（総則）では「事業者は、

基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当たっては、これに伴って生

ずるばい煙、汚水、廃棄物等の処理その他の公害を防止し、又は自然環境

を適正に保全するために必要な措置を講ずる責務を有する」と事業者の責

務が示されている。これを受けて翌６年に公布された「大阪府環境基本条

例」第５条でも同様に、事業者の責務として次の点が指摘されている。

（１） 事業者は、その事業活動を行うに当たっては、これに伴う環境

への負荷の低減その他環境の保全に資するため必要な措置を講

ずる責務を有する
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第Ⅰ－１－１３図　環境保全と地域経済の関係�

資料：環境庁『平成11年環境白書』等より作成。�

地域の共通課題�
解決（環境保�
全）�
のための連携と�
交流�

環境負荷の少ない�
原料や再生可能な�
製品の開発と使用�

地域内の資源供給�
産業の振興�

域内調達による�
輸送コストの削減�

広域的な�
地域連携�

多様な産業間の情�
報交換による、新�
たな知識・技術の�

波及�

地域資源の有効活用による、環境に�
やさしい地域形成と地域経済の発展�



（２） 前項に定めるもののほか、事業者は、その事業活動に関し、豊

かな環境の保全及び創造に資するよう自ら積極的に努めるとと

もに、府又は市町村が実施する豊かな環境の保全及び創造に関

する施策に協力する責務を有する

なお、国の環境保全政策はその後さらに具体化され、１２年５月に成立し

た「循環型社会形成推進基本法」（以下「循環基本法」と略す）では、循

環型社会の形成という目標が提起された。「循環型社会」とは、「製品等が

廃棄物等となることが抑制され、並びに製品等が循環資源となった場合に

おいてはこれについて適正に循環的な利用が行われることが促進され、及

び循環的な利用が行われない循環資源については適正な処分が確保され、

もって天然資源の消費を抑制し、環境への負荷ができる限り低減される社

会」（第２条）と定義されている。そのため、廃棄物処理の優先順位を３

Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）として定式化するとともに、国

や地方公共団体をはじめ事業者、国民１人ひとりに至るまでの役割分担を

明確化し、さらに従来、製品の製造工程における公害防止や製品の安全性

の確保に重点が置かれていた生産者責任を、製品のライフサイクル全体に

拡大する「拡大生産者責任」（ＥＰＲ）の原則を盛り込んだ。これらを通

じて、循環基本法は大量生産・大量消費・大量廃棄という「資源浪費時代」

からの脱皮を打ち出したのである。

大阪府や国のこうした環境保全政策を念頭に置くと、企業はこれからの

企業活動において、環境対応が事業所の規模を問わず避けがたい問題とな

っていることをしっかり認識しておく必要があるだろう。

（府民の意識）

こうした大阪府の環境保全政策に対して、府民の意識はどのようになっ

ているのだろうか。

大阪府『第７７回府政に関する世論調査（環境問題と暮らし）報告書』に

よれば、環境問題について「非常に関心を持っている方だと思う」と答え

た人の割合は２０．７％だが、「多少は関心を持っている方だと思う」と答え

るような、潜在的に環境問題への関心を持つ人を含めると９０％近くに達す
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る（第Ｉ－１－１４図）。同調査が行われたのは平成９年末から１０年はじめ

にかけてであり、それ以降、国による循環型社会形成推進基本法（以下循

環基本法）の施行をはじめ、府内でも様々な取り組みが行われていること

から、今日ではこの関心はより深いものになっていると考えられる。

具体的にどんな項目について関心を持っているか、第Ｉ－１－１５図によ

り確認してみよう。府内全域では「ゴミの増加や不用品などのリサイクル

の問題」についての関心がほかの環境問題への関心に比べて高く、またよ

りグローバルな地球環境問題についての関心も高い。日常生活の中で身近

な話題やメディアによる情報発信の頻度が高い項目ほど関心が高いとみる

こともできる。
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第Ⅰ－１－１４図　環境問題についての府民の関心�

資料:大阪府『第77回府政に関する世論調査（環境問題と暮らし）報告書』（平成9年度）。�
（注）有効調査票数1,234。�

ほとんど関心を持っていな�
い方だと思う�
1. 0%

余り関心を持っていない方�
だと思う�
10. 8%

回答なし�
1. 0%

非常に関心を持っている方�
だと思う�
20. 7%�

多少は関心を持っている方�
だと思う�
66. 5%��
�



次に、さまざまな商品を購入するとき、大阪の消費者がどのような点に

注目するかを第Ｉ－１－１６図により確認する。（ａ）に消耗型商品（トイ

レットペーパー、台所用洗剤、紙製事務用品）に対する結果を示し、（ｂ）

に耐久消費財（エアコン、冷蔵庫、自家用車）についての結果を示した。

消耗型商品、耐久消費財共に「価格」、「品質（機能性・操作性）」を重視

する人が多いことがわかる。また、耐久消費財については「省エネ型」か

どうかが最も重視されている。それ以外のポイントになると、消耗型商品

については「再生資源の活用」をあげる人が多く、自家用車については

「大きさ」も重要な点としてあげられている。
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ゴミの増加や不用品�
のリサイクルの問題�

地球温暖化やオゾン層の�
破壊などの地球環境問題�

生活排水による河川や�
海の水質汚濁の問題�

有害化学物質や農薬に�
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第Ⅰ－１－１５図　「問題である」と思う環境問題�

資料：大阪府『第77回府政に関する世論調査（環境問題と暮らし）報告書』（平成９年度）。�
（注）複数回答。�
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第Ⅰ－１－１６図　商品購入時に重視する点�

資料：「第82回府政に関する世論調査（グリーン購入に関する府民の意識と行動・府民の生活意識）」�
            より作成。�
（注）1．回答者数は1,283人。�
（注）2．「消耗型消費商品」はトイレットペーパー、台所用洗剤、紙製事務用品を、「家電品」はエアコン、�

冷蔵庫を対象に集計したものである。�
（注）3．耐久消費財の「その他」は、質問項目の「その他」「わからない」「持っていない･持たない」�

「不明」を合わせたものである。�
（注）4．３つ以内の複数回答。�
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実際の購入においては価格の高低及び「値段の割によいものかどうか」

により選択が行われる傾向にあることが推察される。

では、環境にやさしい商品はどの程度の価格なら購入したい、と消費者

は考えているのだろうか。第Ｉ－１－１７図によれば、ほぼ同価格なら環境

対応型の商品を購入すると考えている人が多いことがわかる。
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第Ⅰ－１－１７図　価格面からみた環境にやさしい商品の購入意向�

資料：「第82回府政に関する世論調査（グリーン購入に関する府民の意識と行動・�
              府民の生活意識）」より作成。�
（注）1．回答者数は1,283人。�
（注）2．「消耗型消費商品」は有機農産物、シャンプー・洗剤等の詰め替え品を対象に集計�
             したものである。�
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（環境・エネルギー関連分野）

本節では、大阪における環境ビジネスの規模を推計する。

ここでまず問題になるのは環境ビジネスとして、どのような業種を含む

のかということである。環境ビジネス（エコビジネス）とはどのようなもの

であるかについて、ＯＥＣＤが平成１１年に公表した“The Environmental

Goods and Service Industries”では「『水、大気、土壌等の環境に与える悪

影響』と『廃棄物、騒音、エコ・システムに関連する問題』を計測し、予

防し、削減し、最小化し、改善する製品とサービスを提供する活動」と述

べられている（邦訳は環境庁報道発表資料「わが国のエコビジネスの市場

規模の推計結果について」（平成１２年５月）による）。また、『大阪経済白

書』（平成１１年版）では新産業分野の一環として環境関連、エネルギー関

連に属する分野を示している。

前出の環境庁報道発表資料には「ＯＥＣＤによるエコビジネスの分類」

として具体的な項目が明記されているが、触媒反応器の製造や環境教育・

訓練サービスなど、分類に含まれる項目がかなり細密であるため、大阪に

ついてそのまま適用するのは困難である。そこで本節では、ＯＥＣＤエコ

ビジネス分類に深く関係すると考えられる業種を中心に産業小分類レベル

で抽出し、それらを第Ｉ－１－１８図に「環境・エネルギー関連分野」とし

て掲載することにした。産業小分類で抽出した環境・エネルギー関連分野

は、ＯＥＣＤエコビジネス分類より含まれる項目がやや大雑把になる。よ

ってここでは、環境ビジネスは環境・エネルギー関連分野に含まれると考

えて推計を行うことになる。

第３節　大阪の環境ビジネスの規模



環境・エネルギー関連分野の従業者数は、総務庁『事業所・企業統計調

査報告』により算出することが可能である。平成１１年について調べてみる

と、全国の環境・エネルギー関連分野の従業者数（民営事業所のみ）は約２８６

万人であり、全国の全産業の従業者総数に占めるシェアは５．３％となる。

同様に大阪の環境・エネルギー関連分野の従業者数は約２５万人いる。府内

の全産業の従業者総数に占めるシェアは５．６％であり、全国に比べて大阪

の同分野のシェアは高いことがわかる。

（雇用規模・市場規模）

環境・エネルギー関連分野と密接な関係にある環境ビジネスの規模は、
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第Ⅰ－１－１８図　環境・エネルギー関連分野の事業所数、従業者数�

 182 紙製造業 1, 237 1, 210 1, 097 71 61 53 79, 257 73, 898 66, 408 2, 624 2, 497 2, 320�
 201 化学肥料製造業 265 256 234 14 11 10 9, 634 8, 709 8, 304 204 177 165�
 202 無機化学工業製品製造業 1, 253 1, 299 1, 251 159 167 157 57, 037 53, 609 54, 321 7, 346 7, 636 8, 019�
 203 有機化学工業製品製造業 1, 733 1, 682 1, 572 291 281 252 136, 366 116, 434 100, 722 14, 837 10, 625 8, 730�
 204 化学繊維製造業 204 186 201 23 21 20 38, 823 35, 331 30, 164 2, 181 3, 471 2, 360�
 205 油脂加工製品･石けん･塗料等製造業 1, 855 1, 762 1, 646 411 384 355 73, 309 69, 022 64, 838 17, 739 14, 107 12, 220�
 209 その他の化学工業 2, 278 1, 542 1, 455 354 207 193 102, 706 61, 513 56, 056 11, 805 5, 153 4, 360�
 211 石油精製業 107 113 105 8 12 7 24, 737 24, 968 16, 905 1, 317 1, 491 1, 218�
 212 潤滑油・グリース製造業 209 203 189 43 43 39 5, 353 4, 023 4, 133 648 731 895�
 225 プラスチック成形材料製造業 1, 710 1, 773 1, 599 260 279 243 22, 190 22, 909 20, 706 2, 514 2, 849 2, 453�
 239 その他のゴム製品製造業 1, 285 1, 191 1, 085 165 140 123 22, 244 20, 454 17, 722 2, 102 1, 767 1, 409�
 297 一般産業用機械・装置製造業 18, 841 18, 292 17, 027 3, 155 3, 116 2, 866 335, 554 318, 429 296, 777 43, 969 44, 086 39, 038�
 299 その他の機械・同部分品製造業 29, 101 27, 736 26, 170 5, 389 5, 044 4, 594 310, 765 293, 077 282, 349 45, 724 41, 414 37, 270�
 301 発電用･送電用等電気機械器具製造業 17, 192 15, 166 13, 942 1, 600 1, 463 1, 315 524, 234 439, 554 394, 193 28, 291 23, 797 19, 319�
 307 電気計測器製造業 1, 634 1, 540 1, 421 104 96 87 50, 701 55, 994 45, 140 1, 770 1, 695 1, 731�
 309 その他の電気機械器具製造業 1, 852 1, 983 1, 826 291 278 244 62, 308 86, 304 80, 523 7, 217 8, 137 6, 656�
 321 計量器・測定器・分析機器等製造業 3, 874 3, 645 3, 411 419 371 344 84, 787 79, 829 74, 026 5, 309 5, 546 5, 121�
 351 電気業 2, 588 2, 302 2, 076 68 70 64 153, 959 165, 261 160, 221 9, 254 9, 025 10, 019�
 371 熱供給業 87 142 144 8 11 9 1, 441 1, 803 1, 768 95 120 124�
 381 上水道業 184 168 150 3 7 4 1, 016 1, 714 1, 098 93 190 27�
 382 工業用水道業 18 16 14 0 0 0 126 175 864 0 0 0�
 383 下水道業 124 493 550 15 31 30 1, 801 7, 359 8, 775 253 1, 252 594�
 514 再生資源卸売業 15, 314 13, 658 11, 955 1, 405 1, 184 1, 091 75, 033 73, 110 64, 583 6, 875 6, 238 5, 367�
 781 機械修理業 20, 504 21, 016 21, 586 1, 487 1, 465 1, 486 186, 674 213, 707 218, 297 15, 699 18, 143 19, 424�
 782 家具修理業 589 573 542 30 28 23 1, 416 1, 417 1, 405 79 122 102�
 789 他に分類されない修理業 6, 196 6, 000 6, 107 392 430 421 20, 123 19, 744 19, 150 1, 478 1, 827 1, 451�
 841 法律事務所、特許事務所 10, 626 11, 768 11, 617 1, 515 1, 651 1, 566 38, 732 43, 956 44, 206 6, 231 7, 033 7, 093�
 849 その他の専門サービス業 36, 507 44, 158 43, 833 3, 004 3, 757 3, 587 305, 504 368, 190 356, 424 29, 360 36, 129 31, 064�
 863 計量証明業 623 750 736 85 77 79 11, 250 15, 379 15, 781 844 1, 783 1, 386�
 871 一般廃棄物処理業 7, 006 7, 658 7, 700 287 305 298 89, 011 106, 546 108, 775 4, 644 5, 831 4, 731�
 872 産業廃棄物処理業 3, 081 4, 396 4, 669 202 287 284 39, 385 57, 005 60, 563 2, 849 3, 976 3, 950�
 879 その他の廃棄物処理業 69 75 88 5 4 6 842 994 1, 004 23 27 25�
 921 自然科学研究所 2, 015 2, 552 2, 581 157 170 163 134, 098 181, 508 180, 004 11, 836 11, 723 9, 926�
 　　環境・エネルギー関連分野合計 190, 161  195, 304 188, 579 21, 420 21, 451 20, 013 3, 000, 416 3, 021, 925 2, 856, 205 285, 210 278, 598 248, 567�
 　　　　　　　  全産業合計 6, 559, 377  6, 521, 837  6, 203, 249 534, 045 526, 196 489, 618 55, 013, 776 57, 583, 042 53, 806, 580 4, 774, 539  4, 919, 477 4, 401, 326�
 　　環境・エネルギー関連分野割合（％） 2.9 3.0 3.0 4.0 4.1 4.1 5.5 5.2 5.3 6.0 5.7 5.6

分類�
番号� 項目�

事 業 所 数 �
 全　国 大　阪�
 平３年    ８年    １１年    平３年   ８年   １１年�

従 業 者 数 �
 全　国 大　阪�
   平３年      ８年       １１年      平３年     ８年     １１年�

資料：総務庁『事業所・企業統計調査報告』。�
（注）民営事業所のみの集計。�



大阪においてはどの程度と考えられるだろうか。第Ｉ－１－１９表にはその

推計結果が示されている。

平成２２年における市場規模は２．８兆円に迫る規模と推計される。平成７

年から２２年にかけての年平均伸び率は３．８％で、市場は１．８倍に拡大すると

予測される。同様に、２２年の雇用規模は約７．７万人と推計され、年平均伸

び率は１．３％、雇用は１．２倍に拡大すると考えられる。

なお、循環型社会に向けた動きが一層加速すると考えられる今後におい

ては、新たな技術や製品の開発、リサイクルシステムの一層の改善などで

生産コストが減少することにより、上記の予測を上回る成長も可能と考え

られる。また、法律の整備に伴ってより環境に配慮した資材の調達も不可

避となる。第２章以降では、環境への対応を進める府内企業の具体的な取

り組みについて紹介する。

（補足）環境ビジネスの規模推計について

本来は、環境ビジネスに関する詳細なデータをもとに規模の将来推計を

行うのが望ましいが、今回は簡便な方法により大阪の環境・エネルギー関

連分野の規模を推計した。

環境庁報道発表資料では、ＯＥＣＤのエコビジネス分類に従い、平成９年

と２２年の全国レベルでの市場規模、雇用規模についての推計を行っている。

そこで「環境・エネルギー関連分野の市場は、国内のどの地域でも環境

ビジネス市場の動きと密接に関係しており、その関係は少なくとも平成２２

年まで変わらない」と想定し、大阪の環境ビジネスの雇用規模、市場規模

－39－

第Ⅰ－１－１９表　大阪における環境ビジネスの市場規模と雇用規模の推計�

 市場規模（億円） 15, 692 27, 645 3.8％�
 雇用規模（人） 63, 659 76, 844 1.3％�

資料：『大阪府産業連関表』、総務庁『事業所・企業統計調査報告』等を用いて推計。�

 平成７年 22年 年平均伸び率�
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の推計を行った。

雇用規模推計については、この期間における大阪の環境・エネルギー関

連分野の雇用の府内シェアと同分野の全国雇用シェアが平成１１年から２２年

まで変わらないものと仮定し、同分野に含まれる環境ビジネスの割合も変

わらないと考えることにする。これと過去のトレンドを考慮することによ

り、環境庁の推計結果に載せて大阪府の環境ビジネスの雇用規模を推計する。

市場規模についても同様に考える。しかし、全国の『産業連関表』及び

『大阪府産業連関表』による分類は第Ｉ－１－１８表のように細かく分類で

きない。そこで代わりに『大阪経済白書』（平成１１年版）の環境・エネル

ギー関連分野（第Ｉ－１－２０表）を用いて、大阪の環境ビジネスの市場規

模を推定した。

 018 パルプ・紙 018 パルプ・紙�
 019 紙加工品 019 紙加工品�
 021 化学肥料 021 化学肥料�
 022 無機化学基礎製品 022 無機化学基礎製品�
 023 有機化学基礎・中間製品 023 有機化学基礎・中間製品�
 024 合成樹脂 024 合成樹脂�
 025 化学繊維 025 化学繊維�
 027 石油製品 028 石油製品�
 028 石炭製品 029 石炭製品�
 029 プラスチック製品 030 プラスチック製品�
 059 電力 060 電力�
 060 ガス・熱供給 061 ガス・熱供給�
 061 水道 062 水道�
 062 廃棄物処理 063 廃棄物処理�

第Ⅰ－１－２０表　『平成11年版大阪経済白書』に基づく環境・エネルギー関連分野�

昭和60年大阪府�
産業連関表 

平成７年大阪府�
産業連関表 

資料：『平成11年版大阪経済白書』。�



従って、推計した大阪の環境ビジネスの市場規模及び雇用規模は暫定的

なものであることに留意する必要がある。
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◇◇◇環境問題が産業活動に与えるインパクト◇◇◇

－脱成長コンプレックスのゲシュタルト社会へ－
産業活動が基本的に自然に依存している限り、産業活動は資源・エ

ネルギー制約や環境制約を免れることはできない。「もっともっと」の
経済成長は「無限の資源・エネルギーと劣化しない地球」を前提とし
ており、その結果として、過度のストレスを地球に与えてきた。いわ
ゆる「大量生産･大量消費･大量廃棄」の使い捨て構造になる地球と共
生しない産業活動はこれらの制約によって長続きするものではない。
夥しい浪費のなかに沈み行く美しい帆船＝それが我々の地球に外なら
ない。ここから、「持続可能な成長」への転換が求められる。このこと
は、量的側面にあっては、資源・エネルギーや環境が産業活動の制約
となることを示しているが、構造的・質的側面にあっては、産業構造
の転換こそが、ビジネス･チャンスを拡大することを示している。
地球が与えた「自然資本」というストックを食いつぶし、元本割れ

をするような運用をするのではなく、ストックを維持し、更なる投資
によって元本を増やす運用をすることが、持続可能な経済の途であり、
「自然資本」主義への途である。このような自然資本主義への途はa自
然資本（資源・エネルギー）の生産性の向上（環境効率）、s生産シス
テムのクローズド化（循環ループの構築）、d脱物質化（サービス化）、
f自然資本への投資（自然資本ストックの増大）といった戦略によっ
て可能となる。要は、地球へのストレスをかけない（予防的政策）、ス
トレスを取り除く（治療的政策）産業活動の展開と環境技術のブレイ
クスルー（クリーン環境技術）こそビジネスチャンスとなるのである。
ものが売れなければ経済が失速するという成長コンプレックスない

し脅迫観念から逃れて、ＧＮＰないしＧＤＰとごみや汚染物質との相
関関係をいかに断ち切るかが２０世紀型の経済から２１世紀型の経済への
脱皮に課せられた課題であり、有機的成長(質的成長)の模索でもある。
Ｆ．Ｇ．ヴィンターはこのような来るべき社会を「成長コンプレック
スを克服することによるゲシュタルト社会」と呼んでいる。

大阪府立産業開発研究所　顧問　郡嶌　孝
同志社大学経済学部教授
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「第２章　大阪産業の環境に配慮した活動の展開」のフロー図�
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（環境に配慮した企業活動とは）

大阪では、１９６０年代以降に顕著となった大気汚染や水質汚濁､土壌汚染、

騒音､悪臭などの公害問題への対策からその排出に際しては厳しい規制が

設けられ、府内製造業は様々な規制に基づく形で生産活動を行ってきた。

近年、環境保全の意識が高まるにつれ、公害が発生してから対応するので

はなく、企業活動そのものにおいて環境への負荷を低減するような取り組

みが必要になっている。そこで、この章では、大阪府立産業開発研究所が

実施した２つの調査を基に、大阪産業における環境に配慮した活動につい

てみることにしよう。

一言で環境に配慮した企業活動といっても、その内容は非常に幅広いも

のとなろう。そこで以下の議論では、製造業においては「環境に配慮した

製品」にポイントを絞り、その製造・加工を「環境に配慮した企業活動」

と捉えることにする。同様に、非製造業においても環境に配慮した製品の

流通や販売、さらに環境に配慮したサービスの提供を環境に配慮した企業

活動とみていくが、こうした様々な業種における環境に配慮した製品の取

り扱いは、広い意味での「環境ビジネス」ということになろう。

そして、環境に配慮した企業活動をはじめ社内外での環境啓発活動（シ

ンポジウム等）や環境教育、環境保全のＰＲ活動など、広い意味での環境

問題への取り組みを「環境保全活動」と呼んでいる。なお、「環境に配慮

した製品」（あるいは環境配慮製品）については、後で詳しく定義を行う

ことにする。

（新たな環境保全活動の動き）

先ほど説明したような環境に配慮した企業活動を含む、広義の環境保全
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第１節　製造業における環境に配慮した活動の実態

１．製造業における環境に配慮した活動の取り組み状況



活動を現在行っていないという企業は、たかだか１割にも満たない（第

Ⅰ－２－１（ａ）図）。このことは、府内の製造業の大半が何らかの環境

保全に関わりながら、生産活動をしていることを示すものである。
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現在実施している環境保全活動を、大きく２段階に区分した上で子細に

みると、まず、第１段階として「排出規制対策」「産業廃棄物処理」「省エ

ネルギー」に代表される、規制に追随したあるいは問題発生後に対応する

受動的な環境保全活動がある。

大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、悪臭、振動といった公害の発生

源となるものは、法律や条例などの定めにより一定の基準以下に排出を抑

制しなければならない。公害の発生が顕著となった高度経済成長以降にお

ける排出規制の強化や、石油ショック後の省エネルギー対策の普及がこう

した取り組みを積極的にさせたと考えられるが、これまで企業経営にとっ

ての制約条件としてネガティブに捉えられてきた。

第２段階は、災害や事故などの問題が発生した場合のリスクを想定し、

事前にその環境リスクを低減するような活動や、環境に配慮した企業とし

てのより積極的な活動である。項目でみると「事業所の廃棄物削減、分別

廃棄」「環境に配慮した製品の製造加工」が該当し、特定の企業や地域に

限ることなく全ての製造業で取り組むことのできる活動として多くの企業

で実施されている。

こうした活動が盛んになっていることは、以降でも述べるように、従来

の限定された地域における公害防止型の環境対策から、地域の環境保全を

ベースにより広域的な視点で環境負荷を低減するという新しい環境対策へ

の転換を迫られていることを意味するのではなかろうか。

しかしながら、第２段階に含まれる活動のうち「環境に配慮した文具、

オフィス用品等の購入」「環境に配慮した資材・機器等の購入」といった

グリーン購入（環境への負荷ができるだけ少ない製品やサービスを優先的

に選んで購入すること）や、「ＩＳＯ１４００１の認証取得」「自主的な環

境管理システムの導入」「環境庁（現、環境省）の環境活動評価プログラ

ムへの参加」のような環境管理に関する項目については、依然として取り

組みが遅れている。「環境報告書の公表」「環境会計の導入」といった環境

活動に関わる情報公開についても同様である。
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（大企業の取り組みが目立つ）

このように、大きな潮流としてグローバルな環境保全活動という方向性

はうかがえるものの、個別に活動内容を精査するとまだ十分に浸透してい

るとはいいがたい。

規模別にみると、総じて中小企業での取り組みが遅れていることがわか

る（第Ⅰ－２－１（b）図）。とりわけ、大企業のＩＳＯ１４００１の認証

取得（取得に向けて作業中の場合を含む）は６割以上であるのに対して、

中小企業ではわずか１割にも達していない。同様に、自社独自の環境管理

システムや環境庁（現、環境省）の環境活動評価プログラムの導入につい

ても、大企業と中小企業では６～７倍の開きがある。また、製造業全体と

して現在それほど取り組みが進んではいない環境報告書の公表や環境会計

の導入といった項目でも、大企業が圧倒的に進んでいる。
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以上のことから、大阪の製造業における環境保全活動への取り組みは、

従来の限定的なものからより広域的で多様なものへと変貌しつつあるが、

環境保全のための環境負荷の低減というより高次の目標を目指す上で、更

なる活動の普及が望まれる。

そうした変化の中で、積極的に取り組みを進める大企業とは対照的に、

取り組みが遅れている中小企業をいかにサポートしていくかが今後の課題

となろう。

ちなみに、大阪府水道部の村野浄水場では、平成１１年に水道事業者で初

めてＩＳＯ１４００１を取得するとともに、翌１２年には環境会計を導入し

た報告書を発表するなど、これまで取り組んできた環境保全活動を広く府

民に紹介している。このように、行政が環境保全活動への積極的な姿勢を

示すことは、企業や府民に対する環境保全活動の普及啓発につながると考

えられる。

（トップダウン方式が有効）

では、何を契機にして企業は様々な環境保全活動に取り組んでいるのだ

ろうか。現在最も注力している環境活動に限ってみると、「経営者の方針」

によって取り組み始めたとする企業が過半数を超え、「社会的責務や貢献」

も半数近くを占めている（第Ⅰ－２－２図）。組織が一体となって取り組

まなければならない環境保全活動においては、ボトムアップよりもトップ

ダウン方式が社員の意識改革や統一が容易であり、社内の管理体制をスム

ーズに構築することができると考えられる。これらに続いて「法的規制の

クリア」「納入先の意向」となるが、回答割合はそれほど高くない。しか

し、積極的に環境保全活動を行っている大企業の中には、取引先の企業に

対して環境保全活動の取り組み状況を把握し、その姿勢を評価する動きも

出てきており、今後ますますそうした傾向が強まるとともに、取引先企業

における取り組み姿勢が取引関係に大きく影響するであろうことは容易に

想像できる。こうしたことから、納入先である大企業の意向をきっかけに

環境保全活動に取り組み始める企業が増加するものと思われる。
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環境保全活動に取り組んだ結果として環境負荷を低減することはもちろ

んのこと、社会的信用の向上や社員の意識改革を実現することができたと

いう企業は多い（第Ⅰ－２－３図）。このほか、コストダウンや取引先と

の関係強化に寄与したとの評価もある。節電などの省エネルギーや省資源、

事務用紙や段ボールなどのリユース・リサイクルの類いは、日常の企業活

動の中でも全社的に意識を統一させることによって取り組むことのできる

内容である。さらに意識レベルが高まれば、製品の設計や製造・加工にま

で活動を深めることになろう。そうした日々の積み重ねが定着することに

よって、コストダウンといった生産効率の改善や、社会的信用の向上とそ

れに伴う取引先との関係強化などの成果がもたらされるのである。



このように、環境保全活動によって環境と企業の双方にメリットが生ま

れるような取り組みが望ましいが、中には「特にメリットはない」とする

企業も１割程度存在している。後でも詳しく述べるように、環境に与える

負荷をできるだけ少なくするためには設備・機器の新規導入や補修・改造

などの金銭的な負担を伴う場合が多いことから、環境保全活動に取り組む

上でコスト面の負担を問題とする企業が大半を占めている（第Ⅰ－２－４

図）。このことは、「環境保全活動に取り組むメリットがない」直接の理由

ではないが、中小企業が環境保全活動に取り組むか否かを決断する重要な

ポイントになるのではなかろうか。続いて、「効果が分かりにくい」「技術

やノウハウがない」「人材がいない」となるが、技術やノウハウ、人材、

時間などの面で制約の多い中小企業にとって、コスト負担と成果とのアン

バランスは環境保全活動への取り組みを遅らせる原因になりかねない。
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さらに、環境保全活動に取り組む上で「税制上の優遇」や「技術開発や

販促等に関する補助金」といった資金面のサポートを強く求めており、特

に中小企業では「技術開発の相談・指導」「技術開発のための人材派遣」

などの資金面以外のサポートを望む声も多い（第Ⅰ－２－５図）。
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以上のことから、中小企業を取り巻く環境は経営資源の不足など様々な

制約があるものの、規模の大小にかかわらず環境保全活動に取り組まなけ

ればならない情勢であることは明らかである。したがって、確固たる目標

を持って各企業の事情に則した環境保全活動に取り組むことが肝要である。

（環境に配慮した製品とは）

ここでは、環境保全活動の一つである環境に配慮した製品の製造・加工

について詳しくみていくことにしよう。それにはまず、環境に配慮した製

品とは何かを定義する必要があろう。環境に配慮した製品については、学

識者や企業により様々な捉え方をしているが、ここでは環境への負荷が少

ない製品やサービスの優先的購入を進める消費者・企業・行政の全国ネッ

トワークであるグリーン購入ネットワーク（ＧＰＮ）の「グリーン購入基

本原則」を参考にしている。さらに、ヒアリング調査などを通じて府内で

活動している多数の企業の取り組み実態も考慮しながら、本白書では以下

のように定義した。

①素材や添加剤などに有害物質を使用しない、または使用量を削減する

（例）・有害重金属（カドミウム、水銀等）を含まない電池

・無鉛はんだの使用、塩素無添加の切削液の使用

・重金属系（クロム、鉛等）顔料を使用しない塗料、など

②原材料にリサイクル素材や再使用された部品を利用する

（例）・ペットボトルを原料にした衣料品（シャツ、スーツ等）

・古紙を原料にした製品（ＯＡ用紙、ティッシュペーパー等）

・ゴミの焼却灰を骨材に利用したコンクリートブロック、など

③製造時に有害物質が発生しない、または発生が少ない

（例）・非溶剤系（水系など）塗料を用いた製品

・エコインク（大豆を原料にしたインク）を用いた印刷物

・漂白工程で化学薬品の使用を抑えたタオル製品、など
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④製造時に廃棄物（素材廃材、梱包材、容器など）の排出が少ない

（例）・段ボールシート製の緩衝材を使用した製品

・製造時に発生する切れ端を再生原料にした製品（ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品等）

・簡易包装の製品（包装の廃止、削減、リユース）、など

⑤使用時に有害物質が発生しない、または発生が少ない

（例）・天然ガス自動車、ハイブリッド自動車

・ダイオキシン類の発生が少ない焼却炉

・ホルムアルデヒドの放出が少ない家具、など

⑥使用時のエネルギー消費量が少ない（省エネルギー設計）

（例）・省エネルギー設計の製品（家電製品、産業機械等）

・太陽光発電を利用した製品（電卓、時計、住宅等）、など

⑦部品交換や修理等が容易で、長期利用が可能である

（例）・部品が標準化されたオフィス家具

・部品の長期保有など、アフターサービスが充実した製品

・マイコン管理で異常を認識できる冷蔵庫、など

⑧再使用（リユース）しやすい構造である

（例）・部品に統一素材を用いた製品（自動車バンパー、等）

・形状や素材を統一した容器（ペットボトル、瓶等）

⑨解体、分解が容易で、リサイクルしやすい

（例）・部品点数の削減や素材の種類を統合した製品（自動車、家電製

品等）

・アルミニウムやマグネシウムを用いた製品（家電製品、携帯電

話等）

⑩廃棄の際に有害物質を残さない

（例）・生分解性製品（プラスチック、レジ袋、切削液など）

・古紙を原料にした緩衝材（パルプモールド）

・燃焼時に有害ガスを発生しない難燃性樹脂、など

「環境に配慮した製品の製造・加工」とは、以上の条件を満たすような
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製品、あるいはこうした製品を材料や添加剤に使用した製品の製造・加工

と考える。例えば、無鉛はんだの製造は環境に配慮した製品の製造・加工

であるが、そのはんだを使用した家電製品の製造・加工も環境に配慮して

いると捉えるわけである。

今後のものづくりにおいては、単なる製造コストの削減だけでなく、資

源の採取から製造・流通・使用・廃棄・リサイクルといった製品のライフ

サイクル全体で環境に与える負荷を評価することが求められる。このよう

な考え方はライフサイクルアセスメント（ＬＣＡ）と呼ばれるが、環境に

配慮した製品の製造・加工を含め、ゼロ・エミッション（廃棄物を一切出

さない）型産業構造への転換は、２１世紀を迎えた人類が生き残るための社

会全体の目標でもある。

（環境配慮の意識は強い）

では、大阪府内にはどれくらいの企業がこのような環境に配慮した製品

の製造・加工を行っているのだろうか。調査によると、おおよそ半数近く

の企業が取り組んでいる（前掲第Ⅰ－２－１（ａ）図）。この割合は、何

らかの形で環境を意識しながら製造や加工に携わっている企業の存在を示

すものである。それらの企業の売上高全体に占める環境に配慮した製品の

割合をみると、３割に満たないという回答が最も多くなっている（第Ⅰ－

２－６図）。しかしながら、今後売上高に占める割合を「増やす」という

回答が従業者５０人以上の企業では８割近くに、４９人以下の企業でも７割近

くに達しており（第Ⅰ－２－７図）、小規模であっても環境に配慮したも

のづくりに対する意識が低いわけではないことがわかる。
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（リユースや長期利用への対応が課題）

府内の製造業が製造・加工している環境に配慮した製品は、「使用時に

有害物質が発生しない、または発生が少ない」「廃棄の際に有害物質を残

さない」「素材や添加剤などに有害物質を使用しない、または使用量を削

減する」「原材料にリサイクル素材や再使用された部品を利用する」など

の特徴を持つ製品が中心である（第Ⅰ－２－８図）。例えば、ホルムアル

デヒドの発生が少ない住宅内装家具や焼却時に有害ガスを発生する塩化ビ

ニールを使わない包装容器、あるいは古紙やペットボトルを原料にした製

品などは上に挙げた観点によるものづくりのケースであり、最近次第に普
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及しつつある。

一方、「再使用（リユース）しやすい構造である」あるいは「部品交換

や修理等が容易で、長期利用が可能である」製品は、家電など一部の分野

で開発が進みつつあるものの、ここ数年の間に市場が急速に成長したパソ

コンや携帯電話などの情報・通信機器の分野では、大企業が部品のリユー

スに取り組み始めた程度であり、それほど普及していない。情報・通信分

野は技術革新が著しく、他分野の製品に比べて商品サイクルが短いことが

一因であるが、普及した製品が将来確実に廃棄されることを考えると、大

量生産・大量消費・大量廃棄システムから、長期使用や製品の回収、再使

用を含めた循環型社会システムへの転換が急務となっている。

（環境配慮と生産コストの削減）

環境に配慮したものづくりには、やはり従来の方法を変更する必要性が

生じると考えられる。第Ⅰ－２－８図で示したような製品を製造・加工す

るために、設計段階において従来使用していた素材や添加剤を変更する企

業が多いようである（第Ⅰ－２－９図）。なお、「製品や部品の小型化・薄

－57－
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型化」「部品の規格化」「部品点数を削減」などに比べて、環境への配慮と

いう販売先に対する訴求力が最も大きいのかもしれない。

設計段階での変更は当然、製造や加工方法を変えることにもなる。具体

的にみると「設備を改善・変更」する企業が多く、ほかにも「素材やエネ

ルギーの使用量を削減」や「素材の歩留まりを向上」「製造・加工工程数

を削減」などのように、環境への配慮と同時に生産コストの削減にも寄与

する取り組みも含まれている（第Ⅰ－２－１０図）。

－58－ 第２章　大阪産業の環境に配慮した活動の展開

68. 3

25. 9

15. 4

14. 9

8. 7

6. 0

5. 6

素材・添加剤�
等を変更�

製品や部品の�
小型化・薄型化�

部品の規格化�

部品点数を�
削減�

部品交換を�
簡素化�

製品モデル数�
の削減�

その他�

第Ⅰ－２－９図　環境に配慮した製品の設計上の変更点�

資料：大阪府立産業開発研究所「製造業の環境対策への取り組みに関する調査」�
         （平成12年11月実施）。�
（注）複数回答。�

800 20 40 60 （％）�



〔多面的な環境保全活動を行うａ社のケース〕

ａ社はエレベータや自動券売機などの制御ボタンをはじめ、機械に動

作を覚えさせる制御システムや物体の形状や材質等を計測・認識する機

器等を扱うメーカーである。

平成１１年に発売された省エネルギー型の発光ダイオード表示灯は、消

費電力が従来の６分の１であるが、白熱球と同程度の明るさがある。白

熱球に比べて価格は約４倍高いが、寿命は２０倍以上長持ちすることから、

当製品の普及が省エネルギーに大きく貢献するとみている。

素材の統一や設計の変更もみられ、例えば、プラスチック樹脂に雌ね

じを埋め込む成形から、成形後にナットをはめ込む設計にして廃棄時の

分別回収を容易にする、あるいは外見上必要のない部品の裏側の塗装を

省くことでリサイクルをしやすくしている。

このほか、プラスチックの射出成形時に発生するスプル・ランナー

（樹脂の端材）の再資源化や、無鉛はんだによるプリント基盤の試作も手

掛けている。無鉛はんだについては、基盤の温度上昇や酸化といった技

術的な課題があるため、２、３年後の導入を予定している。
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ａ社では、ＩＳＯ１４００１の取得も契機となり、こうした幅広い環

境に配慮したものづくりの姿勢が培われたとみている。

なお、環境に配慮したものづくりをするために新しい技術を導入するケ

ースも少なからずあるが、こうした技術に対するニーズは３章で詳しく述

べるように、新しい環境ビジネスを誕生させる原動力となりうる。

このように、これまでのものづくりのあり方を見つめ直すことによって

環境に配慮した製品が生み出されるとともに、一部では取引関係において

販売先や仕入先を変更するといったケースもみられる（第Ⅰ－２－１１図）。
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（製品コストの上昇がネック）

ところで、製造業が環境に配慮した製品の開発や製造・加工に取り組も

うと考える際に、様々な支障に遭遇することも多いだろう。中にはそうし

た課題を解決できずに断念する企業があるかもしれない。調査によると、

開発や製造・加工を困難にする理由として製品コストの上昇を挙げる回答

が、規模の大小に関わらず６割以上を占めている（第Ⅰ－２－１２図）。こ

のほか、研究開発のための資金や時間を指摘する企業も多い。

（既存製品に対する優位性が重要）

製品コストの上昇など様々な困難を乗り越えて作られた製品の売れ行き

を経常損益別にみると、「好調」と「まずまず」を合わせた割合が「黒字

基調」の企業ほど多くなるのに対して、「赤字基調」の企業ほど「あまり

売れていない」とする割合が高くなっている（第Ⅰ－２－１３図）。
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では、環境に配慮した製品の売れ行きの理由を「黒字基調」と「赤字基

調」の企業で比較してみよう。双方とも「既存製品より価格が高い」との

回答が最も多くなっているが、「黒字基調」企業では「商品がユニークで

話題性がある」「品質・デザインがよい」が続いている（第Ⅰ－２－１４図）。
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         （平成12年11月実施）。�
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         （平成12年11月実施）。�
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一方、「赤字基調」企業では、「商品の斬新さや話題性が乏しい」「官公庁

の購入が少ない」と対照的な意見である。そして、こうした売れ行きの背

景を認識しながら、各企業は「消費者の理解」や「製品ＰＲの方法」「販

売先とのコスト分担」などを課題として販売促進に努力している（第Ⅰ－

２－１５図）。
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〔先行して環境配慮製品を開発するｂ社のケース〕

研削油や切削油、防錆油、洗浄剤などの金属工作油剤メーカーである

ｂ社（従業者数３０人）では、早くから単価、利益率がともに高い水溶性

切削液を扱っており、現在自社で生産する切削液の７０％以上を占めてい

る。

４、５年前から販売された、ダイオキシン類の発生源となる塩素を含

まない切削液・切削油は、使用時に混入した油が上部に浮くとともに、

切粉が沈殿するしくみになっており、長期間の使用が可能である。

社内からの提案により、３年前から動植物性の油をベースにした生分

解性切削油も手掛けている。多くのユーザーは工場内で切削油を使用す

るため、環境配慮の意識は低いものの、ＩＳＯ１４００１の普及によっ

て市場は拡大するとみており、製品のＰＲに注力するという。

水溶性切削液は腐りやすいため、交換や処理のコストが高いという問

題がある。そこで、廃水処理コストを削減しつつ環境負荷も低減する、

低ＢＯＤ（生物化学的酸素要求量）製品を開発している。

「ライバル企業に出遅れることは自社の存亡に関わる」という危機意

識が、ｂ社のこうした積極的な取り組みにつながっている。

既に述べた、開発や製造・加工を困難にする理由を踏まえながらこの結

果をみると、環境に配慮したものづくりでは生産コストの削減が早急に解

決しなければならない課題といえよう。そのためには、原材料の調達から

製品の販売に至るまで、従来のモノの流れを変えなければならないが、第

Ⅰ－２－１５図にみられるように、中小企業では大企業に比べて販路開拓や

ブランド力の不足に悩む企業が多い。このことは、生産コストの削減と併

せて、機能やデザインなどの面で既存製品にない独自性や優位性を持たせ

る必要があることを示している。つまり、環境配慮をベースにしながら、

消費者の購買意欲を掻き立てるような魅力ある製品開発がものづくりのポ

イントとなる。
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（中小企業の取得は少ない）

環境保全活動の一環として、ＩＳＯ１４０００シリーズへの取り組みが

挙げられる。これは、国際標準化機構（ＩＳＯ：International Organization

for Standardization）による環境管理や監査に関する規格の総称であり、①

環境管理システム、②環境監査、③環境ラベル、④ライフサイクルアセス

メント、⑤環境パフォーマンス、⑥用語と定義の規格からなる。そのうち、

ＩＳＯ１４００１は環境管理システム（ＥＭＳ：Env i r onmen t a l

Management System）、すなわち、企業や団体などの組織が行動する際に、

環境に対する負荷を軽減する活動を継続して実施するための仕組みを規定

したものである。ＥＭＳは、環境保全のための環境方針や目標の設定

（Plan）、環境方針・目標の実施及び運用（Do）、実施状況の点検・是正

（Check）、不都合があった場合の方針・目標の見直し（Act）、計画の再度

設定という一種の経営管理の手法である（ＰＤＣＡサイクル）。

調査によると、「経営者の方針」「社会的責務や貢献」「納入先の意向」

などをきっかけに現在、ＩＳＯ１４００１の認証を取得した企業は、大企

業で４割を超えているのに対して、中小企業では取得に向けて作業を進行

している企業を含めても１割に満たない（第Ⅰ－２－１６図、１７図）。また、

ＩＳＯ１４００１の認証取得の実施体制は、全社的な専門組織を設置する

ケースが多く、規模別にみると、大企業では社員を本来業務と兼任させた

体制が、中小企業では外部の専門家と協力する体制が特徴である（第Ⅰ－

２－１８図）。
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３．ＩＳＯ１４００１の取得について

生物化学的酸素要求量（Biochemical Oxygen Demand）
好気性バクテリアが、水中の有機物を酸化分解するのに必要な酸素量のことで、

水質汚濁の指標の１つ。通常、２０℃において５日間に消費する量を、ｐｐｍまたは
ｍｇ/ｌで示す。化学的酸素要求量（ＣＯＤ）が海域や湖沼で用いられるのに対し、
ＢＯＤは河川の汚濁指標として用いられる。
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（経営戦略としての期待が大きい）

ＩＳＯ１４００１の認証を取得した現在のメリットとして、「環境負荷

の低減」「社会的信用の向上」「社員の意識改革」「社内管理体制の強化」

などの項目が挙げられている（第Ⅰ－２－１９図）。環境管理システムの構

築は、組織の責任体制や業務体制を明確にし、業務を文書化することによ

って業務の体系化を図ることができるなど、環境負荷の低減と同時に従来

のシステムや意識の改善につながるわけである。
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〔ＩＳＯ９００１と１４００１の両方を取得したｃ社のケース〕

毛織物やニット生地、紡毛メリヤス糸など紡績・織り・仕上げまでを

一貫生産するｃ社（従業者数１５０人）は、平成１０年にＩＳＯ９００１（品

質管理の国際規格）を、翌１１年に１４００１を取得した。

ＩＳＯ１４００１の取得効果として、電力冷房から夏期料金の安いガ

ス冷房への転換や、白熱球あるいは従来型の蛍光灯から省エネルギー型

蛍光灯への切り換え、契約電力の変更などにより大幅なコスト削減を実

現した。

代替エネルギーでは、工場の屋上に設置した４台の風力発電機で発電

した電力を工場の自動シャッターの運転に、また、太陽光発電を用いて

ニット工場内の省エネルギー型蛍光灯５０灯に利用している。さらに、本

年３月からＮＥＤＯ（新エネルギー産業技術総合開発機構）と太陽光発

電の共同研究も開始した。

このほか、工場で発生した毛くずは製紙会社を通じて屋根のルーフィ

ング（防水材）に、裁ちくず・切れ端は福祉施設や共同作業所などでぬ

いぐるみの原料に、梱包材の麻袋は緑化マットにリサイクルされている。

ＩＳＯ１４００１の取得には、本での独学に加えて府や大阪府中小企

業支援センター、消防署などに足を運び、法律や契約電力に関する様々

なアドバイスを受けたが、成功事例の情報やコスト計算に関するアドバ

イスが得られる拠点が欲しいと感じている。

さらに、ＩＳＯ１４００１の認証取得によって環境に配慮した企業であ

ることを国際的に、かつ客観的に示すことができるのもメリットである。

今後と現在の回答割合の差をみると、「取引先の新規開拓」「取引先との関

係強化」「売上の増加」「経営効率の改善」のように、今後は企業の競争力

を向上させる戦略としての期待が大きいことをうかがわせる（第Ⅰ－２－２０

図）。
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しかし一方で、ＩＳＯ１４００１の取得は、コンサルティング料や設備

の導入・改善など資金面で相当の負担を強いられるため、実際、取得コス

トの負担や人材、技術・ノウハウの不足といった問題を解決できずにＩＳ

Ｏ１４００１を取得していない、あるいは取得できない中小企業も多い

（第Ⅰ－２－２１図）。
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最近では大企業を中心に、取引先企業に対する環境保全活動の評価やＩ

ＳＯ１４００１の取得指導という動きが広がっており、環境保全活動に対

応できない企業は今後取引から排除される恐れもある。したがって、「経

営資源の制約」と「納入先の意向」の中で、中小企業がＩＳＯ１４００１

の認証を取得できる状況を整備することが緊急の課題となろう。

環境省は、中小を含む幅広い事業者の環境保全活動の促進を目的として、

平成８年に「環境活動評価プログラム」を策定した。これは、事業活動に

伴う環境負荷の状況と環境保全活動の状況を自己評価する手法を示すとと

もに、その結果を基にした環境行動計画づくりの方法を示したものである。

同プログラムの普及を通じて、ＩＳＯ１４００１の認証取得が困難な企業

における環境保全活動の大きなきっかけとなることが期待される。

実際に活用している例を挙げると、大阪府産業廃棄物協会では大阪環境

カウンセラー協会と共同で、同プログラムをベースに廃棄物処理事業に適

合した独自のマニュアルを作成した。環境負荷などを手軽に自己診断でき

るだけでなく、同プログラムへの参加企業として環境省への登録を促進す
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る研修と合わせて事業者を支援している。

このほか企業レベルでも、関西の大手電子機器メーカーが同プログラム

を参考にしてグリーン調達ガイドラインを作成するなどの動きがみられる。

〔地域環境への配慮を優先するｄ社のケース〕

ｄ社（従業者数１２０人）は、精密旋盤用ねじや産業用機械部品、自動車

部品、作業工具等を扱うメーカーである。

金属加工は製造段階における大量のエネルギー消費や大気汚染、加工

時に発生する金属くず・廃液など、環境に様々な負荷を与えているとの

イメージが強く、工場の周辺環境を含めて環境に配慮したものづくりを

しないと経営の継続は困難との判断から、平成１１年にＩＳＯ１４００１

の取得に着手した。

その前に取得していたＩＳＯ９００１では、内部監査制度を通じて互

いの仕事に興味を持つなど、部門間の垣根を越えた組織づくりが図れた

こともあり、ＩＳＯ１４００１はほぼ１年で取得できた。

コストの大半は工場の設備の回収や改良に費やされたが、今後は製品開

発において必要な設備や技術を全て内製化するのではなく、東大阪市など

に集積する企業を活用しながら「持たざる経営」を目指そうとしている。

（注）２章以下で用いたアンケート調査は次の通りである。

○大阪府立産業開発研究所「製造業の環境対策への取組に関する調査」

平成１２年１１月実施。

対象：大阪府内に本社が立地する従業者数２０人以上の製造業。

調査票発送数と有効回答数：５，１８０社中

１，４７１社（有効回答率２８．４％）。

○大阪府立産業開発研究所「卸売業の環境対策への取組に関する調査」

平成１２年１１月実施。

対象：大阪府内に本社が立地する従業者数１０人以上の卸売業。

調査票発送数と有効回答数：２，８６９社中

８８５社（有効回答率３０．８％）。
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◇◇◇企業経営と環境問題◇◇◇

環境マネジメントシステム規格ＩＳＯ１４００１は１９９６年１０月の施
行と同時に、第三者機関による審査登録制度がスタートした。我が国
の審査登録（認証取得）件数は４，５００件を超え、現在も月間３００件のハ
イペースで増加の一途をたどっている。「地球環境の破壊から共生」へ
向けての循環型社会形成の潮流。企業経営にとって環境問題は避けて
は通れない大きな課題といえる。当社もいち早くこれに取り組み、１９９６
年１２月の主力工場をスタートに現在５つの事業所で認証を取得、環境
管理活動に取り組んでいる。各事業所の見学者から「認証取得やシス
テムの維持に大変な手間と費用がかかるのでは？コツのようなものが
あれば教えて欲しい。」とよく訊かれる。
「コツ」らしきものなど無いが、しいてあげれば次の２点であろう。

①経営者自らが遵法経営を実践すること。
②現場での「５Ｓ活動」と「小集団活動」を強力に推進させること。
前者についていえば、ざっと５０はある環境関連法の中から自社（事

業所）が適用をうけるものを特定し、その内容を常に最新版に維持し
ながら遵守していくシステムを社（事業所）内に確立すること。
そのためには遵法経営に対する経営者の確固たる姿勢が必要である。
後者についていえば、代表的なものは廃棄物の減量化。分別収集による
有用物の再利用、再資源化。これには「５Ｓ活動」と「小集団活動によ
る問題解決」など現場の一人ひとりの知恵と力が必要不可欠である。
ＩＳＯ１４００１による環境管理活動を一言でいうと「『遵法経営』

と『環境負荷の継続的な低減』のシステマチックな実践」。つまり、お
なじみの「Plan→Do→Check→Act（マネジメントサイクル）」を経営
層から現場の一人ひとりまで組織の全ての階層にわたって実践してい
くことになるのである。このような全員参加のマネジメントによって
「コスト削減」や「リスク管理」は可能になる。近年、新聞紙上をにぎ
わした「雪印の集団食中毒」「三菱自動車のリコール」「ＪＣＯの臨界
事故」はそれができずに大手企業が危機に瀕した典型的なケースであ
ることは皆様が十分にご承知のことであろう。

大阪府立産業開発研究所　顧問　島崎　清
タバイエスペック株式会社　取締役社長
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第２節と３節では非製造業における環境に配慮した活動をみる。本節で

はアンケート調査を実施した卸売業について、次節ではヒアリング調査を中

心とした小売業、サービス業、建設業、運輸業についてそれぞれみていく。

（卸売業にとっての環境）

前節でみた製造業と比べ、卸売業は製造の手段を直接、持たないことも

あり、事業活動に伴う環境への負荷が間接的で小さく、環境に配慮した活

動を重要な戦略と位置づける企業は少ない。

ただ、販売先（消費財では主に小売業、生産財では主に製造業）や仕入

先（主に製造業）が環境保全に配慮した活動を迫られ、一部では環境への

対応を尺度にして親企業から選別されるという状況にあるなかで、自らも

環境対応に取り組むとともに、これら取引先の環境配慮活動を支援し、啓

発していくことが結果として市場で優位に立ち、自社の競争力を高めるこ

とになる。このように卸売業はその事業を通じて取引先を含む他産業の環

境への負荷を低減させてゆくことが期待されている。

（企業経営における環境の位置づけ）

卸売業は自社の企業経営において環境への取り組みをどのように位置づ

けているかをみると、全体として、「経費削減に結びつく活動（省エネル

ギー、物流の効率化など）や、法規制への対応」と位置づける企業が高い

割合を占めている。

ただ、規模による環境意識の違いはみられており、小規模企業では、環

境への取り組みは「自社の事業活動からみて不必要」「営業戦略ではなく

社会貢献」と考える企業が多いのに対して、上位規模企業ほど、「取り組

みの重要性を認識し、そのレベルを順次、向上させ、営業戦略として事業

活動に活用する」という企業が多い（第Ⅰ－２－２２図）。
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第２節　卸売業における環境に配慮した活動の展開

１．卸売業における環境に配慮した活動



（環境に配慮した企業活動は大企業で進む）

環境に配慮した企業活動をＩＳＯ１４００１の取得から省エネルギーな

どの経費削減や、廃棄物削減・ゴミの分別廃棄まで幅広く捉えた場合、ほ

とんどの企業はなんらかの対応を行っており、概して中小企業より大企業

の方が前向きに取り組んでいる（第Ⅰ－２－２３図）。
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卸売業の環境配慮活動では取扱商品の内容がまず注目されるが、中小企

業では４０％の企業が「環境に配慮した商品の仕入れ」に努め、１５％の企業

が「環境に配慮した商品の企画・開発」を行っている。なお、大企業では

それぞれ４７％、３１％となり、中小企業より高い割合を示している。今回の

調査では、「環境に配慮した商品」をリサイクルの容易さ、低公害材料の

使用、省エネルギー設計、修理の容易さ、など幅広く捉えたために全体と

して高い割合が得られている。

扱い商品以外の取り組みをみると、「事業所内の消費電力の削減」「廃棄

物の削減・ゴミの分別」「物流の効率化」が高い割合を占め、「社内使用備

品のグリーン購入」「梱包材や容器の変化」と続いている。電力の削減な

ど経費節約に結びついた取り組みは規模とあまり関係なく、過半数の企業

で行われているが、備品のグリーン購入など環境に配慮した取り組みとな
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ると、その割合はやや低下し、また、規模による差もみられる。

（扱われている環境配慮商品は多種多様）

今回のアンケート調査で環境に配慮した商品の捉え方は各社各様である

が、その商品例をみたのが第Ⅰ－２－２４図である。
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繊維・衣服ではペットボトル再生繊維やユニフォームのリサイクルがあ

げられ、製品を消費者または最終ユーザーに送る動脈産業に関連して、使

用済み商品の回収・再生という静脈産業の事業にも取り組む例がみられる。

このほか、穀物繊維の生地、天然糊による整経加工をしたタオル、無農

薬・有機栽培の綿花よりつくられたＴシャツなどの扱いにより市場を啓発

する企業もある。化学関連や包装容器では土に戻る生分解性プラスチック、

焼却しても有毒ガスが発生しないオレフィン系樹脂（塩化ビニールはダイ

オキシン類が発生）が挙げられる。また、建材ではシックハウスに対応し

てホルムアルデヒドの接着剤を含まない合板、珪藻壁（プランクトンの死

骸が水底に積もった泥土による壁で断熱性、調湿性、脱臭性に優れる）と

いった例があり、身の回り品・その他雑貨では創意工夫を凝らした様々な

環境配慮商品に取り組んでいる様子がうかがえる。

以上のような、環境配慮商品を販売することは、広い意味では次章で扱

う環境ビジネスと捉えることができるが、本白書では従来からの取扱商品

について、天然素材や生分解性素材を使用した商品などに変更するのは環

境に配慮した活動として当章で扱い、新規の事業部門として環境分野に進

出する場合を環境ビジネスと捉え、次章で扱う。

（環境配慮商品の売上高割合）

環境配慮商品の売上高の全売上高に占める割合をみると、「１～９％」

とする企業が４６％、「１０～１９％」が２４％となっており、主力商品とはなっ

ていない企業がほとんどである（第Ⅰ－２－２５図）｡
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環境配慮商品は一般に再資源化に要する処理コストの関係で商品価格が

高くなることや、種類が少ない、品質や外観によって用途が限られるなど

の指摘があり、従来商品に比べてその販売は容易ではない。ただ、売上高

は低くてもこうした商品を扱っているという企業姿勢が評価されて企業の

イメージ・アップにつながる場合も多く、同業他社との優位性を図るとい

う営業戦略にも活用されつつある。

（環境配慮活動を通じて自社の優位性を確保）

環境に配慮した企業活動を行う理由で最も多いのは、社会や産業界の動

きであり、次いで、無駄の徹底的排除ができ、自社の経費削減につながる、

社員の意識改善、企業イメージの向上などと続いている（第Ⅰ－２－２６図）。
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各社とも環境に配慮した活動を企業の社会的責任の遂行ととらえている

が、この活動を通じて、業務の効率化、従業者の意識改革、企業イメージ

の向上を図り、市場における優位性を確保しようとしている。

ここで、従来の取扱商品を充実させる上で、健康や環境に配慮した素材

を使用した商品の企画・販売に力を入れている卸売業の事例をみていく。

〔健康や環境に配慮した室内建具を企画・販売するｅ社のケース〕

当社は建築金物・建具の製造卸企業である。近年は高齢者に配慮した

バリアフリー対応の商品を始めとして、快適な居住空間の提案に力を入

れ、開閉しやすい半自動吊り引き戸、冷暖房効果や防音機能を持つ高気

密性ドア下部の隙間をシャットアウトするエアタイト等を開発している。

扱い商品のうち建築金物は自社工場で生産するが、建具は自社開発した

上で、協力工場に生産を委託する。

建具類について、室内ドアや部屋の内装材等の素材は従来、一般に塩

化ビニ－ルのシートが貼られた化粧合板が使われてきたが、接着剤（ホ

ルムアルデヒドが発生）によるシックハウス症候群が指摘され、また、

塩化ビニールのシートは将来、廃棄され、焼却される際にダイオキシン

－81－

46. 6
38. 6
40. 5

29. 2

消費財�

生産財�
25. 7

27. 3
27. 0

26. 0
23. 8

18. 7
20. 9

16. 2
10. 6

6. 4
6. 4
5. 4
6. 4

2. 5
2. 3

50. 4

第Ⅰ－２－２６図　環境に配慮した活動を行うこととなった理由又は背景�

資料：大阪府立産業開発研究所「卸売業の環境対策への取り組みに関する調査」（平成12年11月実施）。�
（注）複数回答。�

0 20 40 60

社会や産業界の動き�

自社の経費削減につながる�

社員の意識改善�

企業イメージの向上�

仕入先からの提案、又は商品売り込み�

販売先からの提案�
�

取引先が同様の環境配慮活動を行う�

親企業の意向�

同業他社も同様の環境配慮活動を行う�

その他�



類が発生する。

同社は従来の接着剤をホルムアルデヒドがほとんどゼロに近い状態に

改良するとともに、塩化ビニールのシートの代わりに強化紙を合板に貼

る技術を導入した。これらによって、人体への影響をなくすばかりでな

く、将来、この商品を取り壊す際にも産業廃棄物とはならず、削片板に

粉砕した後、パーティクルボード（接着剤と熱圧を加え、合成板状にし

たもの）に再生することができる。

これらの商品は建て替えやリニューアルが進んでいる公団住宅等に採

用されており、さらに、民間マンションや地域の医療・福祉施設等にも

普及しつつあるところから、受注は順調に推移している。

（有力仕入先が主要情報収集先）

卸売業が環境に配慮した商品の企画や開発を進める上で幅広い情報収集

が必要となるが、主な収集先は有力取引先である。情報収集力を強化する

方法をみると、「有力仕入先との結びつき強化」をあげる企業が最も多く、

「多くの仕入先と頻繁に接触」と続いている（第Ⅰ－２－２７図）。また、有

力仕入先を見出す上で、「展示会や見本市等への参加」も重視している。
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（環境配慮商品は従来の仕入先からの調達が多い）

環境に配慮した商品の調達先をみると、「従来の仕入先」が約７割を占

めているが、「協力工場に発注」「新たに仕入先を開拓」もそれぞれ約２割

を占めている（第Ⅰ－２－２８図）。従来から取引関係にある仕入先が提案

してきた商品を扱う場合が大半であるが、自社企画品の協力工場への発注

や、環境に配慮した商品を求めつつ仕入先の新規開拓も行われている。

（販売姿勢は生産財でやや前向き）

環境に配慮した商品の販売姿勢をみると、「販売先に提案するが無理な

売り込みはしない」が４～５割を占めて最も多く、「販売先に積極的に提

案し、売り込む」と続いている（第Ⅰ－２－２９図）。
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財別にみると、消費財では主な販売先となる小売店の環境配慮活動が自

主的な場合が多く、無理な売り込みはしていない企業が多いが、生産財で

は親企業（製品納入先）のグリーン調達への対応を迫られる企業に販売す

る例も多いため、積極的に提案し、売り込んでいる例が多い。

（ＩＳＯ１４００１の認証取得は大企業が中心）

企業におけるＩＳＯ１４００１への取り組み姿勢は企業規模との関係が

大きい。「ＩＳＯは取得しない、または、できない」とする企業割合は従

業者１００人以上企業では３割にとどまっているが、５０～９９人規模企業では

５割、２０～４９人規模企業では７割、１９人以下規模企業では８割と、小規模

層ほど高い割合を占めている（第Ⅰ－２－３０図）。このため、「取得に向け

て作業を進行中」「取得を検討中」の回答企業については、上位規模企業

ほど回答割合が高い。

アンケート調査を行った平成１２年１１月現在、回答８８５社のうち、ＩＳＯ

１４００１を「すでに認証取得している」のは１４社（うち従業者９９人以下

の中小企業は4社）、｢取得に向けて作業を進行中｣は３０社（同１７社）である。

これらの企業の特徴をみると、①大企業が中心で、中小企業であっても

－84－ 第２章　大阪産業の環境に配慮した活動の展開

２．卸売業におけるＩＳＯ１４００１の認証取得

0. 3

1. 1

20. 1

78. 6

0. 3

3. 1

27. 7

1. 9

3. 8

43. 3

8. 6

11. 2

45. 7 １9人以下�
20～49人�
50～99人�
100人以上�

51. 0
68. 9

34. 5

第Ⅰ－２－３０図　規模別にみたＩＳＯ１４００１の認証取得�

資料：大阪府立産業開発研究所「卸売業の環境対策への取り組みに関する調査」（平成12年11月実施）。�

0 20 40 60 80

取得しない（できない）�

取得するかどうか検討中�

取得に向けて作業を進行中�

すでに取得している�



総合商社など大企業のグループに属する関連子会社が多いこと、②扱い商

品をみると、各種商品（総合商社）以外では生産財（機械金属、原材料、

半製品など）がほとんどであること、③自ら又は他社と共同で製品開発や

製造に関わる企業が多く、ＩＳＯ取得１４社のうち９社、取得に向けて作業

を進行中の３０社のうち１８社は、自社企画商品を生産する協力工場や自社工

場をもっていること、が挙げられる。

（ＩＳＯ１４００１取得を通じてまず、企業イメージを向上）

ＩＳＯ１４００１の認証取得済企業、取得に向けて作業を進行中または

取得を検討中の企業について、ＩＳＯ１４００１に関心をもつ理由をみる

と、「企業イメージの向上」が５割強を占めて最も多く、「社員の意識改革」

「環境対応は重要な経営戦略となる」「業務改善や経費削減につながる」

「取得しないと事業活動上不利」と続いている（第Ⅰ－２－３１図）。

取引先・同業他社の動きや、事業活動上の必要性に迫られて取り組む企

業もみられるものの、それ以上に社会的信用の裏付け、従業員のモチベー

ション向上、コスト削減を目的として自主的に取り組んでいる企業が多い

といえる。

前項でみた通り、ＩＳＯを取得済みまたは取得に向けて作業中の企業は
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生産活動に関わりをもつ企業が多かったが、ここで、取引先メーカーの環

境配慮活動を支援・指導しつつ、ＩＳＯ９００１と１４００１を同時に取

得した企業の事例をみていく。

〔環境に配慮した事業を展開する商社ｆ社のケース〕

同社はねじ、金属加工品等の機械部品や、建材を中心に幅広い工業製

品を扱う商社である。主な取引先は大手の機械・金属メーカー、その関

連企業、海外企業であることから、従来より品質保証やＩＳＯに強い関

心をもっていた。

環境に配慮した事業活動では当初は納入先（ユーザー）からの相談へ

の対応が中心であったものの、その後は仕入先の環境配慮活動を促した

り、提案をする等、前向きに取り組んでいる。

商品の企画や開発面での最近の例をみると、携帯電話等の筐体（ケー

ス）に以前はプラスチック素材が使用されていたのを、リサイクルしや

すいマグネシウム合金への移行に取り組み、その合金の鋳造方法をメー

カーと共同で開発したことや、一般の樹脂素材を扱うユーザーにはペッ

ト（ポリエチレンテレフタレート）素材の使用を提案していること等、

である。

なお、仕入先や販売先の環境配慮活動を助言したり、支援する上で自

らの事業の環境配慮活動の水準も高める必要があるが、平成１２年２月よ

りＩＳＯの取得に取り組み、１３年２月にはＩＳＯ９００２と１４００１

の認証を同時に取得した。

卸売業においては環境に配慮した商品を扱うことに加えて、商品の輸送

方法や梱包・包装の工夫、情報技術による流通合理化によって環境への負

荷を減らすことも重要である。

（梱包・包装の簡素化と配送頻度の削減）

業種別にみると、「梱包・包装の簡素化が進んでいる」とする企業割合
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が高いのは機械器具、飲食料であり、また、「配送頻度の削減が進んでい

る」とする企業割合が高いのは業種による差は少ないなかで、飲食料がや

や高い割合を示している（第Ⅰ－２－３２図）。

梱包・包装については納入先企業と協調して、通い箱（繰り返し使える）、

紙製梱包材（樹脂素材を使用しない）、内箱の廃止、段ボール箱と一体に

なった緩衝材などの利用が広まっている。また、配送についても、スーパ

ーやコンビニエンス・ストアと取引する企業では流通の効率化を要請され

ており、卸売業～物流センター、物流センター～各店舗の輸送回数は削減

されつつある。

（電子商取引によるペーパーレス化）

以上のような輸送戦略に加えて、情報技術による受発注の効率化（取引

の電子メール化）や在庫の適正化、社内文書の電子媒体による保管・閲覧

も環境負荷を減らす上で重要である。

電子商取引によるペーパーレス化が「進んでいる」とする企業割合は大

企業で３４％、中小企業で２１％を占め、また、収益別では黒字企業で２９％、

赤字企業で１９％という状況である（第Ⅰ－２－３３図）。規模や収益による

差はみられるものの、少なからぬ企業が情報技術の高度化に取り組んでい

るといえる。
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（環境ノウハウの入手は環境先進企業から）

前出の環境配慮活動（第Ⅰ－２－２３図）を進めるにあたり、ノウハウな

どの主要入手先をみると、「取引先で環境先進企業」が最も多く、「所属す

る団体・協同組合」「自社独自で」と続いている（第Ⅰ－２－３４図）。
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一般に環境配慮活動の準備や導入の段階では「所属する団体・協同組合」

「地方自治体」「経営コンサルタント」からノウハウが入手される。その後、

取り組み内容を拡充させ、レベルをさらに高めようとすると、自社の事業

内容や経営形態に基づいた対応が必要となり、取引先や同業者に相談する

場合も多い。その際、グループ企業では親企業やグループ内の先進企業に

大きく依存する例もある。なお、環境への対応を同業他社との優位性を図

るための営業戦略として活用しようとする企業も多く、これら企業では自

社独自の情報収集活動が重要となっている。

（法令や製造業者の動きに注視）

環境に配慮した活動を進める上で重視することをみると、「環境関連の

法律・条例」が最も多く、「製造業者の環境配慮型商品への取組状況」「公

的支援や融資制度」「事業者・消費者への環境教育」と続いている（第

Ⅰ－２－３５図）。
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環境関連の法律・条例の制定や改正の動きは近年、大きく進展しており、

企業の社会的責務を果たす上で絶えず注目しておくべきことといえる。ま

た、企業の環境配慮活動に伴うコスト負担が重くなる中で公的支援や融資

制度の活用も重要である。

このほか、卸売業は直接の製造手段をもたないため、自社の商品企画力

を高める上で、製造業者の環境配慮商品への取り組み状況は見逃せない。

さらに、事業者や消費者の環境意識の向上がないと、環境配慮商品の需

要は望めず、市場から淘汰されてしまうこととなるため、事業者・消費者

にその商品の価値を理解させる環境教育が必要といえる。

小売業は消費者と最も近いため、環境配慮商品の企画・提供や、環境保

全に対する企業姿勢は、消費者の環境意識に大きな影響力をもつ。

小売業の業態の中で事業所数が最も多いのは独立自営の零細な商店であ
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るが、環境に配慮した活動を地域社会において活発に展開している例とし

て、ここではスーパーとコンビニエンス・ストアをみていく。これら小売

業の商圏は近隣型であり、地域住民の生活環境とも密接に結びついている。

環境に配慮したＰＢ（プライベート･ブランド）商品の開発、レジ袋等包

装用品の減量、食品廃棄物のリサイクル（肥料化、飼料化）を始めとして

様々な取り組みが行われているが、まず、スーパーの事例をみていく。

〔環境保全活動に取り組むスーパーｇ社のケース〕

当スーパーは環境に配慮した様々な取り組みを展開している。

環境にやさしい商品の開発例をみると、防腐剤・酸化防止剤などを含

まない無添加石鹸、無添加シャンプー、非塩素系素材ポリオレフィン

（焼却してもダイオキシン類が発生しない）が原料の食品ラップ、詰め替

えタイプの洗剤、台所の排水口用水切り袋、水だけで汚れを落とす湯垢

落とし、などである。

さらに、リサイクル活動と結びついた商品開発を進めており、自社で

回収した牛乳パックを原料としたトイレットペーパー、回収アルミ缶を

原料とした換気扇カバー、回収ペットボトルを原料とした敷物・買物袋

などの例がある。回収に際してはそれぞれ、古紙問屋・製紙メーカー、

アルミ製品メーカー、敷物メーカーと提携して、リサイクルのルートを

構築し、同社が持ち込んだ回収物を原料にした商品はすべて同社が仕入

れている。

販売商品以外では、レジ袋持参者には２０回のスタンプで１００円の買い物

券を進呈する制度、物流面では発泡スチロール箱の再生プラスチックへ

のリサイクル（破砕・減容・ブロック化の後、海外工場で再生）にも取

り組んでいる。

以上の様な環境に配慮した取り組みは平成１２年７月に大阪府北部で新

装開店した店舗で大きく活かされている。同店は環境と福祉（店内のバ

リアフリー構造など）に力が入れられているが、環境面では上記の取り

組みに加えて、生ゴミ（食品加工場・飲食コーナーよりの発生物、賞味
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期限切れ食品など）のリサイクルも行っている。店舗に隣接して生ゴミ

の堆肥化処理装置を設置し、一次堆肥化をした後、提携堆肥センターへ

搬送し、その肥料を提携有機栽培農家へ納品、そこで栽培された野菜な

どの仕入というリサイクルシステムである。

このほか、啓発活動としては消費者・行政・学識経験者からなる環境

問題懇談会を主催しており、提案意見は同社の環境配慮活動に活かされ

ている。

次にコンビニエンス・ストアでＩＳＯ１４００１を認証取得した企業の

例をみていく。

〔環境保全活動に取り組むコンビニエンス・ストアｈ社のケース〕

当社はフランチャイズ方式で店舗展開しているコンビニエンス・スト

アである。環境保全活動は平成２～３年頃より本格的に取り組んでおり、

環境保護商品の販売、ビン・缶・ペットボトル・段ボールといった店舗

廃棄物のリサイクルシステムの導入（ペットボトルは自治体のリサイク

ル事業にも協力）に始まり、様々な取り組みを展開している。そして、

平成１０年には全国の営業所および加盟店が全てＩＳＯ１４００１を認証

取得した。

現在の環境保全活動のうち、主な取り組み例をみると、弁当・惣菜の

包装ラップ素材の塩ビからポリオレフィンへの切替え（焼却の際にダイ

オキシン類が発生しない）、生ゴミのリサイクル（堆肥化）の実施（１２年

度で全店の２０％）、商品配送車に天然ガス車、ハイブリッド車といった低

公害車の増加（１２年度で５０台）、省エネルギーのための電圧調整器の設置

（１２年度で全店の３０％）、国土緑化のための社会貢献活動等が挙げられる。

これらのうち生ゴミのリサイクル（堆肥化）をみると、大阪府内では

北大阪地域の２市内にある５３店舗で発生した食品廃棄物に対して行われ

ており、食品廃棄物→リサイクル工場で一次堆肥化→肥料会社で各種動

植物有機質を加えて高品質な有機肥料製造→契約農園への搬送→栽培さ
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れた野菜はサラダや惣菜に加工→商品として各店舗へ、という流れであ

る。

以上のスーパーとコンビニエンス・ストアの例はいずれも本部が加盟店

に対して強力な指導を行うレギュラーチェーンの例であるが、以下では

個々の加盟店が独立した経営を行っているボランタリーチェーン組織の本

部の例をみていく。

〔加盟店の環境対応を支援するチェーン組織本部ｉ社のケース〕

当社は中堅・中小スーパーが一括大量、共同仕入を行うための協業活

動から出発した企業であり、現在はスーパー本部の機能をもっている。

加盟小売店に供給する商品（食品、日用品）の多くは自社開発したＰ

Ｂ商品であり、一般食品、農産物、産地直送品、輸入品等多岐にわたっ

ている。なお、レギュラーチェーンではないため各店は当本部以外から

も独自に商品仕入を行っている。

加盟小売店に対しては商品供給に加えて、経営面で様々な助言や支援

を行っているが、平成２～３年頃よりは健康や環境に配慮した活動に力

が入れられている。

現在の扱い商品例をみると、無添加食品・有機栽培農産物・遺伝子組

み換えをしない商品等の扱い、自社ＰＢ商品のラップフィルムは塩化ビ

ニールからポリオレフィン系への変更（価格は１０％程度高くなるが焼却

してもダイオキシン類が発生しない）など環境に配慮した商品企画が挙

げられる。このほか、環境にやさしいレジ袋の供給、トレー等の店頭回

収、食品廃棄物リサイクル（堆肥化）、配送頻度の削減など様々な取り組

みが提案されている。

各加盟店は独立企業であるため、本部の提案に対しては最終的には自

主的な判断の下に取り組むこととなる。各加盟店とも企業イメージの向

上や地域密着の上で環境配慮を重要な経営戦略と位置づけているが、具

体的取り組みについては店によってバラツキがみられるようである。こ
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うした中で環境配慮を考えながら価格を優先する顧客への対応等、消費

者の環境意識をいかに高めるかが、重要となっている。

サービス業には多種多様な業種・業態があるが、ここでは環境配慮活動

に前向きに取り組むホテル業、清掃用具のレンタル及びクリーニング業に

おける各企業の取り組み事例をみていく。

サービス業は製造業や建設業に比べると、事業活動に伴う環境への負荷

が少ないといえるが、ただ、いずれの企業も環境配慮活動を通じて、企業

イメージの向上、業務の効率化、コスト削減、従業者の意識改革を図るこ

とを重視している。

①　ホテル業

ホテルを評価する際は豪華な建物・内装、サービス、立地や景観ばかり

でなく、環境保全への配慮も重要な基準となっている。

業界では省エネルギー、節水などの段階から廃棄物の管理やリサイクル、

宿泊客の健康への配慮など高いレベルの取り組みが増えている。そして、

環境マニュアルの作成、従業員への教育と進む中で、ＩＳＯ１４００１を

取得する例もみられている。

以下、シティホテルでは我が国で初めてＩＳＯ１４００１を取得したホ

テルの例をみていく。

〔環境保全に配慮するシティホテルｊ社のケース〕

大阪市北区に立地する当ホテルは平成１２年６月に我が国のシティホテ

ルでは初めてＩＳＯ１４００１を取得した。

当ホテルの主な取り組み例をみると、省エネルギー照明（客室や廊下

の照明は白熱灯から球形蛍光灯へ）、客室のシャワーヘッドの節水バルブ、

浴室内洗面台のシャンプーやリンスは補充していく大型容器（ポンプ式）

を設置、再生紙のトイレットペーパー、客室内ゴミ箱は空缶・空瓶用と

その他用の２個設置、宴会場の立食パーティでは料理の残り物が少なく

－94－ 第２章　大阪産業の環境に配慮した活動の展開

２．サービス業の取り組み



なるような配膳やメニューの工夫、調理場での食品廃棄物の削減やリサ

イクル（今春よりは生ゴミの堆肥化のネットワークを実施）、清掃会社・

リネン会社等の協力企業、材料納入企業に理解と協力を求める、等であ

る。

客室にはメッセージスタンドを置き、当ホテルの環境方針やゴミの分

別回収等、具体的な取り組みについて宿泊客の理解を求めている。

こうした環境配慮活動を通じて、業務の効率化、従業者の意識改革、

コスト削減が一層進むことが期待されている。

②清掃用具のレンタル及びクリーニング業

当事業では、レンタル商品について再使用による資源の有効活用、クリ

ーニング部門では排水の浄化による再利用、排水汚泥の焼却灰の再資源化

（セメント原料等）といった取り組みがみられる。

以下では省資源に貢献するレンタルサービスを行うとともに、クリーニ

ング業界では我が国初のＩＳＯ１４００１を取得した企業の例をみていく。

〔省資源や環境保全に貢献するレンタル及びクリーニングを行うｋ社のケース〕

同社の主力事業は清掃用モップ、玄関マット、環境衛生用具等のレン

タルサービスである。フランチャイズ方式で事業を展開しており、加盟

店は顧客を定期的に訪問し、使用済みの汚れた商品と再生した商品の交

換サービスを行う。

同社は創業時（昭和３８年）より省資源、リサイクルを基にした事業活

動を行ってきている。まず、レンタルは商品を共有化し、使用→回収→

再生（一部補修）→ 再使用を繰り返しながら、製品寿命を全うするまで

使い切る、という点で省資源に貢献している。さらに、資源の有効利用

としてペットボトル再生ポリエステル素材を使用したマットやレンジフ

ィルターを商品化したり、商品として使い切った後も産業用ウエス等、

別の機能をもった材料に作り替えが行われている。

回収した商品のクリーニングを行う工場は直営、協力工場とも、昭和４６
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年頃より排水処理設備を導入し、さらには排水の浄化水を再利用、排水

処理時に発生する汚泥の焼却（排熱は再利用）、焼却灰のセメント原料や

軽量骨材等への再資源化が行われている。

同社の環境への配慮活動は多方面に渡っており、家庭用生ゴミ処理機の

販売とメンテナンス（チップ（木くず）の補充及び処理済みチップの回収）

や、大阪地区を中心に天然ガス車のテスト導入、電話会社との共同により

古い電話帳からの再生紙によるペーパータオルの開発や、印刷物への使用

等となっている。

同社は平成１１年にクリーニング業界では我が国初のＩＳＯ１４００１を

大阪中央工場で認証取得した後、１２年には全国３０工場と生産本部で、１３年

３月にはレンタル事業の本部と全国の２，１６７の加盟店で、それぞれ同ＩＳ

Ｏを取得している。このことにより、レンタル商品の開発･生産・販売に

いたる事業の全プロセスで環境配慮の行動となった。総数１０万人にも及ぶ

大きな組織の取得で特筆すべきポイントとしては、全国に分散している多

くの加盟店・工場への環境教育の手段として、同社専用のＣＳテレビ放送

が活用されていることである。

（環境に配慮した施工と建設廃棄物のリサイクル）

建設工事は地域社会や自然環境に少なからぬ影響を与えつつ行われるた

め、これまでも工法の改善や、環境配慮型建設機械の導入による騒音、振

動、粉じんの抑制など、様々な対策がとられてきた。しかし、近年はさら

に踏み込んで環境に配慮した施工工法の開発、建設廃棄物の削減やリサイ

クルが進められている。

施工面では、複数工程（掘削～鉄骨の設置～埋め戻し～土を固めるなど）

を同時並行または連続して行い、工期を短縮する例があげられる。効率や

生産性を追求しているが、結果としてエネルギーを有効に活用し、二酸化

炭素の排出量を減らすことで、環境に配慮した施工工法といえる。

次に、建設廃棄物については、産業廃棄物の処理場が逼迫し、廃棄物の
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引取価格が高くなっていること、万一、廃棄物の委託先（再委託を含む）

で不法投棄が行われた場合、最初の依頼者にさかのぼって原状回復責任が

求められることなどから、その排出抑制が重要な課題となっている。なお、

廃棄物の処理に際しては、委託、自社内処理にかかわらずマニフェスト

（産業廃棄物管理票）の作成が義務づけられている（廃棄物処理法の改正、

平成１０年１２月）。

建設資材リサイクル法では、特定建設資材（コンクリート、アスファル

ト、木材）の再資源化の義務付け、工事現場での分別廃棄、構築物の長寿

命化、解体やリサイクルが容易な設計や資材の選択などが求められている。

建設廃棄物のうち混合廃棄物は分別に手間とコストがかかるため、埋め

立てや焼却を余儀なくされるが、分別されているとリサイクルの割合が高

くなる。大都市地域での建設工事の場合、現在、コンクリート、アスファ

ルトは１００％リサイクルされている。これは、単体でまとめて回収しやす

いことや、大都市では処理・再生施設が近いためである。一方、廃木材は

建物の内装部分の解体で多く発生し、石膏ボードなど他の資材と混合する

場合が多いため、分別に手間とコストがかかり、リサイクル率は高くない。

現在、分別され、単体で回収される廃木材はパーティクルボード（削片板

に接着剤と熱圧を加え、合成板状にしたもの）にリサイクルされている。

なお、建設汚泥や不良土のリサイクル設備の開発を行う建設事業者もみ

られているが、自社の施工工事に活用するだけではなく、設備やノウハウ

を同業他社に販売しているため、第3章の環境ビジネスの事例で紹介する。

ここで、環境に配慮した建設技術の開発を先進的に進める大手建設業の

例をみていく。
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マニフェスト（産業廃棄物管理票）
マニフェストは産業廃棄物を適正に処理するために、「廃棄物の処理及び清掃に関

する法律（廃棄物処理法）」の一部改定（平成１０年１２月１日から施行）によりすべて
の産業廃棄物に作成が義務づけられたものである。
排出された産業廃棄物は収集・運搬→中間処理（一部リサイクル・焼却処理された

後、最終処分（埋め立て））へ、という経路をたどる。廃棄物の種類や処理段階に応
じて、それぞれ専門の処理業者に委託、再委託されていくが、この過程で、各業者に
引き渡す際にマニフェストが作成される。マニフェストには廃棄物の名称、数量、排
出業者、収集・運搬業者、処分業者などが記載され、産業廃棄物の流れを把握、管理
できるようになっている。



〔環境に配慮した建設技術の開発を進める大手建設業ｌ社のケース〕

同社は土木、建築を中心とする総合的な建設企業である。環境に配慮

した工法では、短期間・少人数で対応できる工法、複数工程を同時並行

して進める工法など、生産効率を高めて、結果として省資源・省エネル

ギーになる（二酸化炭素の排出量を削減できる）工法から、建設副産物

のリサイクルなど幅広い取り組みを行っている。

ここ１～２年において、同社が新たに開発した事例（一部は他社と共

同開発）は以下の様なものである。

○解体工事現場で発生したコンクリート廃材を現場内で全量リサイクル

するシステム。

○高さ６０～８０ｍの高層建築物を安全、低公害、高効率に解体できる工法。

○各現場の建設廃棄物の排出量、処理量などのデータをインターネット

によって一元的に管理するシステム。

また、このほかの例としては、山間部の廃棄物埋め立て処分場の底に

設置される遮水工の修復システム（遮水工が破損しても自動的に修復さ

れ、汚染物質が漏洩しない）、汚染土壌の浄化・修復システム、屋上緑化

システムなどが挙げられる。なお、廃棄物処分場のシート修復システム

では自治体の問い合わせも多い。

以上のような取り組みに加えて、企業経営面でも環境に配慮した経営

システムに力を入れ、平成１２年にはＩＳＯ１４００１を認証取得してい

る（ＩＳＯ９００１は取得済み）。

建設工事は大手建設業者が元請となり、各工事を多数の協力業者（専門

工事業者）が請け負って行われる場合が多いが、次に中小企業の土木工事

業者で環境コンサルタント機能部門を強化するとともに、廃棄物処理会社

とも連携するなど環境に配慮した活動を展開する企業の例をみていく。

〔環境配慮活動を進める土木工事企業ｍ社のケース〕

当社は基礎杭打ちを中心に幅広い土木工事を行う企業である（従業員
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数８６人）。同社会長は以前から環境ボランティア活動に取り組んでおり、

環境保全教育などを進める国際的なＮＧＯ組織（財団法人オイスカ）の

本部評議員であるとともに、環境ＩＳＯ部会の部会長も務める。

大量の燃料を消費する重機類（杭打ち機、クレーン、発電機など）の

環境影響を緩和させるために、工事現場で次工程の待機中はエンジンを

停止させること（アイドリングの廃止）や、工事現場でのゴミの分別管

理、また、自社の杭打ちに際しては土壌や水質の汚染防止、発生した汚

泥の処理方法を大手建設会社と共同で開発など様々な環境配慮を提案し、

元請からは高い信頼をえている。なお、平成１１年にはＩＳＯ１４００１

を認証取得している。

環境配慮活動を進めるなかで、平成５年には別会社で廃棄物処理のコ

ンサルタント会社を設立し、中小企業を対象としたＩＳＯ取得支援、「環

境活動評価プログラム」への参加届出の指導、大手建設会社や自治体の

環境対策・廃棄物処理担当者への助言なども行っている。

このほか、一般ゴミの焼却灰や浚渫土砂の再資源化、竹資源の有効利

用研究（鉄筋の代替、竹炭など）では地方公共団体と共同研究を進めて

いる。

運輸業では業界全体として、梱包資材の減量、アイドリング（エンジン

が駆動に使われず空転）の廃止による排気ガスの削減、交通渋滞の緩和に

向けた帰り荷の積載率向上などが進められている。

以下では環境に配慮した引っ越し業務を行う企業の例をみていく。

〔環境に配慮した引っ越し業務を行うｎ社のケース〕

当社は引っ越し業務の専門企業である。平成１０年にはＩＳＯ９００１

を、１１年にはＩＳＯ１４００１を大阪地区（本社、支社）でそれぞれ取

得し、現在は全国の支社での取得に取り組んでいる。

同社の環境に配慮した活動をみると、まず、引っ越しの際に発生する
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廃棄物の減量及び廃棄物ゼロの引っ越しが挙げられる。食器棚やタンス

の中身を出さずにエアーパッキングで固定して運ぶ（梱包ゴミが発生せ

ず、片付けの手間が省かれる）、段ボール箱・梱包資材は引っ越し完了後、

リユース・リサイクルする、等である。

問題は引っ越しの際に顧客から廃棄を依頼される「預かりゴミ」が増

えている点である。不要の家具類は福祉団体へ寄付する場合もあるもの

の、自社倉庫の在庫は増加する一方であり、廃棄物処理業者に委託する

ケースも増えている。

自動車の燃費に関連しては、駐停車時のアイドリングの廃止、空ぶか

し・急発進・急加速の廃止、高速道路での適性速度（経済速度）の維持、

天然ガス車の一部導入（１３年上期）等である。また、コンピュータ・ネ

ットワークシステムを充実させ、輸送先からの帰りの便も有効に活用し、

空車にならないような効率的な運行が行われている。

なお、今春よりは家電リサイクル法施行のもとで、廃家電の引取、指

定場所への運送も行っている。
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◇◇◇地域商店街の環境対策が意味するもの◇◇◇

環境対策に取り組み、注目される商店街に早稲田商店街がある。ゴ
ミ対策を始め、今やエコ商店街として全国から修学旅行が殺到してい
るという。まさに、時代に合った取り組みが魅力となり、商店街全体
にも好影響を与えた。だが、そこには単に商店街がゴミ問題に取り組
むだけでない何かがありそうだ。
身近な商店街でもその成功をみて自分たちで取り組む動きがある。

その行動自体は十分評価できる。ところが、実際やってみると、空缶
が溢れ、機械が潰れた、ゴミがそのまま放置された、続かなかった、
というような失敗談も少なくない。なぜなら、そこには見た目の「模
倣」があるだけで、「新しい知恵」や「創意工夫」が加えられていない
からだ。このように立派な取り組みでも、それを成功させるには、環
境対策以前の商店街のあり方こそが鍵を握ることがわかる。
地域に生まれ、地域に育った商店街は本来、地域の環境対策を担う

べき性格を持っている。ただ、これまで商店街は販売機能を前面に押
し出し、社会的な役割は目立たなかった。しかし、時代は変わり、商
店街は「社会的商業市民」としての機能を発揮しなければ、生きては
いけない。その意味で、商店街に求められるのは単なる環境対策では
ない。
産業社会の流通が商品を流す動脈なら、リサイクルシステムはそれ

を循環させる静脈である。しかし、商店街に求められるのは、その循
環を超えた毛細血管としての役割である。体の隅々まで行き渡る血流
のように、地域の中核としての商店街の果たすべきは、様々な地域ニ
ーズを丁寧に結び付ける役割である。そこには、福祉、賑わいづくり、
あるいは治安の維持という役割もある。環境対策はそのうちの一つに
すぎない。早稲田商店街の成功は環境から出発し、この地域の中核と
しての役割を立派に果たしているからである。
それこそが、イノベーションである。試行錯誤しながらも、その行

動には商人としての「したたかな計算に裏付けられた理念」がある。
だが、多くの追随者は単なる模倣に留まっている。商店街に求められ
ているのは、まさにこの模倣を超えた理念の存在であり、それを進め
る「創意工夫」を生み出す、商人の目覚めなのである。今、商店街を
中核とするまちづくりの成功が地域の魅力を左右する時代がやってき
た。いわば、現代は「都市経営の時代」から「まちづくり競争の時代」
へと入ったのである。

大阪府立産業開発研究所　顧問　田中　道雄
大阪学院大学流通科学部教授
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・循環型社会形成推進基本法�
・リサイクル関連法�

・Reduce（廃棄物の発生抑制）�
・Reuse（再使用）�
・Recycle（再生利用）�

・建設汚泥 �
・廃スプリングマットレス�
・廃ペットボトル�

・資金調達の円滑化 �
・知名度の向上�
・グリーン購入の推進�
�

・ＩＳＯ１４００１認証取得支援サービス�
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・環境シミュレーション・サービス�
・リサイクル・廃棄物処理支援サービスなど�

・グリーン購入ネットワーク�
・大阪グリーン産業創造ネットワーク�
・行政による製品ＰＲの支援�

・段ボール�
・トナーカートリッジ�
・掘削土�
・定期券�
�

・再生資源の回収と用途開発の両立�
・天然資源に対する負荷の低減�
�

環境への取り組みを重要な経営戦略と位置づける企業が増える�
�

第１節　リサイクル・リユース分野の実態�

第２節　汚染防止・環境修復・環境配慮ビジネスの状況�

第３節　環境支援サービス業�

大量生産・大量消費・大量廃棄型社会システムの見直し� 3Rが基本原則�

リサイクル・リユース分野の多様化�

リサイクル・リユース関連分野の市場拡大�

リサイクル・リユースビジネスの課題�

様々な環境ビジネス�

研究開発型企業の育成�

・環境技術やノウハウの革新は著しい�
・環境関連の法令は複雑化�

・外部機関を有効に活用し、効率的に環境配慮活動を進める�
・自社の事業内容や経営形態に見合った経営支援を受ける�

様々な関連技術の開発・導入�

グリーンコンシューマー育成と製品の普及�

企業、行政、消費者の役割を明確化�

中堅・中小企業では人的、�
時間的余裕が少ない�

「第３章　大阪産業の環境ビジネスへの進出」のフロー図�

・汚染防止、環境修復ビジネス                  ・環境配慮ビジネス�

環境支援サービス業の成長�



一般に「環境ビジネス」と呼ばれるものは非常に幅広く、公害防止のた

めの機器やシステムはもとより、環境に与える負荷が少ない環境に配慮し

た製品、またリサイクル・リユースのシステムや関連機器の開発、販売な

どがその範疇である。さらに、ＩＳＯ１４０００シリーズの認証取得や環

境会計の導入、環境報告書の公表をサポートするビジネスなど、企業の環

境保全活動を支援するサービスも当然、環境関連ビジネスとして捉えるこ

とができる。

第２章で紹介した環境に配慮した企業活動も、上に示した広い定義で捉

えると、環境ビジネスに当てはまる。しかし本白書では、製造業において

自社内で利用するために環境配慮製品を製造・加工するケースは、第２章

の環境に配慮したものづくりとして、一方、外部に販売することを前提と

して環境配慮製品を製造・加工するケースは、（狭義の）環境ビジネスと

して本章で扱うことにする。

なお、商品を仕入れ、販売することを業とする卸売業については、製造

業と同じ基準による区分ができないため、従来部門における取扱商品の変

更は環境に配慮した企業活動（第２章）とみなし、新規の事業部門として

環境分野に進出したケースを環境ビジネスと捉えている。

ただし、これらは本白書での便宜上の区分であるため、実際には環境に

配慮した企業活動と環境ビジネス両方の特徴を有する事例も多数考えられ

ることを指摘しておく。

それでは、様々な新しい分野に挑もうとする企業の出現を通じた環境ビ

ジネスのすそ野の広がりについてみることにしよう。
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（循環型社会形成の基本原則）

１９６０年代以降の公害問題の広がりに伴い、大阪では公害防止や環境関連

装置・機器の開発が積極的に行われていた。従来の公害は、その影響を受

ける地域や人が限定的であったため、公害防止・環境装置によって排出規

制の水準を遵守することに対策の重点が置かれていたといえよう。

しかし、現在の環境問題を考えると、公害対策という従来の枠を超えて

大量生産・大量消費・大量廃棄の社会システムを早急に見直さなければな

らない深刻な事態となっている。環境先進国といわれる欧州の国々では、

リデュース（Reduce：廃棄物の発生抑制）、リユース（Reuse：製品や部品

の再使用）、リサイクル（Recycle：廃棄物の再資源化）のいわゆる３Ｒを

基本原則としながら、循環型社会の形成に取り組んでいる。

循環型社会では、消費後に排出される廃棄物を処理するのではなく、生

産段階において廃棄物が発生しない商品開発を行うことが基本コンセプト

である。したがって、リデュース→リユース→リサイクルという優先順位

の下で社会の仕組みが形成されなければならず、その形成に貢献しうる製

品やサービスの開発がより一層求められる。

（リサイクルビジネスが急展開）

平成１２年に改正施行された資源有効利用促進法（リサイクル法）や容器

包装リサイクル法（同１２年度に完全施行）、家電リサイクル法（同１３年度

施行）など、様々な分野でリサイクル法が整備されているが、これらの法

律の上位に位置し、循環型社会に向けての基本法となる循環型社会形成推

進基本法（以下「循環基本法」）が１２年６月に施行された。

この法律では、廃棄物等の発生を抑制すること（リデュース）が最優先

されており、循環資源（廃棄物等のうち有用なもの）が発生した場合には、

①再使用（リユース）、②再生利用（マテリアルリサイクル）、③熱回収
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（サーマルリサイクル）、④適正処分の順に処理すべきであると明記されて

いる。

循環基本法によると、リサイクル、つまり再生利用とは「循環資源の全

部又は一部を原材料として利用すること」を意味するが、一般にはマテリ

アルリサイクルとサーマルリサイクルに大きく分類されている。マテリア

ルリサイクルは循環基本法の「再生利用」に該当し、①回収された製品を

解体、②部品を単一材料にまで分別、③破砕や加熱溶解などの手順を経て、

再生材料として利用することである。

サーマルリサイクルは、マテリアルリサイクルなど物理的に再生利用が

できないものを熱エネルギーとして回収することで、例えば、シュレッダ

ーダストなどを燃料化（ゴミ燃料＝ＲＤＦ、等）して使用する、あるいは

廃プラスチックを減容・溶融して粉末や液体の燃料にするリサイクルシス

テムがこれに該当する。このような法律の整備とともに、最近ではとりわ

け第Ⅰ－３－１図のようなリサイクルビジネスが急速な広がりをみせ始め

ている。

〔建設汚泥のリサイクルに取り組むＡ事業協同組合のケース〕

当組合は産業廃棄物の処理業者や収集運搬業者から構成されている。

当組合が扱う産業廃棄物は、廃酸・廃アルカリ・汚泥といった製造工場

の廃棄物、建設廃材や建設汚泥である。建設汚泥は掘削工事やトンネル

工事等の建設現場で大量に発生するもので、建設省（現、国土交通省）
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は再資源化を業界に要請していた。

従来の建設汚泥の再資源化においては、脱水してセメントや生石灰で

処理する方法、焼成・溶融あるいは固化剤によって固体化する方法等に

より埋め戻し材、路床材、土として再利用する例がある。

こうした中、当組合が開発した方法は、篩（ふる）い機や磁選機によ

る固まりや鉄屑の除去・粒度調整→独自に開発した固化剤と混和剤の添

加→加圧成形→乾燥→破砕機と篩い機による所定の粒度への調整という

処理技術である。

製品は路盤材として用いた場合、天然の土や石と同様の強度がある上、

保水性（再泥化しない）、低コスト、任意の粒径への加工性と広い用途等

の点で従来の再資源化商品より優れている。平成８年に環境事業団より

融資を受けて製造プラントを建設し、高い品質基準の下での供給体制を

確立した（平成１１年にはＩＳＯ９００２を認証取得）。土壌への安全性は

実証済で、現在までの使用実績は舗装道路や駐車場の路盤・路床、建築

物の地下部分や暗渠の埋め戻し、植物栽培用土壌等である。

同製品は（財）土木研究センターの材料認定やエコマーク商品として

の認定、国土交通省のＮＥＴＩＳ（新技術情報伝達システム）に登録さ

れたのをはじめ、新聞社主催の地球環境大賞など数種類の賞も受賞して

いる。

〔リサイクル事業を模索する異業種交流会Ｂのケース〕

大阪商工会議所の後援で平成１０年に結成された異業種交流会Ｂは、大

阪市に本社を置く企業７社でスタートし（現在は１０社）、会員企業の交流

を図るために、互いの工場を見学して改善点の検討や勉強会を行ってい

た。

２年目からは交流にとどまらず、それぞれがテーマを持ち寄って事業

化しようという気運が高まり、会員企業のベッドメーカーから業界で廃

スプリングマットレスの処理に困っているとの提案をきっかけに、グル

ープでリサイクル設備の開発に取り組むこととなった。互いの得意な技
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術やノウハウを活用しながら、１１年６月に解体機が完成し、９月から解

体作業のテストを始めた。

廃スプリングマットレスは刃で切り込みを入れた後、機械で引き裂い

てスプリングと布、ヤシ繊維に分離される。分離されたものは現在、廃

棄物処理業者に引渡しているが、グループではリサイクルやリユースな

どの用途開発を進めており、再生資源の用途に関する情報を求めている。

中間処理業者の許可申請中のため、当面はリサイクル設備の改良と再

生資源の用途開発を先行させることになる。ほかにも、食品廃棄物のリ

サイクルなど、会員企業が持つ人脈を最大限に生かせるテーマを模索し

ているが、交流会が求めるニーズを効率良く外部の人脈とつなぐコーデ

ィネート機能の必要性を感じている。

建設汚泥や廃材、工場廃液など産業廃棄物のリサイクルビジネスの事例

は枚挙にいとまがない。一般に、アスファルトやコンクリート塊に比べて

建設混合廃棄物や建設汚泥のリサイクル率は低く、今後はこれらのリサイ

クル率を高めるような技術の開発が求められよう。

また、廃スプリングマットレスは適正処理困難物に指定されており、大

手ベッドメーカーでもリサイクル工場の建設などに取り組んでいるものの、

循環システムを構築する過程でさまざまな課題に直面している。こうした

中、前述の異業種グループＢは、全国で初めて異業種交流会による廃スプ

リングマットレスのリサイクル事業への取り組みであり、このような処理

の難しい廃棄物が大量に発生する大阪などの大都市において、注目すべき

動向である。

〔再生繊維生地の採用やリサイクルに取り組むＣ社のケース〕

当社はユニフォーム等の生地の卸売や、その縫製を行う企業である

（従業者数３７５人）。

同社は環境保全活動には先進的に取り組んできており、その取り組み

の推移をみると、平成７年に環境推進グループの設置、８年には大手繊
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維メーカー等と共同で（社）「環境生活文化機構」の設立に参画・加盟、１２

年４月にはＩＳＯ１４００１の認証取得、と続いている。

こうした中で、自社製品のユニフォーム生地には使用済みペットボト

ルから再生したポリエステル繊維を積極的に採用している。さらに、使

用済みユニフォームは官公庁や企業を通じて同一製品を大量に回収する

ことができるため、前出の「環境生活文化機構」や当社独自の「アーシ

ンク・リサイクルシステム」を通じて、ユニフォームの回収・再生を行

っている。すなわち、自社製品への「回収識別マーク」の縫着→販売→

使用済み製品の回収→再生処理工場への持ち込み→選別、というシステ

ムである。そして、これらの生地はカーペット、フェルト、クッション、

車の内装などにリサイクルされる。

なお、この機構に参画している繊維メーカーが開発したナイロン生地

を利用したユニフォーム生地は触媒技術によって原料に還元することが

可能で、永久にリサイクルを繰り返すことができる。また、リサイクル

の対象はユニフォーム以外にチャイルドベスト（子供用着衣型自動車シ

ートベルト）等もある。

このほか、同社は健康と安全に配慮した製品にも取り組み、アトピー

症等対応素材（幼稚園児用）、電磁波シールド素材（パソコン等を長時間

使用する社員用）等のユニフォームも販売している。

〔地場産業の技術を活用した忠岡町商工会のケース〕

バブル崩壊後の長引く不況と輸入品の急増が背景となり、忠岡町商工

会では平成８年に、地元のニット・毛布など繊維メーカーの若手経営者

を集めて地場産業活性化研究会を発足させた。

３、４年前に、会員の化学繊維メーカーが廃ペットボトルをポリエス

テルの短繊維に再生する技術を開発したことから、同研究会で廃ペット

ボトルの製品化に向けての取り組みが始まった。

まず、再生ポリエステル１００％の毛布を試作するが、風合いがあまり良

くなかったため、アクリルを半分ほど混入して風合いを高めた。１２年に
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はその技術を発展させ、アクリルを４５％混入したカーディガンが完成し、

ニット製品では全国で初めてエコマークを取得した。

これまで、廃ペットボトルを再生原料にした織物は市場に出回ってい

るものの、太い糸による加工の難しい横編ニットに応用した点で斬新な

商品となっている。現在、カーディガンは忠岡町役場の制服に採用され

ているが、今後は青年部が中心となって別会社を設立し、ナースカーデ

ィガンやスクールセーターとしての販売を考えている。

グリーン購入法の施行を追い風に、商工会では市場の拡大を見込んで

風合いや品質の向上など、産地全体で既存製品に負けないものづくりを

続けたいとしている。

大阪にはニットをはじめ、毛布、タオル、綿スフ織物といったたくさん

の繊維産業が集積しており、最近急増している輸入品に対する競争力の強

化と産地の活性化のために、さまざまな模索が続けられている。その中で、

環境に配慮したものづくり、あるいは先の忠岡町商工会のような環境ビジ

ネスに個別企業や産地単位で取り組む動きは、地場産業における新しいも

のづくりのあり方を考える契機でもある。

〔廃ペットボトルの再生樹脂・製品を一貫生産するＤ社のケース〕

Ｄ社（従業者数７０人）の社長は、独立前に大手商社の子会社であるペ

ット樹脂シートメーカーで端材のリサイクル事業を経験したことから、

廃ペットボトルを樹脂原料（ペレット）に再生する事業を始めた。しか

し、新品の原料に比べて色や透明度で劣るため、販売は順調でなかった。

そこで、製造や販売コストを大幅に削減するために、ペットボトルの

解体・分別－破砕・洗浄－シート化－樹脂成形を一貫で行うことで、他

社より製造コストを約２割削減することができた。

また、再生した卵パックや野菜トレーなどを回収先のスーパーや生協

等に直接販売することで、再生樹脂の用途開発に成功した。直接販売と

一貫生産によって用途を明確化し、無駄な生産工程を省くことが可能と
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なるため、設備投資額は他社のリサイクルプラントの１０分の１ほどであ

る。

中小企業創造活動促進法の認定企業に対する無担保融資をはじめ、中

小企業経営革新支援法の認定企業に対する補助金、（財）大阪産業振興機

構フォレックス部（旧フォレックス）の債務保証による無担保融資など、

運転資金以外は公的融資制度を効果的に活用して調達している。今後は

府外に２つの工場の稼動が予定されており、樹脂原料の再生能力を倍増

するとともに、株式上場できるベンチャー企業を目指している。

（リサイクル関連機器も好調）

こうしたリサイクルビジネスの発展は、それに関連する機器の開発にも

多大な影響を及ぼしている。例えば、再生資源をリサイクルする際には、

細かく破砕・粉砕した上で素材として加工しなければならないため、破砕

機や粉砕機が必要となる。

このほか、各企業内におけるリサイクルをはじめとする環境保全に対す

る意識の高まりも、関連ビジネスに波及している。製造工程で飛散したト

ナーや薬品のような粉体の回収や再利用が簡単にできる目詰まりのしない

吸引装置や、洗浄液を長期間繰り返し使用することができる工場廃液のリ

サイクルシステムなど、ユーザーからのニーズが新たな商品開発のヒント

になっている（第Ⅰ－３－２図）。

〔不況下でも好調な販売を維持するＥ社のケース〕

Ｅ社（従業者数２１０人）は、プラスチック成形工場で発生した成形不良
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品やプラスチック端材を再生利用するための粉砕機メーカーとして、昭

和２０年代からプラスチック産業の発展とともに業容を拡大してきた。

現在、粉砕機はプラスチック成形工場には不可欠であり、自動車や家

電製品などあらゆる産業分野のプラスチック部品工場でＥ社の製品が使

用され、大きなシェアを占めている。

また近年、環境問題が取り沙汰され、資源の有効活用やリサイクルの

ニーズが高まるなか、当社製品に対するニーズは増大している。リサイ

クル品の品質を高めるためには、繊細かつ強靭な粉砕・破砕の技術が必

要であるが、Ｅ社の高い技術力はペットボトルなど様々なリサイクルプ

ラントや廃棄物処理施設などで評価され、多くの販売実績につながって

いる。

多様な機種とユーザーのニーズにきめ細かく対応する技術力・提案力、

さらにメンテナンスなどのアフターサービス体制が、Ｅ社の強みとなっ

ている。今期（平成１２年７月～１３年６月）の年商は、弱電や自動車産業

の不振の影響があるものの、前期比で約１５％の増加を見込んでいる。

〔粉末の吸引装置を開発したＦ社のケース〕

有毒な粉体の薬品やトナー、脱脂粉乳などを扱うメーカーでは、作業

中に粉末が飛散するため、作業員の健康面や周辺環境への影響などが問

題であった。しかし、掃除機で吸引するとすぐに目詰まりを起こすため

に、フィルターの掃除を頻繁に行う必要がある。

業務用掃除機メーカーのＦ社（従業者数２７人）は、ユーザーから粉体

を吸引できる製品が欲しいとの要望を受け、１３年ほど前に吸引装置を開

発した。これは、金属製の円筒形ドラムと粉体を回収するタンクで構成

され、掃除機の先に付ける簡単な構造である。掃除機で粉体を吸引する

と、金属ドラム内に発生する遠心力で粉体がタンクに落ち、浄化された

空気が掃除機に吸引される。

従来製品より小型であるが、粉体をほぼ１００％回収できるため、粉体の

リサイクルや作業環境の改善、回収作業の省力化といったメリットがあ
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る。

積極的に機械工具展や粉体技術展などの展示会に参加し、ユーザーの

ニーズを開発の原点と捉えている。そうした経営姿勢もあって、製品に

対する問い合わせや要望が増えるだけでなく、売上げもバブル期を上回

るほどの勢いである。このような状況から、従業者を増員して社内で育

成するとともに、協力工場を増やすなど生産体制も強化する計画である。

〔工場廃液リサイクルシステムを開発したＧ社のケース〕

部品加工などで使用された切削・研削液や洗浄液の廃液には、ミクロ

ン（１，０００分の１ミリ）単位の不純物（微粒子、微生物、油等）が混入し

ており、不純物が多量に混入する工程では液を頻繁に交換しなければな

らない。リサイクルの場合、微細な目のフィルターで不純物を除去しな

ければならないが、すぐに目詰まりを起こすなど、廃棄・リサイクルと

もに手間とコストがかかり、工場にとって悩みの種であった。

以前から油の浄化システムを手掛けていたＧ社（従業者数５人）は、

昭和６１年から工場廃液のリサイクルシステムの開発に着手し、３年後に

完成させた。

このシステムは、水酸化マグネシウムを含む特殊な吸着剤の入ったフ

ィルターと、フィルターを通過した油の分離装置という簡単な構造であ

るが、当システムを導入した工場では、廃液処理コストを７０～８０％削減

できたという。一部の洗浄液や冷却液によっては、有効成分を除去して

しまう問題が発生したものの、装置専用の洗浄液が開発されることで解

決された。

システム完成当初は理解が得られず、なかなか販売には至らなかった

が、ＩＳＯ１４０００シリーズの認証取得企業の増加とともに、平成１２

年の秋頃から販売や問い合わせが増え、大手メーカーの工場など販売実

績を伸ばしている。

Ｇ社では、大阪市や（財）大阪産業振興機構フォレックス部（旧フォ

レックス）の補助金や融資を受けているが、販売実績の有無が資金調達
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の成否を左右するとみている。

（リサイクルビジネスの課題）

このように、リサイクル分野では産業廃棄物や一般廃棄物のさまざまな

リサイクル技術が開発されているが、産業の視点からみると、再生資源の

回収と用途開発がバランスよく行われ、リサイクル製品が効率的に流通す

るような循環システムの構築が重要な鍵を握るといえよう。

例えば、家庭ごみの約６割（容積比）を占める容器包装については、容

器包装リサイクル法により事業者はその利用又は製造・輸入量に応じてリ

サイクルの義務を負うことになっている。しかし、実際には事業者が独自

に回収からリサイクルまでの作業を行うことは難しいため、同法が定めた

指定法人である（財）日本容器包装リサイクル協会が業務を代行すること

で、容器包装廃棄物のスムーズかつ効率的な再商品化を進めるような仕組

みになっている。

また、東京都大田区のある企業では、家電製品の梱包材や魚箱などの発

砲スチロールを遠赤外線で減容する装置を販売するとともに、減容した発

砲スチロールの粒子を装置の販売先から買い取り、コンクリートや建築資

材メーカーに販売するリサイクルシステムを構築している。

全国的にみても、処理された粒子の用途開発や販売までを手掛ける企業

は少ないようであるが、今後、大阪においてこうした循環システムを構築

する企業の出現が望まれるところである。

一方、本年４月から施行された家電リサイクル法では、販売店あるいは

自治体のルートを通じて廃家電が回収されるが、リサイクルを促進する上

で、回収ルートを簡素化して消費者の負担となる運搬費を抑制する工夫が

求められよう。

〔再商品化を支援する（財）日本容器包装リサイクル協会のケース〕

厚生大臣、通商産業大臣、大蔵大臣、農林水産大臣の認可を受け、平

成８年に設立された（財）日本容器包装リサイクル協会は、容器包装リ
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サイクル法の第２１条に定められた唯一の指定法人である。

容器包装を利用、あるいは製造・輸入する事業者（特定事業者）から

の委託を受けて再商品化（リサイクル）を代行するが、特定事業者は委

託料を当協会に支払うことで再商品化したものとみなされる。

市町村で収集・分別・洗浄などを経て一定の基準に適合した容器包装

を協会が引き受け、入札で選定したリサイクル事業者に委託する仕組み

である。リサイクル事業者による容器包装の運搬と再商品化の処理コス

トが、再生資源の売上げを超過した分について、特定事業者が当協会に

支払った委託料で赤字補填を行う。

同法の施行により、市町村をはじめ特定事業者の役割が明確化された

が、協会ではインターネットでのリサイクル義務量の算出や委託申し込

みが行えるシステムの提供をはじめ、リサイクルの普及・啓発や様々な

情報提供の機能を担っている。

他方、ライフサイクルアセスメント（ＬＣＡ）の観点からすると、リサ

イクルを行うための多大なエネルギー消費は好ましくない。新しいリサイ

クル技術の開発は、循環資源の有効活用によって廃棄物の削減に貢献する

ものであるが、リサイクルが可能であれば、資源の消費を減らさなくてよ

いという発想に陥る可能性がある。したがって、リサイクル本来の目的で

ある天然資源に対する負荷の低減を念頭に置いた取り組みが求められる。

（ユニークなビジネスが登場）

循環基本法においてリユース（再使用）は、①循環資源を製品としてそ

のまま使用すること（修理を行ってこれを使用することを含む。）、②循環

資源の全部又は一部を部品その他製品の一部として使用すること、と定義

されている。身近な例として、ビールビンやレンズ付きフィルム、コピー

機のトナーカートリッジなどが挙げられよう。

リユースビジネスが成立するためには、①廃棄品を効率よく回収できる、
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②高額商品のため、部品をリユースする経済的なメリットを出しやすい、

③所有よりも機能そのものの利用が主目的である、④技術進歩がそれほど

速くない、などの条件が重要になる。したがって、製品によってこれらの

条件をほぼ満たしている場合とそうでない場合があり、今のところリサイ

クルビジネスに比べてリユース関連のビジネスは少ない。

このような状況下でも、府内には中小企業の特性を生かしつつ、ユニー

クなアイデアを利用したビジネスが誕生しており、以下にいくつかの事例

を紹介しよう（第Ⅰ－３－３図）。

〔環境への意識とユーザーのニーズが一致したＨ社のケース〕

Ｈ社（従業者数１３人）は、段ボールなど再生資源の卸売業として昭和４９

年に独立した。当時、段ボールは製紙会社に再生原料として高く販売さ

れていたが、汚れや傷みのない段ボールを溶かしてしまうのはもったい

ないと考え、５３年頃からそのリユースに目を付けた。

当初は大手スーパーの配送センターに従業者を配置して段ボールを回

収しても、販売先がなかなか見つからなかった。しかし、価格が新品の

３分の１以下であるリユース品は、近年の不景気で経費削減に苦慮する

ユーザーに受け入れられ、現在、３０社ほどの販売先と取引があり、売上

げも増加している。

回収される段ボールは年間約５０万ケースに及び、従業者の目で種類（約

２０種類）とサイズ別に分類される、極めて労働集約的な作業である。中

には、一度解体して印刷面を裏返しにする場合もあり、Ｈ社では今後、

解体や組立作業の機械化を進め、効率化を図りたいと考えている。
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社長自身、環境に対する関心が高く、休日はボランティア活動に参加

しているが、そこでの人脈も新規受注の増加に寄与している。このほか、

ＯＡ機器のリサイクル処理も手掛けるなど、環境保全活動とビジネスの

両立を実現している。

〔本業不振が事業展開のきっかけとなったＩ社のケース〕

ドイツメーカーの総代理店としてワープロ用プリンターリボンを販売

していたＩ社（従業者数１２０人）は、約１０年前からレーザー式プリンター

の登場でリボンの売上げが減少したことや、レーザー式プリンターを使

っている取引先からの要請もあり、トナーカートリッジのリユース事業

を展開した。

大手の事務機、サプライ用品、パソコン販売店で回収したカートリッ

ジを手作業で選別し、残留トナーを除去する。その後、分解して部品を

超音波で洗浄し、組み立て、トナー充填を経て、再び販売店に出荷され

る。プラスチックなど繰り返し使われる消耗部品は、外注工場から調達

した金型で作った自社製品と交換する。

大阪本社の研究開発室では、研究開発担当者によって部材の選定や解

体・組立の基準作り、クレームの究明・対策が行われており、Ｉ社では

小ロットや新製品を含め全機種の９割（約１００種類）に対応できるという。

さらに、新品の３～５割という価格が経費削減を進める企業の間で評判

になり、月産数万本を生産する勢いである。

こうして、大量生産によるコストダウンと多品種対応を強みに需要を

着実に増やし、リユース事業は現在、売上げ全体の８割を占めている。

今後は、企業のカラープリンターの導入に伴ってニーズの増大が予想さ

れる、カラーカートリッジのリユースを本格化したいと考えている。

以上の例は、リユース事業のきっかけが環境に対する意識の高さや本業

の不振というように、それぞれ異なる事情から生まれたものであるが、共

通していえることは、展開した事業の方向が結果としてユーザーのニーズ
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と上手く合致した点であろう。特に、ユーザーである企業に対して、省エ

ネルギーや経費削減といった明確なメリットを提供でき、かつ環境負荷も

低減することができるような製品やサービスの開発がビジネスとして成功

するための１要素でもある。

〔建設現場の発生土のリユースを行うＪ社のケース〕

一般に、道路工事などで掘削された土は、多くは元の場所に埋め戻さ

れずに処分され、山から安定した土質の土を採取して埋める、あるいは、

固化剤を加える化学的な処理によって地盤を改良している。

土木建設業を営むＪ社（従業者数３４人）の社長は、独立前に義父の建

設会社の資材管理を担当していた頃から、化学的な処理を行わずに建設

現場で発生する土を利用したいと考えていた。そこで、固化剤を使用し

ない物理的な処理方法の共同開発に取り組むが、「土から土へのリユース」

というＪ社の理念がなかなか理解されず、開発は自社独自で進めざるを

得なかった。

機械工学などの専門知識はなかったものの、土を元の場所に戻すとい

う事業理念を貫きつつ、現場で試行錯誤を繰り返した結果、土質改良機

が完成した。これは、土質の異なる２、３種類の土を超硬合金製の特殊

な攪拌羽根で混合する仕組みであるが、組立・解体やメンテナンスが容

易な上、混合性がよいため粘性の高い土質も固化剤を使わずに改良でき

るなどの特徴を持つ。なお、場合により固化剤の使用も可能である。

平成１２年に経営革新支援法の承認を受け、大阪府から補助金を交付さ

れたほか、建設省（現、国土交通省）の堤防事業に採用されるなど高い

評価を得ている。Ｊ社の社長は自らの経験から、行政が実績のないベン

チャー企業に対してソフト面などへの本格的な支援をしない限り、企業

は育たないと感じている。

〔定期券のリユースを行うＫ社のケース〕

使用済みの定期券は名刺、トランプへの利用をはじめ、ベンチの芯材
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や製鉄の高炉燃料といったリサイクルを除いて、ほとんどが焼却処分さ

れている。鉄道会社の子会社であるＫ社（従業者数１６１人）では、親会社

で発生する年間１，０００万枚の使用済み定期券の５割程度を回収しており、

その処理に苦慮していた。

これまでは、印刷－ペット基材－磁気の３層で構成される定期券のペ

ット基材だけを名刺などに利用したため、印刷と磁気層のはく離にコス

トがかかった。そこで、定期券の印刷部分だけをはく離し、付加価値の

高い磁気層は残したままデータを書き換える磁気カードへの応用を考え

た。

カード専門印刷会社とカードリーダーの専門メーカーと共同で取り組

んだ結果、ポイントカードが完成し、今年の４月にグループ会社の商業

施設で使用されることになった。同時に、一部は全国で初めてグループ

企業内の社員用定期券にリユースされるほか、今秋から一般の利用客に

もリユースの定期券を販売するという。

定期券へのリユースには、印刷の精度や耐久性、自動改札機メーカー

の検査合格証など厳しい条件が求められたが、共同開発したパートナー

企業の高い技術力によって全てクリアすることができた。

リユースについては、段ボールのリユースや土質改良機の開発のように、

最初はなかなか市場に受け入れられなかったものの、ニーズを探り当てる

努力を惜しまないことが実を結んでいる。例えば、顧客の要望に素早く対

応できるよう回収した段ボールを種類やサイズ別に細かく分類したり、頻

繁に土木現場を観察して実際の現場で求められているものが何かを考える

努力である。「いつか必要とされる時代がやって来る」という強い信念と、

その信念を支える探究心が成功を導いたといえよう。

（優先されるべきリユースビジネス）

リユースは修理など多少の加工はあるにしても、基本的には製品をその

まま製品として使用するため、環境負荷は一般にリサイクルに比べて小さ

くなることから、優先されるべきである。
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ビジネスとして成功させるためには、先に挙げた４つの条件を満たした

上で、リサイクルでも触れたように、既存市場の商慣習の中にリユースの

輪をどう組み込むかという課題を解決しなければならない。その点で、以

上で紹介したリユースは、斬新なアイデアと事業に対する信念を持って試

行錯誤を繰り返し、それらの条件を乗り越えていった事例といえよう。

その結果、新しい「モノの流れ」を構築してビジネスとして成立させた

わけであるが、こうした取り組みは、循環型社会システムを形成する上で

最も望ましい企業活動の１つである。

（より高度な環境機器の開発が進む）

リサイクル・リユース以外にも、様々な分野で新たな公害防止・環境保

全技術が開発されている（第Ⅰ－３－４図）。これらの中には、かつて高

度経済成長期に問題となった公害対策型の機器など、古くからの技術も多

くみられるが、技術の発展によって従来検出できなかった汚染物質の除去

やより高度な除去・浄化システムなどの開発が進んでいる。次に紹介する

企業のように、本業から独立してビジネスを展開するケースも少なからず

存在する。
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第２節　汚染防止・環境修復・環境配慮ビジネスの状況

１．公害防止・環境修復ビジネス

第Ⅰ－３－４図　汚染防止・環境修復・環境配慮ビジネスの企業事例�
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〔窒素酸化物除去システムを開発したＬ社のケース〕

昭和４８年に設立されたＬ社（従業者数８人）は、大気や水質、騒音な

どの環境測定を行う企業である。大手素材メーカーの工場内で汚泥や水、

排ガスなどの測定分析を受託していたが、移転した貴金属製錬工場の窒

素酸化物（ＮＯx）処理が問題となり、平成４年頃から素材メーカーと共

同で除去装置の開発に取り組み始めた。

従来の除去装置において、乾式の場合は熱源や触媒（アンモニア）を、

湿式では酸化剤や還元剤を用いるため、除去後にＣＯ２や汚泥（硝酸塩）

などが発生する。しかし、Ｌ社ではこれまでのＮＯx測定分析の経験を生

かして、水を噴霧した特殊フィルターに排気ガスを通過させる全く新し

い方式で、ほぼ完全にＮＯxを除去すると同時に、除去したＮＯxを硝酸

として再利用できるシステムを開発した。

平成１１年には、通産省（現、経済産業省）の特定新規事業法や大阪府

の中小企業創造活動促進法の認定を受けるなど、公的融資制度を上手く

活用しながら資金回収の目途を立てている。販売では、現在３台の納入

に加えて、見積りを行っている顧客が１０件ほどあり、問い合わせも増加

している。

今後は、このシステムを応用したダイオキシン類などの除去装置の開

発を考えており、理論の構築や開発のできる人材を求めている。その意

味で原理特許の取得支援など、人材面での公的なサポートを必要として

いる。

〔水環境ビジネスに取り組むＭ社のケース〕

戦前にダムや河川用の水門の専門メーカーとして創業したＭ社（従業

者数３３０人）は、時代とともに除塵設備、下水処理設備、橋梁など、経営

の多角化を行ってきた。特に、水門は海外３３カ国に輸出し、ピーク時に

は売上げの約３０％を占めるほどであった。

しかし、円高などを契機に９年ほど前から輸出をやめ、国内もダム工

事の見直しや市場の成熟化もあり、平成元年頃から新しく水環境システ
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ムの開発を始めた。

噴水や曝気（空気の吹き込みや攪拌により液中に酸素を供給する）設

備などによって、ダム湖水を対流させることで植物性プランクトンの増

殖を抑えて水質を改善するシステムや、湖面に置いた浮島に水生植物を

栽培して直接、窒素やリンを吸収させるシステムなどがある。

こうした事業を展開するには、機械設計や土木関連のほか、化学や生

物学の技術者が必要であるという。そこで、地方自治体との共同研究、

さらには大学を巻き込んだ三者の共同研究などを積極的に展開すること

で大きな成果を挙げている。

Ｍ社では現在、水環境システムへの関心が高まっており、社会に貢献

する企業としての誇りを持っている。今後は、社員の意識をより高める

ために、ＩＳＯ１４００１の取得が必要であると考えている。

これらの分野における機器の開発は、今後もその重要性が変わることは

ないであろう。しかし、製造・加工工程で発生した有害物質をいかに除去

するかという発想（エンド・オブ・パイプ）だけでは、現在の環境問題の

解決にかなりの時間を要することになろう。したがって、今後は設計・デ

ザインの段階で有害物質をできるだけ発生させないようなものづくり、つ

まり、環境配慮製品の開発が新しい環境ビジネスとして期待されるのであ

る。

（さまざまな環境配慮製品が登場）

最近では、公害防止や環境保全の分野にとどまらず、環境に与える負荷

が少ない環境配慮製品の開発など、環境ビジネスの多様化がみられている。

特に、グリーンコンシューマーと呼ばれる環境に配慮した商品を購入し、

循環型のライフスタイルを選択する消費者の存在は、環境に配慮した製品

を開発・流通させようと考える企業にとって、大きなビジネスチャンスを

提供することになろう。
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全国組織では、平成８年に設立された企業・行政・消費者の緩やかなネ

ットワークであるグリーン購入ネットワーク（事務局は（財）日本環境協

会内）があり、関西では滋賀グリーン購入ネットワーク（１１年設立）や大

阪府が設立発起人の大阪グリーン産業創造ネットワーク（１２年設立）など

がある（第Ⅰ－３－５図、６図）。
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第Ⅰ－３－５図　グリーン購入ネットワークのホームページ�

（注）URL：http：//www.wnn.or.jp/wnn-eco/gpn/�
　　（グリーン購入情報プラザ：http：//sv2.jca.or.jp/gpn/）�



こうした組織の活用によって、求められる環境配慮製品を把握するとと

もに、自社で開発した製品の普及を促進することも可能となろう。
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第Ⅰ－３－６図　滋賀グリーン購入ネットワーク�

（注）URL：http：//www.shigagpn.gr.jp/



〔環境配慮商品の購入を支援するグリーン購入ネットワークのケース〕

企業や行政、消費者グループなどから成るグリーン購入ネットワーク

（ＧＰＮ）には、平成１３年３月現在で２，４０７団体が参加している。

優れた取組事例の表彰や紹介、購入ガイドラインの策定、個別商品の

環境情報を一覧化したデータブック・データベース作成などの活動を通

してグリーン購入の普及促進を行っている。

特に商品の環境データブック（ＧＰＮデータブック）の作成では、購

入者への情報提供のみならず、メーカー側へ環境配慮商品の開発や情報

公開を促してきた経緯があり、「用紙編」を例にとれば掲載商品数を４年

で約３倍に増加させている。

今年度以降は従来の事業に加え、環境配慮商品を取り扱う小売店のデ

ータベース化（買い物マップ）や行政・企業向けの共同購入事業を予定

するほか、地域ネットワーク設立への協力にも力を入れていく。

また、物品にとどまらずサービス分野のグリーン購入推進を狙って、

現在、印刷サービス及びホテルのガイドライン策定を進めている。

〔印刷用の製版フィルムを内製化したＮ社のケース〕

段ボール紙器メーカーであるＮ社（従業者数３１人）は、自社で使用す

る製版のコストダウンを図ろうと、製版を装着させるフィルムの内製化

を進めるうちに、フィルムと付属部品（止板棒）が焼却するとダイオキ

シン類やシアンなどを発生する素材で作られていることに気付き、ペッ

ト樹脂製のフィルムの開発を決意した。

フィルム部分はＮ社の企画でフィルムメーカーと共同開発したが、耐

久性や弾力性などの問題もあり、現在も開発が続いている。当面は大手

メーカーのものを使用するという。止板棒は、東大阪市のプラスチック

製品メーカーの技術提携によってペット樹脂製に切り替えた。

フィルムは焼却処分しても有害ガスが発生せず、止板棒もペット系接

着剤で超音波溶着されているため、フィルムと切り離せばリサイクルが

可能である。さらに、フィルムの表面に方眼線が印刷されており、回収
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時における旧製品や他社製品との区別や、製版を装着する際の位置決め

がしやすいなどの工夫がなされている。

試験研究機関で素材の強度や伸縮、印刷、着色などの試験を行い、改

良を続けた結果、数社の段ボールメーカーの工場で採用されるほか、本

年２月から正式に販売されることとなった。

〔天然洗剤を開発したＯ社のケース〕

学習塾を経営するＯ社（従業者数４人）の社長は、寝たきりの母親の

介護をきっかけに天然洗剤の開発に取り組んだ。母親の下着やシーツを

洗濯する際、従来の洗剤で何度洗っても汚れが落ちず、さらに、尿や便

のにおいが部屋の壁に染み付いたため土壁に取り替えた。その際に使用

した粘土が錆びた包丁をきれいにしたことから、粘土に汚れを吸着する

働きがあることを知り、粘土が天然洗剤の材料になるのではと考えたの

である。

数種類の粘土を調合して試行錯誤を繰り返した後、平成１０年に粉末の

天然洗剤が完成した。大阪市立工業研究所で実験を行ったところ、十分

な洗浄力のあることが証明された。さらに、大阪府立産業技術総合研究

所では除菌力、工業技術院大阪工業技術研究所（現、独立行政法人産業

技術総合研究所関西センター）では優れた生分解性の効果が確認され、

日本環境協会が認定するエコマークも取得している。

１１年８月には石鹸成分を加えて液体化に成功し、大手住宅メーカーに

提案した。メーカーの社員によって１か月間試用された後、提案からわ

ずか２か月で住宅展示場の景品として採用された。今後は、価格競争に

陥りやすいスーパーとは一線を画し、カー用品（洗浄クリーナー等）や

ペット用品メーカーの販路開拓を考えている。

Ｏ社は「洗う・磨く」などをテーマに、環境関連製品の開発を続けた

いとしており、環境活動を行う企業に対する補助金や税金の免除といっ

た資金的な支援を望んでいる。
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〔燃焼添加剤を開発したＰ社のケース〕

石油の精油最終段階で生成されるＣ重油は、安価で発熱量が高いため、

製紙、化学、染色などの工場や火力発電所、タンカーなどに利用されて

いる。しかし、燃焼後に硫黄酸化物（ＳＯx）や窒素酸化物（ＮＯx）、

ばい煙といった有害物質が発生するため、高価な脱硫装置などを取り付

けなければならない。

Ｐ社（従業者数６人）は、従来とは異なるエマルジョン（乳化）構造

を作ることができる特殊な添加剤を開発した。これをＣ重油と水の中に

加えて攪拌すると、油の粒子の中に水の粒子が包み込まれ、燃焼により

油が微細化されて燃焼効率が向上する。

水は最大５０～６０％まで混入できるため、Ｃ重油の節約になる（水を２０％

混合した場合でも全体で１０％以上の経費削減が可能）と同時に、不完全

燃焼の防止によってＳＯｘやＮＯｘなどの有害物質の発生を低減するこ

とができる。

大学との共同研究によって、新燃料に未精製の廃プラスチック油を混

ぜると軽油並の性能になることが判明し、ディーゼル機関への応用を研

究している。

こうした実験データは、ボイラーメーカーなど民間企業の自主的な応

援によって収集されているが、Ｐ社では公的機関による実験などの率先

的な実施や、新しい技術を適正に評価する機能が必要であるとしている。

当然のことながら、事業の立ち上げ段階における研究開発型の企業は、

販売実績といった成果がほとんどないため、補助金や融資などの資金調達

や実際の商談でさまざまな障壁に直面するケースが多い。また、知名度も

あまり高くないなど、開発した製品を必要とするユーザーに提供する手段

が極端に限られている。

そこで、研究開発型企業をサポートする方法として、行政による積極的

なグリーン購入が考えられる。グリーン購入法などの法制度が整備される

中で、行政が社会の方向性を示すことは十分意味のある行動といえる。そ
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れは、企業にとって１つの納入実績となり、次のステップへの礎とするこ

とができる。

また、行政による購入だけでなく、環境配慮製品の開発と評価できるも

のについては、その開発企業の製品や活動を広く府民に知らしめる仕組み

の構築や場の提供が効果的である。例えば、環境配慮製品を常設で展示す

るスペースの提供や製品を紹介するメディアの活用は、環境配慮製品の普

及に大きく貢献するものと期待される。

〔自然分解樹脂の用途開発と販売を行うＱ社のケース〕

同社はアイスクリーム、コーヒー豆等をスーパーに卸す食品問屋であ

る（従業者２０人）。平成１２年６月に同社の取引先企業（東京都内の商業印

刷、包装資材メーカー）が、ポリエチレン・ポリプロピレンを自然分解

させる添加剤の特許をもつ米国企業の日本法人と業務提携したことを契

機として、この取引先企業を通じて、この添加剤を関西地区で扱うこと

となった。

この添加剤を混合したポリエチレン・ポリプロピレンは、光、熱、微

生物の働きにより、土壌、水中、堆肥内で、最終的には水と二酸化炭素

に自然分解し、焼却しても有害物質は発生しない。また、従来の生分解

性樹脂（トウモロコシ、いも等の澱粉を原料とする）と比べると、微生

物の働きだけではなく、光と熱によっても分解促進される。さらに、添

加剤のグレードを変えることによって分解速度を調節することができる

（レジ袋は３年、コンポスト用ゴミ袋は２４時間、ハンガーは約5年など）。

一方、上記の光、熱、微生物による分解だけではなく、水によって分

解する袋も商品化されている。用途は種々考えられるが、現在は病院内

の感染を防ぐランドリー袋が主な用途である。

１２年１０月より販売を開始したが、スーパーでのレジ袋、レジロール、

ポリ袋、不織布のマイバッグ、梱包資材であるストレッチフィルムなど

多岐にわたる。

今後の商品開発としては、持ち帰り弁当の容器・スプーン・フォーク、
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文具と幅広い分野で注目されている。なお、レジ袋では滋賀県安曇川町

商工会、東京都杉並区、島根県津和野町、ゴミ袋では沖縄県、高知県な

どの自治体で採用となった。

価格は従来品に比べてわずかに高いだけで、企業にとっては経費で吸

収できる範囲であり、廃棄物対策を迫られている多くの企業で前向きの

取り組みが行なわれている。

〔リサイクルできるガムテープを輸入・販売するＲ社のケース〕

当社は建築用の電動工具や関連商品をドイツより輸入する機械工具商

社である（従業者１１人）。同社の仕入先の中にリサイクルできる植物性ガ

ムテープを開発・販売していた企業があった関係で、この企業の日本の

現地法人を通じて、この製品を輸入し、販売することができることとな

った。

このガムテープの特徴は紙が１００％であり、接着剤には澱粉のりを使用

していることである。このため、テープを段ボールに貼ったまま再生処

理を行うことができ、また、表面にワックス加工をしていないため、テ

ープの重ね張りが可能で、段ボールの再使用の回数を増やすことができ

る。

既存のガムテープでは、紙、布の素材に樹脂系の耐水剤を浸透させた

り、表面をワックス加工しており、また、有機溶剤系の接着剤を使用し

ている。このため、回収された段ボールを古紙にするために溶かす際に

は、これらガムテープは剥がす必要がある。なお、国内でも紙や澱粉の

りによるガムテープは一部で販売されているものの、ワックス加工され

ていたり、のりに樹脂が混合されているため、水に溶かす上で支障があ

るという。

平成１２年５月より関西地区で販売を開始しており（関東地区は日本現

地法人が自ら行う）、価格が既存品より安くはなく、のり面を水で濡らす

手間（自動的に水で濡らすディペンサーは装着されているが）はあるも

のの、販売は少しずつ伸びている。
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ただ、段ボールのリサイクルの手間や費用までを含めてみると、既存

のガムテープより安くつくわけであり、有害な化学物質が排出されず、

環境保全に貢献できることから、一部自治体では補助金を出して価格を

下げさせる等、販売を支援している。なお、ドイツではガムテープ市場

の７割強はこの種のテープが占めている。

大阪府が実施した世論調査によると、環境に配慮した製品に対して「価

格が高い」という意見が多い（第Ⅰ－３－７図）。Ｒ社の取引先のように、

廃棄時の処理コストまで含めたライフサイクルアセスメントにより、環境

に配慮した製品を積極的に扱う企業も一部にはみられるものの、消費者、

企業ともに従来品より安いか同程度の価格でないと環境配慮製品を購入し

ない傾向が強い。
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他方、開発・流通側にとってはある程度の量が取引されなければコスト

ダウンが図れず、ビジネスとして成立しない。このような表裏一体の関係

にある課題を解決するためには、企業の努力だけでは限界があろう。

上で紹介した様々な環境ビジネスの事例を概観していえることは、循環

型社会の形成には企業、行政、消費者の活動主体がそれぞれの役割分担の

下で、相応の義務や負担を果たしながら全体としてのバランスを保つこと

が不可欠である。三方のどちらかに役割が偏重するようなシステムは、早

晩破綻を来す可能性が高いと考えられる。

そうした危険を回避するためにも、それぞれの主体が互いに連携しなが

ら、それぞれの役割を理解することが重要であると思われる。
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環境関連の法令は近年、大きく進展し、環境技術やノウハウの革新も著

しい。これまでみたように、産業や業種、企業規模による取り組みの差は

あるものの、多くの企業は環境に配慮した事業活動を重要な経営戦略と位

置付け、自社の事業活動を環境改善の貢献のために、いかに革新していく

かを模索している。

こうした中で、最新の環境情報の収集・提供に力を入れ、依頼企業の事

業内容や経営形態に最適の対応策を提案し、経営支援するサービス業（以

下、これを環境支援サービス業とする）に対する需要が高まっており、異

業種または関連業種から、この分野へと事業を多角化する企業もみられる。

以下では「環境支援サービス業」のうち、「ＩＳＯ１４００１認証取得

支援サービス」「エネルギー支援サービス」「環境シミュレーション・サー

ビス」「リサイクル・廃棄物処理支援サービス」の企業事例をみていく

（第Ⅰ－３－８図）。

（ＩＳＯ１４００１認証取得支援サービス）

環境管理・監査の国際規格ＩＳＯ１４０００シリーズは平成８年秋に発

足した（品質管理・保証の国際規格ＩＳＯ９０００シリーズは昭和６２年に

発足）。当初、ＩＳＯの認証取得に取り組んだのは輸出関連の大手製造業
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であったが、その後、こうした取り組みはこれら大手製造業との取引企業

をはじめ、全産業、全業種、中堅・中小企業にも広がっており、平成１３年

３月末現在、全国で６，０９２件の取得件数となっている（（財）日本適合性認

定協会）。

認証取得に際して、大企業は概ね自社内で内部監査員を養成するととも

に、ＩＳＯ９０００シリーズのノウハウを活用して自社独自で取得を達成

し、さらに、そのノウハウをグループ企業に伝えていくという例が多い。

しかし、一般の中小企業では人的、資金的、時間的余裕がなく、自社独自

での取り組みは容易ではない。

すなわち、全事業活動が環境に与える影響の調査→対応のための作業手

順のマニュアル化→文書管理、といった作業の過程で膨大な文書の作成が

求められる。中小企業がＩＳＯ取得ノウハウの書籍の入手や、講演会やセ

ミナーへの参加のみによって取り組む例もみられるが、こうした書籍の著

者や講演者は大企業での実務経験者が多いため、そこでのノウハウを中小

企業がそのまま自社に適用しようとすると、必要以上の作業に人手と時間

が費やされてしまうことも少なくない。また、取得に成功したとしても過

剰な負担を抱え込んでいるため、継続維持が困難となっている例もみられ

る。

以下の企業は中小企業のＩＳＯ取得を支援するコンサルティング企業で

ある。依頼企業の業務内容や経営形態に最も適した取り組み方法を提案し、

中小企業にとっては過剰な負担となる文書管理などの作業を軽減し、効率

的に、短期間で取得できるように指導している。

〔中小企業のＩＳＯ取得を支援するコンサルタントＳ社のケース〕

当社は平成９年に創業した経営コンサルタント会社であり（従業者７

人）、主な事業は中堅・中小企業のＩＳＯ取得支援コンサルティングや、

環境啓発セミナー開催、ＩＳＯ関連書籍の出版である。

当社の特徴はＩＳＯの審査登録機関（ドイツの検査機関の日本法人）

と提携していること、中堅・中小企業を対象に依頼企業の事業規模や経
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営内容に見合った、的確で効率的なＩＳＯ取得支援を行っていることで

ある。

ＩＳＯ 取得の支援をしたコンサルティング実績はこの４年間で約７０社

（ＩＳＯ９０００シリーズ、ＩＳＯ１４００１の同時取得またはどちらか

を取得）にのぼっており、その業種は機械・金属製造業の他に、建築設

計、歯科医院など多岐にわたっている。

環境啓発セミナーは提携先の審査登録機関や、新聞社と協力して行う

ことが多く、これまで、韓国（同国通産部も共催）、東海地区（浜松地域

テクノポリス）、関西地区での実績がある。その内容はＩＳＯの概要から

内部監査員養成講座まで幅広いセミナーを行っている。

このほか、地球環境保全教育、海外研修生の受入れなどの国際協力を行

うＮＧＯ（非政府組織）に属しながら、中堅・中小企業の環境ＩＳＯの取

得支援を行う以下のような例もみられる。

〔環境マネジメントシステム構築支援を行う企業Ｔ社のケース〕

当社代表は平成４年に２７年間勤めた化学メーカーを退職して独立し

た経営コンサルタントである。中堅・中小企業のＩＳＯ１４００１の取

得支援を専門とするが、同時に（財）オイスカ関西総支部環境ＩＳＯ部

会事務局長、ＩＳＯの審査登録機関の審査員、関西環境ウェーブ（環境

勉強会などを行う任意団体）代表を兼ねる（オイスカは地球環境保全教

育、海外研修生の受入れなどの国際協力を行うＮＧＯ（非政府組織））。

当社はこうした専門家集団とのネットワークを活用しながら、中堅・中

小企業への啓発やＩＳＯ普及のためのコンサルティング活動を進める。

環境セミナーなどにおいては、大阪府内の商工会議所、大阪府経営合

理化協会、他県では中小企業振興公社などと連携しつつ、講師として参

画している。このような関係各機関のニーズを捉えたきめこまかな活動

を通じて、環境に配慮した事業活動の重要性を企業に認識させるための

啓発、ＩＳＯ１４００１の普及、ＩＳＯ取得支援コンサルティングなど
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を展開する。

なお、ＩＳＯ１４００１は取得後も継続的に改善し（３年毎に更新）、

レベルを向上していくことが求められているため、社員の研修や、企業

内の内部監査員の養成などアフタケアにも力を入れている。

（エネルギー支援サービス）

エネルギー分野での環境ビジネスとして、「新エネルギーの開発」と

「省エネルギー支援サービス」が挙げられる。新エネルギーには太陽光発

電、風力発電、廃棄物発電、太陽熱利用（太陽温水器、ソーラーシステム）、

燃料電池（水素と大気中の酸素を反応させて発電する）、コージェネレー

ション（天然ガスにより熱と電力を供給）などがある。

以上のうち、近畿には太陽光発電、廃棄物発電の分野で全国的にも高い

生産シェアをもつ大企業や素材・部品を生産するベンチャー企業がみられ

る。また、大阪府においては、太陽光発電設備を平成８年度、村野浄水場

に設置し、１３年度には農林技術センターに設置を予定するなど、新エネル

ギー導入を積極的に推進しており、この分野への進出は大阪府施策に合致

し、有望である。ただ、新エネルギーの取り組みにあたっては、資本力、

技術力が求められるため、大企業であっても他社（主に異業種）と組み、

数社で開発にあたっている例が少なくない。中小企業においては、自社の

アイデアをこれら企業に提案するという関与は考えられるものの、一般に

事業化への取り組みには相当な工夫と資金力を必要とする分野といえよう。

こうしたことから、ここでは中小企業にとって比較的ビジネスチャンス

が期待できると思われる「省エネルギー支援サービス」をみることにする。

当事業はユーザーのニーズにきめ細かく対応しつつ、需要を開拓していく

という点で中小企業の活躍が期待できる分野といえる。

（ＥＳＣＯ）

以下、「省エネルギー支援サービス」であるＥＳＣＯ（エネルギー・サ

ービス・カンパニー）についてみていく。ＥＳＣＯはエネルギー（主とし

て電力）使用量が高い事業所の依頼を受け、業務内容に応じた省エネルギ
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ー計画を策定し、適切な省エネルギー機器導入の助言、空調設備などの管

理、メンテナンスなどを行う。

例えば、業務用電力料金は最大需要電力（デマンド値）を基準として設

定されるため（夏場の一時的な電力ピーク時の使用電力を基に年間料金が

設定されるなど）、電力ピーク時に省エネルギー機器の導入により使用電

力を制御すれば、電力料金の削減につながるわけである。

依頼者とＥＳＣＯは一般に「パフォーマンス契約」と呼ばれる料金契約

を交わすが、これは依頼者が削減することができたエネルギー・コストの

一定割合をＥＳＣＯが料金として受け取る（削減できなければ料金は要求

しない）というシステムで、依頼者にとってもコスト負担となることはな

い。

改正省エネルギー法では大口電力需要者は使用量に応じて年間一定割合

の削減が法的に義務付けられていることも、ＥＳＣＯに対する需要を高め

ている。

なお、大阪府でも府の施設において省エネルギー化による経費節減に取

り組んでおり、府立母子保健総合医療センターではＥＳＣＯを活用した省

エネルギー計画の策定が進められている。

以下ではＥＳＣＯの企業事例をみていく。

〔エネルギーに関する総合的サービス業を行うＵ社のケース〕

当社は平成５年に創業した空調機器の温度制御（サーモ・コントロー

ル）メーカーであるが（従業者２５人）、現在はエネルギーに関する総合的

サービスを主力事業とする。

一般事業所の電気料金のなかでは空調機器の稼働に要する費用が最大

であることに注目し、同社は空調機器の自動制御（個々の機器に対応し

てきめ細かく制御率を設定）を通じて電気使用量の節約を図るシステム

を開発している。これまで、企業は省エネルギーを図るために電気管理

者が手動で空調機器の制御を行っている例があるが、高圧電力の契約方

法（季節別、時間帯別など）やその事業所の営業内容によってきめ細か
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な対応が必要で、担当者が装置の監視のために費やす人件費を勘案する

と費用の節約にはならないケースが多かった。

同社が開発したのは、こうした空調機器の稼働・停止の制御をパソコ

ンのプログラムで自動的に行うシステム機器とパソコンのソフトウェア

であり、停止（１回３分）の台数、間隔、時間帯などのデータ入力によ

ってきめ細かな制御が可能となる。また、単価料金が高くなる時間帯は

制御率をあげるといった条件設定の変更も簡単である。

さらに、オンラインで遠隔操作でき、大規模施設でも担当者はオフィ

ス内のパソコンのモニター画面に表示された現在の値と目標値をリアル

タイムで監視さらには制御することができる。また、電気管理者以外で

もパソコンのディスプレイ上で画面を確認しながらマウス・キーボード

で簡単に操作できるようにしている。このシステムの導入によって電気代

は従来の２０～３０％削減できるなど効果は大きい。

導入費用はリースや割賦によって支払われるが、省エネルギーで節約

された電気代の一部をあてているわけであり、コスト削減による利益増

となる。このため、経費削減に取り組む企業やＩＳＯ１４００１の取得

をめざす多くの企業にとって好評である。

今後はインターネットの接続回線を通じて同社内で依頼先のモニター

を監視、制御、メンテナンスをすることを考えており、これにより依頼

企業の総合的な省エネルギーサービスを行うことを計画中である。

（環境シミュレーション・サービス）

環境シミュレーション・サービスとは、例えば都市開発において、道路

の新設計画が示された段階で、交通量、騒音、振動、大気汚染などによる

地域環境への影響を予測するもので、開発者は予測結果に基づいて、計画

の見直しやその対策を講じる。こうしたシミュレーションの方法は現地実

態調査により様々なデータ収集をした後、独自に開発したソフトウェアに

よりコンピュータの画面上で行われる。

以下では各種の環境予測を行う環境計画コンサルタント企業の例をみて
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いく。

〔環境シミュレーションを行う環境計画コンサルタントＶ社のケース〕

当社は平成元年に創業した環境計画に特化したコンサルタント会社で

あり（従業者７５人）、開発事業者より依頼を受けて、道路、工場、事業所、

大規模造成、大型商業施設などの立地に際し、環境アセスメントの実施

をはじめとする各種の環境影響予測・評価・対策の検討を行っている。

その内容は大気・騒音・振動など環境の現状を現地において調査するこ

とから始まり、開発による周辺環境や交通などへの影響をシミュレーシ

ョンし、その結果に基づく対策の検討・提案に至るまで一貫した対応を

行う。

また、近年、その重要性に対して注目度が高まっているクマタカ、オ

オタカなどの貴重動植物をはじめとする自然環境についても、調査から

予測・評価・対策の検討まで自社独自の対応を行っている。

地域開発事業が行われる際、自然環境への影響や地域住民・事業所へ

の影響を構想・計画段階で調査、予測、測定し、その対策を講じたり、

事業計画の修正等を行うことは重要となっており、需要は順調に推移し

ている。

シミュレーションにおいては、現地実態調査に加えて、コンピュータ

による解析を行うが、そのソフトウェアの開発は自社独自で行っている。

道路の場合では、立体道路など複雑な構造における騒音の反射状況も分

析でき、高い水準が評価されている。なお、これら予測シミュレーショ

ンプログラムの一部はパッケージソフトとして販売しているが、調査・

予測を本業とする企業が自ら開発しているため、関連企業間では使いや

すいソフトとして好評であり、また、大阪大学大学院での講義にも使用

されている。

なお、商業施設の場合では大規模小売店舗立地法が施行（平成１２年６

月）され、出店企業に対して廃棄物の減量やリサイクル、騒音対策など

地域の環境保全対策が厳しく求められるなかで、関係機関との調整から
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環境面に配慮した建設計画まで総合的なコンサルティングを行っている。

（リサイクル・廃棄物処理支援サービス）

産業廃棄物の処理企業においては、埋め立て処分場が減っているなかで、

焼却・埋め立て処分を中心とした事業から、依頼企業への分別廃棄やリサ

イクル技術のコンサルティング、環境機器の販売などの支援サービスを拡

充させつつある例がみられる。

以下では本業の廃棄物処理事業を中心に依頼企業の環境に配慮した活動

を支援するサービスへと事業を多角化している企業の例をみていく。

〔総合的な環境支援サービスを展開する廃棄物処理業Ｗ社のケース〕

当社の主力事業は産業廃棄物の収集運搬、中間処理（解体、破砕、選

別、焼却）であり、これに関連して廃棄物の再資源化、工場の汚泥沈澱

槽などの清掃や保守・点検、環境汚染物質の数値測定などを行う（従業

者数７０人）。

産業廃棄物の処理については、可能な限りリサイクルしていくことに

努めている。これは、埋め立て処分場が減り、最終処分業者に委託する

際の料金が引き上げられていることや、廃棄物の再資源化の促進に向け

た法令が整備されてきていることによる。

廃ＯＡ機器類ではマテリアルリサイクルとサーマルリサイクルがあり、

前者は手作業による解体・細分解の後、鉄・アルミニウム・単一プラス

チックなどに製練・再生される。一方、後者は混合プラスチック・ゴム

などを焼却し、その廃熱を利用して蒸気タービン発電を行い、電力供給

をする。

なお、有機性汚泥や動植物性残渣では堆肥化が行われ、土壌改良肥料

の原料となる。

このほか、依頼企業の環境に配慮した活動を支援するために、環境機

器の販売、環境コンサルティングも行う。扱う環境機器は圧縮梱包機

（プラスチック類、段ボールなどを圧縮梱包するもので欧州より輸入）、
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破砕機（硬質プラスチック、ガラス、空き缶などを破砕）、業務用生ゴミ

処理機などである。

環境コンサルティングについては、セミナーの開催、専門コンサルタ

ントの派遣、ＩＳＯ１４００１の認証取得支援などを行っている（同社

は平成１２年９月にＩＳＯ１４００１を取得）。
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◇◇◇関西の環境産業◇◇◇
環境分野に取り組む企業は近年増加しており、環境ビジネスに関する

雑誌や書籍も多数出まわっている。これまで、廃棄物として処理されて
きた家電製品に、リサイクルが義務づけられるなど循環型の社会経済シ
ステムへの移行が進んでいる。一方、産業界では企業活動の基本軸を環
境対応型へと転換し、原材料の調達、製造・販売システム、最終製品に
至るまでのすべてを省エネルギー、環境対応型へ変えつつある。また、
汚染された土壌や水質の改善が急務の課題となっている。
このような種々の課題に応じる企業が今、求められており、ビジネス

チャンスが生まれている。しかし、環境ビジネスは有望分野であるとは
いえ、ＩＴ産業等とは違い、その成長・発展には多くの時間を要し、地
道な取組が必要である。
たとえば、環境ビジネスに必要とされる機械や化学・バイオテクノロ

ジーの開発には、多額の資金と時間が必要である。また、有害物資の分
解や除去に関する要素技術は多くの場合、それ単体では使用されず、他
の機械設備やシステムと組み合わせて使われる。
このために、研究開発企業と既存メーカーの連携が必要となるが、そ

の実現は容易ではなく、又、開発技術の実用化までには、大規模な実証
実験が必要となるケースが多い。
関西圏は環境関連産業の集積が大きく、この分野で優位性があると一

般に言われているが、必ずしもそうとばかりは言えない。
大手エンジニアリング企業やこの分野に特化したベンチャー企業が存

在していることは事実であり、関西の強みであると言えるが、環境ビジ
ネスの主流がエンドオブパイプ型処理技術から生産プロセスそのもの、
製品そのものの改良(エコプロダクト)や新材料、新エネルギーへ移行し
つつあり、環境産業における構造転換が進んでいる現状に対して、関西
圏の企業の対応は必ずしも迅速であるとはいえない。ＩＳＯ１４０００
の取得について、関西企業の当初の動きは関東に比べて鈍かったこと、
エコプロダクトショーなど全国レベルの活動や行政機関の対応にも遅れ
が見られると関係者は指摘している。
今後、この分野での関西産業界の強力な取組が必要である。
それは、従来の企業を後ろから押す形の産業支援というよりも、むし

ろ関西の産業界が環境対応型へ転換を積極的に進め、新技術の採用につ
とめるなど、顧客創造型の活動が有効と考えられる。関西産業の環境対
応への取り組みが活発化すればするほど、ビジネスチャンスは拡大し、
関西の環境関連産業の発展が進むと考えられる。

大阪府立産業開発研究所　顧問　野口　隆
株式会社関西総合研究所　主幹研究員
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（環境保全活動における企業間格差）

大阪の企業の環境保全の活動について、現在どのような活動に取り組み、

今後どのような取り組みを強化しようとしているのかは、第２章でみたと

おりである。こうした検討を通じて大阪の企業の環境保全活動が活発化し

つつある現状が確認されるが、しかし同時に、既に指摘したことであるが、

これを企業規模別にみた場合、中小企業と大企業の間で大きな格差が存在

していることは否定できないようである。

製造業の規模別の環境保全活動の格差を、現在と今後についてそれぞれ

大きい順に上位５位まで並べたのが第Ｉ－４－１図である。これによると、

現在では「ＩＳＯ１４００１の認証取得」「省エネルギー」「省資源」「排

出規制」「社内外における環境啓発活動」の順に、また今後では「ＩＳＯ

１４００１の認証取得」「環境会計の導入」「省資源」「社内外における環

境啓発活動」「環境に配慮した資材・機器等の購入」の順に格差が大きく

なっている（第Ｉ－４－１図）。一方、卸売業において同様の格差を算出

してみると（これは現在だけである）、上位５位は「環境に配慮した商品

を自社で企画・開発し、販売先に提案」「事業所内の廃棄物の削減、ゴミ

の分別廃棄」「物流の効率化」「梱包材や容器の変化」「社内で使用する備

品のグリーン購入」となっているが（第４－１－２図）、格差自体は製造

業の現在、今後よりもともに小さい。
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数値が大きいことはそれだけ中小企業と大企業の格差が大きいことを意

味するので、数値が概して小さい卸売業は格差が存在してはいるものの、
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第Ⅰ－４－１図　環境保全活動における中小企業と大企業の格差（製造業）
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その差は製造業よりも小さいことを示している。製造業では生産活動が直

接環境悪化の原因となり、その対策から環境保全の活動にも多大のコスト

を必要とするケースが多く、それだけにもともと経営資源に違いのある中

小企業と大企業の間で大きな格差が生じやすい。これに対して卸売業では

製造業ほど大掛かりな環境保全活動が必要とされるケースが少なく、中小

企業でも対応可能な環境保全活動が多くなっているという理由から、中小

企業と大企業の格差は製造業ほど大きくないのである。

とはいえ、製造業における中小企業と大企業の格差が大きいと言っても、

中小企業の環境保全活動が進展していないというわけではない。例えば、

両者の格差が最も大きいのは現在、今後ともに「ＩＳＯ１４００１の認証

取得」であるが、中小企業のこの問題への取り組みは現在の９．６％から今

後の２３．２％へと上昇している。ところが、大企業の割合が６２．５％から７４．２％

へと上昇しているため、数値は５２．９（現在）、５１．０（今後）と現在、今後

ともに最大値となっている。

（中小企業の環境保全活動の重要性）

環境保全活動における中小企業と大企業のこのような格差は中小企業、

とりわけ中小製造業に対して差し迫った問題を提起している。それは、環

境保全を巡る近年の議論を踏まえると、中小製造業の環境保全活動が低調

であれば、これら企業は「企業市民」として地域住民と共生していくこと

はできないだろうし、またその製品が市場で高い評価を得ることは不可能

だろうということである。さらに当該の中小製造業が大企業の協力会の一

員であれば、いずれはそうした協力会から脱落せざるを得なくなるかも知

れない。大阪では大手家電メーカーが自社の協力会の会員企業を対象に

「ＩＳＯ１４００１の認証取得」に向けた勉強会を始めているが、こうし

た動きがそうした結果を予測させる。

このようにみてくると、環境保全活動は中小企業の活性化と密接な関係

を持っていることがわかる。そこで、大阪産業の活性化のためには中小企

業の活性化が基本的な条件となっているという現状を考慮すると、中小企

業の環境保全活動、すなわち環境重視の企業活動の強化が大阪産業の活性
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化にとって決して軽視することができない要因となっている事情が理解さ

れるに違いない。

企業活動の基準が変化しているという現実を承認した上で、すべての企

業にそうした基準に適応する努力が求められるようになっている。中小企

業だからといって「甘え」が許されない時代が到来しているのである。

（企業の環境保全活動と環境ビジネス）

企業の環境保全活動を強化し、循環型社会を形成するのに重要なもう１

つの要因は、第３章でみた環境ビジネスの発展である。そして、企業の環

境保全活動とここでみる環境ビジネスとの関係について述べておけば、企

業の環境保全活動が活発化すればするほど環境ビジネスの市場が拡大し、

また環境ビジネスが発展すればするほど企業の環境保全活動が進むという

関係にある。

（環境ビジネスにおける中小企業）

第３章では大阪産業の環境ビジネスへの進出の実態を、リサイクル・リ

ユース、汚染防止・環境修復・環境配慮ビジネス、環境支援サービス業の

３つの側面から捉えたが、そこでの説明から知られるように、この環境ビ

ジネスにおいては、大企業だけでなく、中小企業の活躍も目立つというこ

とである。それは次のような理由による。

第１に、企業の環境保全活動が活発化するにつれて、従来からの環境関

連の製品や事業の市場が拡大しつつあるからである。

例えば、破砕機・粉砕機関連のＥ社のケースがそれである。破砕機・粉

砕機の専門メーカーである同社は、最近の企業における環境保全活動の高

まりの中で業績を拡大している。研削液・洗浄液のリサイクル装置を開発

し、近年になってその売上げを伸ばしているベンチャー企業Ｇ社のケース

も同じである。また、段ボール箱やプリンター用カートリッジのリユース

事業に従事するＨ社、Ｉ社のケースもこれに該当する。どちらも以前から
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取り組んでいたリユースの事業が、環境保全活動の一環である資源の有効

利用という要因を追い風としながら伸びている。ただ、これらＨ社、Ｉ社

のケースではさらにもう１つ、不況下の経費削減という要因もプラスに影

響している点が見逃せない。

第２に、同様に、企業の環境保全活動が活発化するにつれて、環境保全

に役立つ新しい事業を企業化すべく新規開業するケースが増加しつつある

からである。

大手企業を退社してペットボトルのリサイクル専門の企業を立ち上げ、

成功しているＤ社のケースやＩＳＯ１４００１認証取得支援のためのサー

ビス業を新規開業したＳ社やＴ社のケース、さらには環境シミュレーショ

ンを行う建設コンサルタントＶ社のケースなどがこれに該当する。環境関

連の新規開業事例としては、このようにとりわけサービス業の新規開業が

目立っている。

第３に、企業の環境保全活動の活発化だけでなく、府民の環境意識の高

まりという状況への対応などからも、環境関連の新しい事業を新規事業部

門に育てようとする動きが強まっているからである。

そうした代表例は、再生原料（ペットボトル）を使ってセーターやカー

ディガンを開発し、これを新しい事業に育て上げようとしている忠岡町ニ

ット産地のケースである。同時に「環境に配慮した」添加剤やエコテープ

の新規取り扱いを始めたＱ社やＲ社のケース、さらには建設現場から発生

した土のリユース用機械を開発したＪ社のケースなどがこれに該当するで

あろう。

中小企業の環境ビジネスという場合、段ボール箱などのリユース事業や

ペットボトルのリサイクル事業のようにアイデアと小回りを効かしたニッ

チ（隙間）市場の開拓という形態が典型的とみられるが、しかし業種的に

は、製造業、卸売業だけでなくサービス業（コンサルタント業）を含む相

当幅広い業種に及んでいる。しかも新規開業企業には新たな研究開発型の

企業も生み出されてきており（例えば、先にみたペットボトルのリサイク

ル専門の新規開業企業Ｄ社はベンチャービジネスとしての出発である）、
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また、リユース事業には段ボール箱のリユースのように新しいサービス業

とみるべきケースも含まれている。

企業の環境保全活動の活発化と府民の環境意識の高まりという環境を巡

る情勢の変化は、このように中小企業に対する新たなビジネスチャンスも

創出しているのである。

（環境保全活動のメリット）

環境保全に関する議論が盛んになる中で、中小企業の環境保全活動が低

調に推移すれば、当の中小企業にとって特に対地域、対取引先（受注先）

など対外関係の面で様々な不利益が生じるであろうことは、先に指摘した

とおりである。こうした理由から、中小企業においても環境重視の企業活

動が推進されねばならなくなってきているのであるが、しかしその重要性

はこの点に止まるものではない。環境保全の活動を強化する過程で従業員

の意識改革を促し、これまでの企業活動を様々な側面から見直すことを通

じてより一層有機的で効率的な社内体制を構築することに有効であるとい

う理由からもこの活動が重視されねばならない。環境重視の企業活動はそ

の対内関係の面からも必要なのであるが、そのことは、ＩＳＯ１４００１

の認証取得のメリットとして、「環境負荷の低減」「社会的信用の向上」と

並んで「社員の意識改革」や「社内管理体制の強化」という項目が上位を

占めていることからも知ることができる（前掲第１－２－１９図参照）。

（ＩＳＯ１４００１の認証取得にかかるコスト）

ところで、このＩＳＯ１４００１の認証取得に関していえば、これが企

業の環境保全活動の一定の到達点を示す指標としての役割を果たしている

ことは、改めて説明するまでもないところである。そして、前でみたよう

に、こうしたＩＳＯの認証を取得する企業が大企業はもちろん、中小企業

でも次第に増加しつつあることは中小企業における環境保全活動の高まり
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の証明として見落とされてはならない事実である。こうした理由から環境

保全に対する積極的な姿勢の表明として中小企業でもＩＳＯの認証取得が

推奨されるのであるが、ただ、この認証取得にはかなりの費用がかかり、

またその準備に何らかの人員を割り当てる必要が出てくることも確かであ

る。外部のコンサルタントを使うと、認証取得には１，０００万円近くの費用が

かかるというのが通例のようであり、このため認証取得を目指してグルー

プを組み、１社当たりのコンサルティング費用を軽減するというやり方が

とられる場合もある。

（環境省「環境活動評価プログラム」）

しかし、いずれにしても、ＩＳＯの認証取得には一定の費用と人員が必

要であるということになると、環境保全活動の重要性を承認している中小

企業であってもそれに着手することはなかなか困難である。そこで、こう

した中小企業は、既に第２章で紹介した環境省の「環境活動評価プログラ

ム」（平成８年策定、１１年一部改定）を活用して、環境保全活動に取り組

むというのも１つの方法であろうと考えられる。

「我が国には、７００万近い事業所（学校や病院などを含む）があると言

われています。今や、規模や種類を問わず、あらゆる事業者が、自主的・

積極的に環境にやさしい活動に取り組んでいくことが求められています」

（同プログラム「はじめに」より）。

プログラムはこのような現状認識に立って、「この『環境活動評価プロ

グラム』は、こうした幅広い事業者に対し、自主的に『環境との関わりに

気づき、目標を持ち、行動する』ことができる、簡易な方法を提供するも

のです。このプログラムに参加することによって、効果的に環境保全の取

組に着手することができるでしょう」（同）と指摘し、事業活動に伴う環

境への負荷の簡易な把握の方法や環境保全のために事業者に期待される具

体的な取り組みのチェックリストを示し、自己チェックの結果をベースと

した環境行動計画作成のための指針を提示している。

以上は中小企業の環境保全活動に対する国の支援策であるが、大阪府で

も次のような支援策がある。
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（情報の提供）

第１に、（財)大阪産業振興機構経営支援部（中小企業支援センター）が

取り組む環境・エネルギー問題に関する情報提供である。

同経営支援部では、省エネや環境マネジメントシステムについてのガイ

ドブックの作成、容器包装リサイクル法や家電リサイクル法などについて

の解説パンフの作成やセミナーの開催など、環境・エネルギー問題に関す

る情報提供を行っている。

また、同経営支援部では「エネルギー使用合理化相談員」が常駐し、中

小企業からの相談に対応するとともに、さらに詳しい相談には中小企業総

合事業団の「エネルギー使用合理化専門員」を直接企業に派遣し、設備の

改善や省エネ設備の導入などについて相談・助言する事業も行っている。

こうした専門員は技術士、エネルギー管理士、電気主任技術者及びボイラ

ー技士などの資格を持つ専門家である。

（人材育成の支援）

第２に、（社）大阪府経営合理化協会が実施している環境保全活動に関

連した人材の育成である。

同協会では、１０年度から毎年１回「工場及び生産現場の環境対策コース」

という講座を実施しており、この講座を通じて中小企業における環境保全

活動に関連した専門家の育成が図られている。また、この講座には毎回特

定の企業を訪問して現場実習を行うカリキュラムが含まれており、工場で

作業を見ながら環境影響診断をすることができるということで、参加者に

は好評を博している。

なお、同協会では、ＩＳＯ１４００１の認証取得の支援を始め、その認

証取得に必要な内部環境監査員養成の支援などにも取り組んでおり、それ

ぞれ要請に応じて直接専門家を企業に派遣する体制も準備されている。

（ＩＳＯの認証取得資金の融資）

第３に、ＩＳＯの認証取得に必要な資金の融資である。

外部のコンサルタントを使ってＩＳＯ１４００１を認証取得しようとす

るとおよそ１，０００万円近くの費用がかかることは前述したとおりである。そ
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こで大阪府では、産業活性化資金融資の中に、９０００シリーズを含めＩ

ＳＯを認証取得しようとする中小企業に対して必要資金を融資するメニュ

ーを準備し、中小企業によるＩＳＯの認証取得を資金面から支援しようと

している。

（公害対策関連の融資制度）

第４に、大阪府の公害対策関連の融資制度である。

環境保全のうちの公害対策については、大阪府中小企業公害防止資金特

別融資制度がある。これは、府内に６か月以上事業を営んでいる中小企業

者を対象に、公害を防止するために必要な処理施設（産業廃棄物処理施設

の整備を含む）の設置、改善または工場・事業場の移転の必要が認められ、

かつその防止計画が適正と認められる業者に対して融資を行う制度で、同

時にこの制度には府が利子補給をして借り手の利子負担を軽減するという

措置も含まれている。

一方、国の制度に小規模企業者等設備資金貸付という制度がある。府内

の小規模企業者等（原則従業者数２０人以下の事業者、商業・サービス業で

は５人以下の事業者）を対象に機械設備等の導入に必要な資金の貸付を行

うものであるが、公害防止施設の導入の場合は償還方法が有利となってい

る。これは（財）大阪産業振興機構が取り扱っている。

大阪府は、平成１２年９月に大阪産業再生プログラム（案）を策定した。

そして、その中では育成すべき新産業分野として、情報通信、バイオ、環

境、健康福祉の４分野が挙げられており、環境についても「環境関連分野

の創出」として各種施策が盛り込まれている。そこでは「大阪産業の再生

に資するため、本府自らが率先した取り組みや産業界や消費者である府民

への意識啓発等により環境関連市場の拡大を図るとともに、環境関連産業

の育成や環境保全型の製品・サービス創出のための技術面等における支援

を行っていく」と指摘されているが、下記の支援策もこうした施策の一環

である。
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（ＡＰＥＣバーチャルセンターを通じた情報提供）

上述した大阪産業再生プログラムで指摘されていることであるが、大阪

府はインターネットによる環境保全技術情報の交流促進を目的とする「Ａ

ＰＥＣ環境技術交流促進事業運営協議会」に参画し、府域の環境保全技術

情報の提供に努めている。同協議会は、関西の自治体・経済界・研究機関

等が保有する環境保全技術情報をインターネットを通して発信し、地球環

境問題へ貢献することを目的として設置されたもので、現在、ＡＰＥＣバ

ーチャルセンターは約４，０００リンクを有し、月間約８，５００件のアクセスがな

されている。

１１年度より、このネットワークの上に環境関連の中堅・中小企業の製

品・技術情報のホームページを作成し、情報を発信することで環境ビジネ

スの振興を図っている。

（大阪グリーン産業創造ネットワークの役割）

さらに環境ビジネスの発展を促進するための支援策としては、１２年５月

に設立された「大阪グリーン産業創造ネットワーク」の強化を図ることが

重要である。

同ネットワークは、大阪経済の活性化のためには環境・エネルギー関連

産業の振興が不可欠であるという立場から、府内でＩＳＯ１４００１を認

証取得した企業と自治体がネットワーク組織を結成し、「参加企業のグリ

ーン調達に関する行動指針を採択し、グリーン商品購入に関する情報交換

を通じて、グリーン市場を創造及び拡大していく、またその活動の一環と

して、府内のグリーン産業関連企業の製品情報や新技術情報との交流の場

を提供することで、グリーン産業が大阪で飛躍的に成長するための仕組み

づくりを行う」（設立趣旨書）ことを目的としている。ちなみに、１３年２

月末現在においてＩＳＯ１４００１を認証取得しているのは４４６サイトで、

その内訳は民間企業４４２事業所、自治体４事業所である。

（製品情報や技術情報の交流の場の提供）

上述した設立趣旨書の中で、「グリーン市場を創造及び拡大していく」

一環として同ネットワークが推進しようとしている「府内のグリーン産業
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関連企業の製品情報や新技術情報との交流の場の提供」が、まずは中小企

業の環境ビジネスにとって大きな意味を持っている。というのは、中小企

業の環境ビジネスにとって、「環境に配慮した新製品」を開発したり、新

規取り扱いを開始しても、資金不足や人材不足から営業活動やそのための

宣伝活動にまではなかなか手が回らず、このような理由から、販売力強化

のため新製品の宣伝または発表の場を望む中小企業が圧倒的に多いからで

ある。したがって、「製品情報や新技術情報との交流の場の提供」という

同ネットワークの提起は、中小企業の環境ビジネスのこうした切実な課題

の解決に大いに役立つだろうと期待される。

もちろん、こうした場で発表された新製品に関する情報は、インターネ

ットを通じて発信されることが望ましいし、また、こうした新製品が一定

の数に達したなら、それらを一堂に会して展示会を開くというような計画

も将来検討される必要があろう。

（グリーン調達比率の引き上げ）

同ネットワークが推進しようとしている取り組みのうちもう１つ重要な

のは、「参加企業のグリーン調達に関する行動指針を採択」するという指

摘である。この部分は別のところで「参加企業のグリーン調達の実態を調

査し、調査結果を情報公開することで参加企業のグリーン調達比率の引き

上げを促進する…」ともっとはっきり書かれている。グリーン調達比率の

引き上げは１３年度から実施されるグリーン購入法（「国等による環境物品

等の調達の推進等に関する法律」）の目標でもあるが、参加企業のグリー

ン調達比率を引き上げることによってグリーン市場を拡大し、グリーン産

業の育成を図ろうというのである。グリーン調達比率が引き上げられれば

当然環境ビジネスの市場が拡大するので、こうした試みは中小企業の環境

ビジネスにとっても好影響を与えるであろう。また、参加企業のグリーン

調達比率の引き上げは、同ネットワークに未参加の企業にも同様の動きを

誘発する可能性があり、そうなれば環境ビジネスの市場はさらに広がると

いうことになるだろう。中小企業の環境ビジネスはこうした動きからもプ

ラスの影響を引き出すことができる。
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ちなみに、こうしたグリーン調達比率の引き上げに関連して、先に大阪

府では９年３月に「環境にやさしい大阪府庁行動計画－大阪府庁エコアク

ションプラン－」を策定し、府が事業者、消費者の立場からあらゆる事務

事業に環境への配慮を徹底していくことを目指して取り組んできている。

その一環として、１１年２月に本庁舎で、１１年８月に村野浄水場でＩＳＯ１

４００１を認証取得した。

この取り組みの中で、９年度から事務用品を対象とするグリーン購入を

推進してきたが、前述したグリーン購入法の施行に伴い、グリーン調達の

拡大を図るため、庁内に研究会を組織して対象分野・品目の拡大を検討し

ている。さらに大阪府では、環境負荷の少ない車（天然ガス自動車や電気

自動車等の低公害車、ガソリン車、ＬＰＧ車、京阪神６府県市指定ＬＥ

Ｖ－６（低ＮＯｘ車））による配送を促進するため、本庁及び警察本部が

調達する物品の納入に際して、これら車両による配送を受注者側に求めて

いく「グリーン配送」を１４年度から実施する予定となっている。

（環境会計の導入）

また、府内企業が環境保全活動を効率的・効果的に推進するため、その

費用と効果を定量的に把握・分析するのに重要な役割を果たすのが環境会

計である。大阪府では経済団体等との連携によるセミナーの開催を通じて

環境会計の導入とその結果の公表を促進していく。

（中小企業創造活動促進法と中小企業経営革新支援法）

環境に配慮した製品や事業の開発には資金が必要であるが、そのために

は国の制度が活用できる。中でも中小企業創造活動促進法と中小企業経営

革新支援法が中小企業の環境ビジネスに役立つ。

中小企業創造活動促進法（以下「創造活動法」と略す）は７年度からの

実施である。ここでいう「創造活動」とは、創業や研究開発・事業化を通

じて新製品・新サービス等を生み出そうとする取り組みのことで、創造活

動法の適用を受けようとする中小企業は自社の取り組みを「研究開発等事

業計画」にまとめ、都道府県知事の認定を受ける必要がある。そして、こ

うした都道府県知事の認定を受けた中小企業に限ってではあるが、融資、
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課税の特例、補助金などの各種支援措置を申し込むことができる。

一方、中小企業経営革新支援法（以下「経営革新法」と略す）は１１年度

からの実施である。創造活動法が中小企業の研究開発の支援に重点を置い

ているのに対して、経営革新法は研究開発だけでなく、新製品の生産や新

しい販売方法の導入、役務の新たな提供方式の導入なども支援し、しかも

単独の中小企業だけでなく異業種交流グループ、組合等も対象としている。

つまり、経営革新法は創造活動法と比較して支援対象を大きく広げた点に

特徴がある。なお、この経営革新法の適用を受けたい中小企業は「経営革

新計画」を作成し、都道府県知事（又は国の地方機関等の長）の認定を受

ける必要があることや都道府県知事等の認定を受けた中小企業に限って各

種の支援措置を受けることができることなどは創造活動法と同じであるが、

ただ、経営革新法では「経営革新計画」の中に経営目標を設定し、その達

成のための企業努力が必要とされる点が創造活動法と少し違っている。

創造活動法や経営革新法の知事認定等を受けた企業がすべて支援措置を

申請し、何らかの支援措置を受けているというわけではない。当該中小企

業の社会的信用を高めるということで知事認定等を受けても、支援措置の

申請を行わない中小企業も存在するからである。しかしながら支援措置を

申請し、実際に支援措置を受けた企業においてはこれらの支援措置が経営

の改善に役立ったというケースが少なくない。第３章でそうしたケースの

一端は紹介しているが、いずれにしても環境に配慮した新製品開発や新規

取り扱い、新規事業の開発などにすでに取り組んでいるか、或いは今後取

り組もうとする中小企業は、こうした制度の一段と積極的な活用が望まれ

る。

（大阪府も特例金利を適用して支援）

なお、創造活動法、経営革新法に関連して、同法の支援メニューの中の

新産業創造支援資金融資、経営革新等支援資金融資については、同法の知

事認定等を受けた中小企業で、その事業が府が認める特定分野（情報通信、

バイオ、健康福祉、環境）に該当する場合には、特例金利を適用するとい

う大阪府の独自施策も実施されている。
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（大阪府立産業技術総合研究所による技術開発支援）

環境に配慮した製品の開発には新たな技術開発が必要なケースが多いが、

そうした技術開発の支援には産業技術総合研究所の蓄積を活用することが

できる。同研究所は環境・エネルギー分野を新製造技術分野や情報・通信

分野などとともに府内産業の振興・育成を図るための重点技術開発分野と

位置づけ、中長期的な視点からこれら分野における技術開発の取り組みを

進めている。

（フォレックスによるベンチャービジネスの支援）

企業の環境保全活動が強化されるにつれてベンチャービジネス（いわゆ

る環境ベンチャー）と呼ばれる研究開発型の企業も登場するようになって

いるが、そうした環境ベンチャーに対しては（財）大阪産業振興機構フォ

レックス部による、資金・技術・経営に関連した総合的な支援制度が存在

している。資金支援としては、ベンチャー企業が発行する転換社債等をベ

ンチャーキャピタルが引き受ける際に債務保証を行う制度、無担保で金融

機関から資金を借り入れる際の債務保証制度、及び財団が直接株式に投資

をする制度がある。また、技術支援としては、新規創業や新製品開発に取

り組む人々に産業技術総合研究所の開放研究室を活用した事業（フォレッ

クス・インキュベータ）を行っている。さらにこれら支援企業に対し、経

営面、技術面の専門家（ナビゲーター）の派遣も行っている。
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◇◇◇環境会計導入における企業の課題◇◇◇

従来型の経済システムでは、豊かさの実現を追い求めるあまり、
様々な環境問題を引き起こしています。
そこで、自然と人間が共生する環境保全型社会の持続を目指し、経

済と環境のルール作りが試みられています。環境省は、「環境保全コス
トの把握および公表に関するガイドライン」（平成１１年中間取りまとめ）
「環境会計システムの確立に向けて（２０００年報告）」（平成１２年５月）を
発表しています。
環境報告書の中に環境会計を導入した形式で、大企業メーカーを中

心に徐々に環境会計を公表しています。大阪産業開発研究所の府内の
調査によると、既に導入済み企業は３６社、今後導入予定企業は１０７社。
その大半が従業者３００人以上の企業で、中小企業の導入は遅れていると
いわざるをえません。また、この調査では、排出規制・省エネ・産廃･
エコ製品等の関心が高く、環境会計への関心が少ないのが現状です。
環境会計を導入するには、上記指針を参考にa物量単位と貨幣単位

s記録と測定d費用と効果f評価g情報の公開h環境経営の感性が主
な課題ではないかと思います。企業活動における費用と効果を測定し
たり環境の価値を数値に置き換えるのは恣意性が入りやすいため難し
く、多くの経済理論があります。また、まだ、会計学上の原則も確立
しているとは思われません。
企業会計は利害関係者に財務状況と（損益）結果を公表しています

が、環境会計は費用と効果を環境の取組状況に応じて表示し、環境に
関する会計情報として消費者・地域住民も含む社会に対して、公開す
る目的を持っています。ほとんどの企業にパソコンが普及しましたの
で、同じデータを企業会計と環境会計とに共用させる工夫が必要と思
われます。
環境会計を導入した結果、a企業間比較s投資効果の促進d環境経

営改善等の効果が期待でき、環境会計の公正妥当な計算評価方式の確
立を、産官学共同で促進し、よりよい研究結果を期待したいと思いま
す。
『奪われし未来（コルボーン共著）』『沈黙の春（レイチェル・カー

ソン）』等が警告したように、これ以上、未来に環境問題を残さないよ
う中小企業の事業者も積極的に導入していただき、賢い消費者と共生
したいものです。

大阪府立産業開発研究所　顧問　本津　絢子
ＨＢネットワーキング代表
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（循環型社会の形成に不可欠な府民の協力）

以上、第１章で大阪産業と環境問題の関係を概観し、第２章では大阪産

業の環境に配慮した活動の展開、第３章では大阪産業の環境ビジネスへの

進出を捉えた上で、第４章では環境に配慮した企業活動と環境ビジネスへ

の進出をそれぞれより一層発展させるための支援策を提起した。こうした

説明を通じて、循環型社会の形成にとって企業の環境保全活動と環境ビジ

ネスがどちらも必要であり、同時にそれらがともに大阪産業の発展に大き

な役割を果たすことになるという関連が明らかになるだろうと思われる。

もっとも、当然のことではあるが、循環型社会の形成にとってこうした企

業活動だけで十分であるなどと言うことはできない。そのためには大阪府

民の自主的で積極的な協力もまた必要である。

（「環境にやさしい」商品の購入）

府民の環境意識の高まりは第１章の第Ｉ－１－１４図によって確認される

が、同じ第１章でも利用されている平成１２年度の大阪府世論調査のうち、

「あなたが環境にやさしい商品を購入する際に気になることは何ですか」

という質問に対する回答状況は、前掲第１－３－７図のようになっている。

上位を占めるのは、「本当に環境にやさしい商品かどうかわからない」「価

格がたかい」「商品の種類が少ない」という３つの回答である。また、環

境にやさしい商品の価格と購入意向の関係については、消耗型消費商品、

省エネ家電品、低公害車ともに「（そうでない商品と）ほぼ同価格なら購

入する」という回答が最も多く、次いで「安ければ購入する」という回答

になっており、「高くても購入する」という回答がきわめて少なかったこ

とは前掲第１－１－１７図でみたとおりである。

ここで府民の環境にやさしい商品の購入に関した問題を取り上げたのは

もちろん理由がある。循環型社会形成のための諸法規の中でその中枢に位

置する「循環型社会形成推進基本法」（循環基本法）が３Ｒ（リデュース、

リユース、リサイクル）の考え方に立って、まず最優先すべきは廃棄物の
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発生の抑制であるが（リデュース）、それでも廃棄物が発生した場合には

それの再使用（リユース）や再生利用（リサイクル）を図るべきという方

針を提起していることは、先に指摘しておいた。循環基本法のこうした立

場は、廃棄物が既に発生している場合にはリユースやリサイクルが循環型

社会の形成にとって重要な役割を果たすということであるが、見方を変え

れば、こうした立場は、廃棄物が既に発生している場合には、リユースや

リサイクルが円滑に進行しなければ、循環型社会の形成という目標自体が

実現困難になるということを意味している。

それでは、どうすればリユースやリサイクルがスムーズに進み、一歩で

も循環型社会の形成に近づくことができるだろうか。リユース品やリサイ

クル品が実際に企業や個人に購入されるという事実を通じて、つまり、こ

れら製品の販売増という事実を通じてである。となると、このうち特に消

費財関連のリユース品やリサイクル品の販売増については、鍵を握るのは

府民の購入姿勢ということにならざるを得ない。ところが、リユース品や

リサイクル品を含む「環境にやさしい商品」の購入に際して、府民は第

１－３－７図、第１－１－１７図のような問題を感じているのだから、循環

型社会の形成に向けては、まずはこうした問題への対処が急がれねばなら

ないということになる。

第１－３－７図に示された上位３つの回答項目はいずれも環境ビジネス

に従事する企業に一層の企業努力を要請するものである。また、この中の

「本当に環境にやさしい商品かどうかわからない」という問題については、

企業側の説明努力とともに、前述した「大阪グリーン産業創造ネットワー

ク」のような組織においても適切な宣伝・説明の場の提供などが検討され

るべきであろう。

（府民サイドの役割）

しかし、こうした問題は果たして企業側の努力だけで解決するだろうか。

一例として「価格がたかい」という問題を取り上げると、第３章で紹介

した段ボール箱やプリンター用カートリッジのリユース事業（これら商品

の主な購入者は企業である）が順調に経過している理由の１つがこれらリ
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ユース品の安さであるという事実からすると、確かに商品価格の安さは

「環境にやさしい商品」が府民の間にどれほど普及するかを左右する問題

であると言える。リユース事業やリサイクル事業に従事する企業、とりわ

け後者の企業にとっては、そのリサイクル品が通常の製品に比べて割高と

いうケースが多いだけに、コストダウンが事業成功のまずもっての秘訣と

いうことになりそうである。

とはいえ、これら「環境にやさしい商品」の価格の高さの大きな理由が、

販売量の少なさからくるそれら商品の生産量の小ささによることが多いと

いう事情を念頭に置くと、販売量の増加を通じて生産量を増加することが

できれば生産コストは下がる。生産増のためには販売増が達成されねばな

らないわけであるが、ここで指摘しておきたいのは、そうした販売増のた

めに府民が協力できる余地も少なくないということである。

（「豊かな環境づくり大阪府民会議」の活動）

府民団体・事業者団体・行政等の協働により豊かな環境の保全と創造に

関する施策を積極的に推進する組織である「豊かな環境づくり大阪府民会

議」においては、１１年度から「グリーン購入キャンペーン」を実施し、府

民に「環境にやさしい商品」の優先的購入を呼びかけている。さらに府内

でも多くのＮＰＯがグリーン購入に取り組んでおり、こうした活動の広が

りにより「環境にやさしい商品」の販売増を通じたコストダウンを実現す

ることが可能になると考えられる。つまり、第１－１－１７図でみたように、

「環境にやさしい商品」の購入はそうでない商品とほぼ同価格かそれより

も安くなければならないという声が多数を数えるという現状となっている

が、そうした声に応えるためには単に企業側のコストダウン努力だけでな

く、府民の側からの自主的・自発的な努力の広がりが必要なのである。ま

た、こうした取り組みがネットワーク化されれば、第１－１－７図で最も

回答の多い「本当に環境にやさしい商品かどうかわからない」という問題

についても検討ができるだろうし、同様に「商品の種類が少ない」という

問題についても、「環境にやさしい商品」に対する様々な要望を企業側に

提出することも可能となるだろう。
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このように、循環型社会の形成にとっては環境保全活動と環境ビジネス

という企業サイドの取り組みだけでなく、グリーン購入を始めとする府民

サイドの取り組みもまた大きな役割を担っているのである。
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事業名等� 概　　　　要� 窓　　　　口� 所在地・電話番号�
中小企業経営革新支�
援法に基づく支援�

中小企業創造活動促�
進法に基づく支援�

 ＦＯＲＥＣＳ（（財）（財）大�

阪産業振興機構フォ�

レックス部）による�

支援�

産業活性化資金融資�

小規模企業者等設備�

資金貸付制度�

小規模企業者等設備�

貸与制度�

大阪市中央区大手前�
２丁目１番２２号�
06-6941-0351�
（内線　2634）�

大阪市中央区大手前�
２丁目１番２２号�
06-6941-0351�
（内線　2624）�

大阪市中央区大手前�
２丁目１番２２号�
06-6941-0351�
（内線　2644）�

大阪市中央区大手前�
２丁目１番２２号�
06-6947-4346�
�

大阪市中央区大手前�
２丁目１番２２号�
06-6947-4345�
�

大阪市中央区本町橋�
２-５�
マイドーム大阪６階�
06-6941-3061

大阪府商工労働部�
商工振興室経営支�
援課（経営革新グ�
ループ）�

大阪府商工労働部�
商工振興室新産業�
課（科学技術振興�
グループ）�

（財）（財）大阪産業振興機�
構フォレックス部�

大阪府商工労働部�

金融課（金融グル�

ープ）�

（財）（財）大阪産業振興機�
構（設備資金課）�

　　同　上�

（設備資金課）�

　中小企業者やそのグループ等が、新商品
の開発、生産、商品の新たな生産方式の導
入その他の事業活動を通じて相当程度の経
営の向上を図る場合において、同法に基づ
く経営革新計画の承認を受けると、融資、
小規模企業者等設備資金の特例、補助金等
の支援策が用意されています。�
　中小企業者や創業者が、研究開発及びそ
の成果に事業化を通じて新たな商品、サー
ビス等を生み出そうとする場合において、
同法に基づく研究開発等事業計画の認定を
受けると、融資、補助金等の支援策が用意
されています。�
・ベンチャー企業が金融機関から資金を借
り入れる際に債務保証を行うことにより、
担保力に乏しいベンチャー企業の資金調達
を支援するベンチャービジネス融資支援事
業を実施しています。�
・創造的な活動を行う中小企業の資本充実
を支援することを目的として、ベンチャー
ビジネス投資支援事業（国の創造的中小企
業創出支援事業）を実施しています。�
・また、上記２制度による支援先企業に対
し、財団が直接投資する直接投資事業を実
施しています。�
・産業技術総合研究所の開放研究室を活用
し、入居企業に対し、技術面・経営面・資
金面など総合的な支援を行うインキュベー
ション事業である研究開発型企業等支援事
業を実施しています。�
　府内の中小企業が、経営環境の変化に対
応し、事業の拡張、近代化、合理化、シス
テム化等を図るための設備資金やＩＳＯ取
得に係るコンサルタント料等必要な資金を
融資します。�
　小規模企業者等の創業及び経営の基盤の
強化を図るため、府内の小規模企業者等（
原則従業員２０人以下の企業）を対象に、
機械設備等の購入に必要な資金を、長期・
無利子で貸付する制度です。�
　小規模企業者等（原則従業員２０人以下
の企業）の希望する新鋭設備を（財）（財）大阪産
業振興機構が代わって購入し、長期かつ低
利で割賦（ローン）販売またはリースする
制度です。�

大阪府における中小企業向け環境関連支援施策一覧表�
□　資金面からの支援�
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事業名等� 概　　　　要� 窓　　　　口� 所在地・電話番号�
産業技術総合研究所�
による支援�

特許情報センターに�
よる支援�

和泉市あゆみ野�
２－７－１�
0725-51-2525

大阪市天王寺区伶人町�
２－７�
06-6772-0704

大阪府立産業技術�
総合研究所�

大阪府立特許情報�
センター�

　全国でもトップレベルの公設試験研究機
関の規模を有しており、中小企業に対する
技術指導や企業からの依頼に応じた製品、
材料の試験・分析や受託研究を行うほか、
設備・機器を開放しています。�
　特許情報の整理・分析・加工をはじめ、
中小企業等の特許情報活用を促進するため、
パテントラボ（特許インキュベーション）
を設置するとともに、大企業が保有する未
活用特許等を中小企業へ移転する特許流通
支援事業を行っているほか、特許情報の利
用に関する相談に応じています。�

事業名等� 概　　　　要� 窓　　　　口� 所在地・電話番号�
大阪府中小企業支援�
センターによる支援�
（技術面からの支援�
を含む）�

地域中小企業支援セ�
ンターによる支援�

大阪市中央区本町橋�
２－５�
マイドームおおさか�
７階�
（（財））大阪産業振興機�
　構内）�

06-6947-4375

（大阪商工会議所内）�
　06-6944-6471�
（豊中商工会議所内）�
　06-6845-8006�
（吹田商工会議所内）�
　06-6192-2215�
（守口門真商工会議�
　所内）06-6906-3003�
（東大阪商工会議所内）�
　06-6722-1151�
（富田林商工会内）�
　0721-23-5730�
（堺商工会議所内）�
　0722-58-5581�
（岸和田商工会議所内）�
　0724-38-3981

大阪府中小企業支�
援センター�

・大阪中央地域中小�
　企業支援センター�
・大阪豊能地域中小�
　企業支援センター�
・大阪三島地域中小�
　企業支援センター�
・大阪北河内地域中�
　小企業支援センター�
・大阪中河内地域中�
　小企業支援センター�
・大阪南河内地域中�
　小企業支援センター�
・大阪泉北地域中小�
　企業支援センター�
・大阪泉南地域中小�
　企業支援センター�

　経営、技術、情報化、デザイン・省エネ
ルギー等あらゆる問題に対して専門家によ
る相談・助言や支援機関の紹介などのワン
ストップサービスを無料で行っています。
また、経営ノウハウ、新商品、新技術開発、
ＩＳＯ認証取得、情報化対策、デザイン開
発・省エネルギー等様々な課題に対して、
専門知識・経験を有する専門家を要請に応
じて有料で派遣しています。�
　なお、支援センター内の創業支援サービ
スステーションにおいては、創業予定者や
個人事業者を対象に、様々な相談をお受け
するとともに、月２回ＩＳＯに関する専門
相談を実施しています。�
　創業を予定している方や経営革新を進め
る小規模企業者の方々が気軽に相談できる
身近な支援拠点として、府内８か所に設置
し、創業や経営革新等に関する情報提供、
きめ細かな相談を行うほか、専門家の派遣
や講習会等を実施しています。�

□　技術面からの支援�

□　経営面からの支援�



設備投資、輸出に支えられ、年間を通じて緩やかに改善

大阪経済は、欧米の景気拡大、アジア経済の回復に伴う輸出の増加

に加えて、企業収益の改善や情報化への対応に伴い企業の設備投資が

拡大し、製造業を中心とする緩やかな改善が続いた。

需要面をみると、個人消費は引き続き低調に推移したものの、住宅

投資は住宅ローン控除制度の期限延長や低金利から、年央にかけて堅

調に推移し、設備投資も拡大した。

このような需要動向のもと、生産・出荷は持ち直しの動きが継続し、

雇用も緩やかに改善したが、年末にかけて足踏み状態となった。

１．景気は改善傾向ながら力強さに欠ける

平成１１年４月に底を打った景気は、アジア地域の経済の回復や欧米の景

気拡大による輸出拡大と、企業の設備投資の回復に支えられて、年間を通

じて緩やかな改善が続いた。

ただ、勤労者の収入回復の遅れから個人消費は低調に推移し、消費者物

価も緩やかな下落が続いた。また。１１年に効果を発揮した特別保証制度の

効果一巡から、企業倒産も再び高水準となるなど、景気改善の動きは力強

さに欠けるものであった。

以上の動きを景気動向指数からみると、近畿地区ＤＩの一致指数は、５

～７月には景気判断の分かれ目となる５０％ラインを前後する不安定な動き

を示したが、全般には５０％ラインを上回って推移し、１１年後半からの改善

傾向が継続していることを表している（第Ⅱ－１－１図）。
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需要面では、個人消費が収入の回復の遅れから低水準で推移した（第

Ⅱ－１－２図）。大型小売店販売額は引き続き減少し、コンビニエンス・

ストア販売額（近畿）も、全店では前年を上回ったものの、既存店では前
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第Ⅱ－１－１図　景気動向指数の推移（一致指数）�

資料：近畿は大阪府立産業開発研究所作成、全国は内閣府作成。�
（注）景気動向指数（ＤＩ、ＣＩ）は、生産、投資、雇用、消費などの指標の動きを�
　　　統合した総合的な景気の現状を示す指標である。�
　　　ＤＩ（ディフュージョン・インデックス）は、景気の変化方向の判断や転換点�
　　　（景気の山・谷）の判定に用いられる。�
　　　ＣＩ（コンポジット・インデックス）は、景気変動の大きさや量感を示し、基準�
　　　時点（平成７年）を１００とした相対的な水準を示す。�

２．需要は個人消費を除いて回復の動き



年を下回っている。自動車販売は、前年の軽自動車に代わって、普通・小

型乗用車が増加した。家電販売では、パソコンのほか、携帯電話やＤＶＤ

が大幅に増加した。

民間設備投資は、産業の情報化の進展に対応するために、情報化投資に

広がりがみられたほか、その他の投資においても、需要の回復に応じて、

大手企業ばかりでなく、中小企業において、設備の更新や合理化・省力化

のための投資に動きがみられた。ただ、公共投資は、自治体の財政難の影

響から低調な動きとなった。

住宅投資は、住宅ローン控除制度の期限延長に加え、長期金利に上昇の

兆しがみられたことから、分譲住宅を中心に堅調に推移したが、年後半に

は一進一退の動きとなった。

輸出は、当地域においてウェイトの高いアジア地域の旺盛な需要に支え

られて電子部品や事務用機器が堅調に推移したが、年末には、アメリカの

景気減速や為替のユーロ安から欧米向けでは一服感がみられた。

生産・出荷は、需要面の動きを反映して、昨年来の持ち直しの動きが継
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続し、ごく緩やかに増加したものの、年末にかけては一進一退で推移する

など、回復に力強さが欠ける動きとなった（第Ⅱ－１－３図）。

雇用は、有効求人倍率が低水準ながら緩やかに上昇し、新規求人数が引

き続き増加するなど、緩やかに改善した。しかし、年末には失業率が再び

上昇するなど、改善の動きに陰りがみられた。

また、企業倒産は、景況改善が広がりに欠けていることや、一昨年から

の特別保証制度の効果が一巡したことから、件数、負債金額ともに大幅に

増加した。業種別では、公共工事の発注が低水準だったことなどから建設

業が、原因別では、販売不振、赤字累積、売掛金回収難といった不況型倒

産が高水準だった。

企業経営者の業況判断ＤＩ（「上昇」企業割合－「下降」企業割合、前

期比）は、１１年以来の上昇傾向を引き継ぎ、１２年に入ってから期を追うご

とに上昇し、１０～１２月期には、－１．３とプラス目前の水準まで上昇するな

ど、企業マインドの改善を示した。産業別では、製造業が１０～１２月期に７．２

とプラスに転じるなど、好調さを示すとともに、非製造業も改善傾向が続
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資料：大阪府統計課、大阪労働局、㈱東京商工リサーチ。�

４．企業の景況は改善基調を維持



いている。

また、売上高ＤＩ（「増加」企業割合－「減少」企業割合、前期比）も、

１０～１２月期には製造業で７．０とプラスに転じるなど、改善が進んだ。

企業規模別に業況判断ＤＩをみると、中小企業は依然、大企業に比べて

マイナス幅は大きいものの、年初に比べて、格差は縮小傾向にある。業種

別では、１１年に続いて非製造業のマイナス幅が製造業を上回っているもの

の、１～３月期に比べ、１０～１２月期では格差が縮小している。
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１．個人消費は一進一退

勤労者の収入状況に若干の改善がみられたものの、消費は伸び悩ん

だ。パソコン、乗用車、旅行などの堅調な動きも、消費全体を押し上

げるには至らなかった。１２年後半にはパソコンの動きが減速するなど、

消費は力強さを欠いていた。また、一部に好調な店舗がみられる一方、

既存店の苦戦が顕著となるなど、格差が広がった。

（現金給与総額は２年ぶりに増加）

大阪府における消費者の収入状況をみると、常用労働者の平成１２年の平

均月間現金給与総額（名目、事業所規模３０人以上）は、前年比０．７％増の４３

万８，００８円と、２年ぶりの増加となった。四半期別に前年同期比をみると、

１～３月期に８期ぶりに増加に転じた後、７～９月期に再び減少となった

ものの、１０～１２月期には増加に戻った（第Ⅱ－２－１図）。全国も、１２年

は０．４％増の３９万８，０６９円と、２年ぶりに増加となった。
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増加の要因としては、所定外労働時間が前年比１．８％増の９．８時間と２年

ぶりの増加となり、これが超過労働給与を増加させたことが大きい。

一方、府内労働組合の春闘の妥結状況をみると、賃上げ率は１．９５％の５，７３３

円と、前年（２．０４％、６，１１５円）を下回り、３年連続で前年を下回った

（第Ⅱ－２－２図）。夏季一時金の平均妥結額も、２．２８か月の６９万３，８４５円

と、前年（２．３２か月、７０万２，６２４円）を下回り、額で３年連続、月数では

４年連続で前年を下回った。しかし、年末一時金の平均妥結額は、２．４１か

月の７３万９，３９７円となり、前年（２．３７か月、７２万７８円）を上回り、額で３

年ぶり、月数で５年ぶりに増加に転じた。しかし、企業規模別にみると、

中小企業では減少しており、規模間格差が拡大した。

（大型小売店の売上げは引き続き減少）

大阪府内大型小売店の１２年の年間販売額は、前年比５．０％減と９年連続

の減少となった。四半期別にみても、前年同期比は一貫して減少で推移し

た（第Ⅱ－２－３図）。
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業態別では、百貨店は年間で１．８％減と、４年連続の減少となったもの

の、減少幅は前年と比較して４．３ポイント縮小した。四半期別にみると、

１～３月期は１．９％減と、前期と比較して急速に減少幅の縮小がみられた。

１０～１２月期には減少幅が１％以内となったが、これには一部百貨店の増床

効果や閉店セールの効果があるとみられる。一方、スーパーは年間で８．９％

の大幅減となり、９年連続の減少で、減少幅も前年と比較して３．１ポイン

ト拡大した。四半期別にみても、４～６月期以降は９％台の減少が続き、

スーパーの不振が顕著となった。

年間販売額を品目別にみても、身の回り品の１．２％増と家具の１．５％増を

除いて、前年比が減少となった（第Ⅱ－２－４図）。身の回り品と家具の

増加は、百貨店での増加が寄与した。家具については、百貨店でも売場面

積の縮小などを進めており、別注やセールなどの要因が絡み合って、縮小

傾向の中で増加となったものである。また、前年比が減少となった品目で

も、減少幅は全般に縮小傾向がみられたが、飲食料品と家庭用品では減少

幅が拡大した。これは、スーパーの不振によるもので、品目別の動きにも

スーパーの不振が影響を及ぼす結果となった。
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全国の年間販売額も前年比４．７％減と、９年連続の減少となった。業態

別では、百貨店が２．５％減、スーパーが６．４％減と、スーパーの不振感が強

い。

近畿地区の１２年のコンビニエンス・ストア販売額は、全店では前年同月

比増が続いたものの、既存店では７月を除いて前年同月比で減少した（近

畿経済産業局調べ）。全国も同様の傾向である。

（パソコンは年後半から減速、乗用車は堅調）

近畿地区の１２年の家電製品販売額は、前年比６．４％増と引き続き増加と

なった（第Ⅱ－２－５図）。しかし、これまで二けた増で家電販売をけん

引してきたパソコンの動きが、７～９月期以降急速に減速した。特に、パ

ソコン本体は、７～９月期８．４％増と、前期と比較して３３．４ポイントも増

加幅が縮小しており、減速が著しい。全国も、年間販売額は前年比９．１％

増と引き続き増加となったものの、けん引役のパソコンの動きが減速する

など、近畿地区と同様の傾向がみられた。
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大阪府の１２年の乗用車新車販売台数は、前年比２．９％増と増加に転じた。

四半期別に前年同期比をみると、７～９月期以外は増加となった（第Ⅱ－

２－６図）。乗用車のうち普通・小型乗用車は、１～３月期に増加に転じ、

年間でも前年比２．３％増となり、前年の大幅減から一転して増加に転じた。

前年好調であった軽乗用車は、４～６月期以降減速し、１０～１２月期には減

少に転じた。年間では前年比４．９％増となり、増加幅が２４．０ポイント縮小

した。乗用車販売のけん引役は、軽乗用車から普通・小型乗用車に移行し

た。
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全国も、１２年は乗用車計で前年比２．５％増と増加になったが、普通・小

型乗用車が２．１％増と増加に転じる一方で、軽乗用車が３．６％増と増加幅

を２６．９ポイント縮小させるなど、大阪府と同様の傾向であった。

（消費者の足は新奇性のある店舗へ）

大阪府立産業開発研究所では、百貨店、スーパー、コンビニエンス・ス

トア、外食業、ホテル、旅行業を対象に聞き取り調査を行った。これによ

ると、好調であったのは旅行業のみで、他では消費は伸び悩んだ。このう

ち、コンビニエンス・ストアや外食業では、既存店への集客は伸び悩んだ

ものの、新規店舗も含めた全体では消費額が伸びる傾向にあった。スーパ

ーでは、既存店での消費の落ち込みが特に大きかった。

１１年までは、客数や購買点数が増加しても、低価格化の影響で消費額が

落ち込んでいた。これに対して、１２年は客数が減少したという声も多く聞

かれるなど、消費者の足の流れに変化が感じられた。価格面での優位性を

打ち出した店舗や新規開業した店舗、改装した店舗など、目新しいものに

消費者の足は流れた。

一方、低価格化は１２年も進行したものの、下落の勢いが落ち着きつつあ

る。
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２．住宅投資は増加

１２年の新設住宅着工戸数は、２年連続で増加した。住宅ローン控除

制度拡充の期限が１３年６月まで延長されたことと、金利水準が上昇す

る兆しをみせたことなどから、年央にかけて拡大基調で推移した。持

家、貸家は前年水準を下回ったが、マンションを中心に分譲住宅の着

工が高水準となった。

（新設住宅着工戸数は２年連続して増加）

１２年の大阪府の新設住宅着工戸数は８万８，０１９戸、前年比は２．４％増と、１１

年に続いて２年連続して増加した。四半期別に前年同期比をみると、１～

３月期は前年後半からの増加基調が続いていたが、４～６月には増勢が鈍

化し、７～９月期にいったん減少した後、１０～１２月期には再び増加に転じ

た（第Ⅱ－２－７図）。

１１年の税制改正で拡充された住宅ローン控除制度の効果と、１１年後半か

ら金利水準が上昇する兆しを示していたことから、１２年前半は増加基調を

保っていた。しかし、控除制度の期限が１３年６月に迫り（１３年６月以降は、

控除期間１０年で、ローン残高の１％の税額控除に制度を変更して再延長さ
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れた）、控除による減税効果も一巡したため、年後半には一旦減少したも

のの、年末には再び増加している。

全国についても、１２年は着工戸数１２２万９，８４３戸、前年比１．３％増と、２

年連続の増加となった。四半期別では、大阪府と同様に、１～３月期に増

加した後、４～６月期、７～９月期と減少傾向を示し、１０～１２月期に再び

増加している。

年間の増加率をみると、全国に比べて大阪府の増加率が上回っている。

これは、１～３月期に全国を大幅に上回って増加したためで、１１年７～９

月期以来の傾向である。ただ、年後半には全国に比べて顕著な減少を示し

た。

（分譲住宅の増加がけん引）

利用関係別に前年比をみると、貸家は４．８％減と４年連続で減少し、持

家も３．５％減と１１年の増加から再び減少に転じた。ただ、分譲住宅（建売

りと分譲マンション）が１２．５％増と２年連続で増加し、１１年に比べ増加率

も大きく拡大した。

四半期ごとに前年同期比をみると、１～３月期は分譲住宅をはじめ、持

家、貸家ともに増加した（第Ⅱ－２－８図）。４～６月期以降は、貸家は

減少し、持家も４～６月期、７～９月期には減少したが、１０～１２月期には

わずかに増加に転じた。ただ、分譲住宅については、１１年７～９月期以来

６四半期連続で増加している。これは、長期にわたる土地価格の下落や建

築単価の低下により、住宅購入コストが下がっていることに加え、住宅ロ

ーン控除制度拡充の期限が迫っていることや、景気回復見通しから秋口に

かけて長期金利上昇の兆しがみられたことによって、マンションを中心に

分譲住宅の駆け込み着工がみられたためである。
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（マンション販売はわずかに増加）

大阪において分譲住宅の大半を占める分譲マンションは、１２年の新規供

給戸数が１万９，４１８戸、前年比２．６％増と２年連続で増加した。これは、先

に示した理由により、デベロッパーの新規供給が活発だったことによる。

マンションの供給戸数を地域別にみると、東大阪地域が３２．０％増と２年

連続して３０％を超える大幅な増加となったほか、大阪市も４．０％増と３年

連続して増加した（第Ⅱ－２－９図）。一方、北摂地域は０．７％減と１１年の

大幅な増加からわずかな減少に転じ、南大阪地域は１２．４％減と６年連続で

減少しており、減少幅が拡大している。
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１２年のマンション販売状況を年間販売率（年間販売戸数/新規供給戸数）

でみると、８９．７％と１１年より低下したものの、高い水準を保っている。こ

れは、住宅ローン控除制度の拡充、住宅金融公庫金利上昇の兆しが、駆け

込み的な需要の増加に結びついたことによる。

地域別では、東大阪地域、北摂地域が、それぞれ５．４ポイント、２．６ポイ

ント低下したが、大阪市、南大阪地域が１．２ポイント、０．２ポイント上昇し

た（第Ⅱ－２－１０図）。
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大阪市内の供給マンションの物件状況をみると、１戸当たり平均面積は

７３．５４㎡で、前年比２．３％増加した（第Ⅱ－２－１１図）。また、１㎡当たり

分譲価格は４５．１万円となり、前年比６．６％低下し、３年連続の低下となっ

た。１戸当たりの平均価格は、１㎡当たりの分譲価格の低下を反映して、

３，２８６万円で前年比５．０％低下し、３年連続の低下となった。
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３．民間設備投資は回復に向かう

１２年の民間設備投資は、ＩＴ関連投資等の拡大を背景に、回復に向

かった。企業規模別では、大企業を中心に回復が進み、産業別では、

非製造業の増加が著しかった。

（設備投資意欲は復調）

府内企業の平成１２年における設備投資ＤＩ（「増加」企業割合－「減少」

企業割合）の推移をみると、１～３月期－６．８、４～６月期－２．５、７～９

月期－１．０と順調に回復し、１０～１２月期には３．３と、９年４～６月期以来１４

期ぶりのプラスとなった（第Ⅱ－２－１２図）。

規模別にＤＩの推移をみると、大企業、中小企業とも改善基調で推移し

た。大企業は、１～３月期が－３．５と、前期に比べて２０．０ポイントの大幅

な上昇となり、７～９月期には４．０と、９年７～９月期以来１１期ぶりにプ

ラスに転じた。中小企業も、１～３月期が－７．５と、前期に比べて１６．０ポイ

ントの大幅な上昇となり、１０～１２月期には３．５と、８年７～９月期以来１６

期ぶりのプラスとなった。年前半は、大企業の改善が先行し、企業規模間
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の格差が拡大したが、後半からは、大企業の改善が一服した一方、中小企

業の改善が進展したことにより、格差はみられなくなった。このように、

大企業、中小企業ともに、１２年に入って設備投資意欲の回復が急速に進ん

だ。

（大企業の設備投資は大幅に増加）

大企業の設備投資動向をさらに詳しく把握するために、大企業（資本金１０

億円以上の民間企業、第３セクターを含む）の大阪府への設備投資額（実

績見込み、工事ベース）をみると、１２年度は前年度比１０．７％増で、４年ぶ

りの増加となった。これは、全国の７．８％増を上回る伸び率であり、１２年

度における府内への大企業の設備投資が活発であったことがわかる（第

Ⅱ－２－１３図）。

産業別にみると、製造業が６．４％減と、３年連続の減少となったものの、

１１年度と比較すると減少率は縮小している（第Ⅱ－２－１４図）。これは、

ＩＴ関連製品・部品や自動車販売の好調を背景に、一般機械、電気機械、

精密機械、輸送用機械などで設備投資が増加したものの、石油、繊維、鉄
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鋼など、基礎素材型産業での減少が比較的大きかったことによる。

一方、非製造業は１５．８％増と、大幅な増加となった。これは、電力・ガ

スの設備建設投資、移動体通信システム・基地局整備関連投資、大型テー

マパーク建設投資が高水準であったことなどを反映している。

１３年度における設備投資計画の前年度比をみると、製造業では、電気機

械、化学などの増加により、３．１％増と増加に転じるものの、非製造業で

は、大型テーマパーク建設や小売業等で店舗新設投資が終了することなど

を受け、１２．７％減と大幅な減少となっている。このため、全産業では９．４％

減と、再び減少に転じる見込みである。

（中小企業は下げ止まり）

中小企業の設備投資動向をさらに詳しく把握するために、近畿地区の中

小企業（資本金１千万円以上１億円未満）の設備投資額（実績見込み）を

みると、１２年度は前年度比２．２％減と、４年連続の減少となった（第Ⅱ－

２－１５図）。しかし、１１年度に比べて、減少率は２０ポイント近く改善して

おり、下げ止まりの傾向をみせた。
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産業別に前年度比をみると、製造業では減少率の改善がみられ、非製造

業では増加に転じており、大企業と同様の動きとなった。ただ、製造業

は１４．３％減、非製造業では２０．１％増と、大企業と比較して製造業の減少率

が大きい一方で、非製造業の増加率が大きいという特徴がみられた。

１３年度における設備投資計画の前年度比をみると、１９．５％減と、１２年度

に比べて減少率が大きくなっており、１３年度は悪化傾向がみられる。産業

別にみると、非製造業は１３．９％減と、大企業と同様に対前年度比は減少に

転じる予定であるが、製造業では、大企業とは反対に、２４．３％減と減少率

を拡大させる予定である。このように、１３年度については、製造業におい

て、規模間の格差が顕著に現れてくるものとみられる。

（投資目的は維持補修、合理化省力化が中心）

府内企業の１２年度における設備投資の主な目的をみると、「維持・補修」

が４割を超え、最多となったことから、現状追随型の投資が中心であった

といえる（第Ⅱ－２－１６図）。一方、「合理化・省力化」が４割近くを占め、

比較的高い割合となっており、業務効率向上等のための投資も積極的に行

われた。
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資料：近畿財務局「財務省景気予測調査（近畿地区の調査結果）」。�
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　　　2.平成12年度は実績見込み、13年度は計画。�



規模別、産業別でみても、「維持・補修」「合理化・省力化」の２つの割

合がいずれも高かった。ただし、規模別では大企業、産業別では製造業に

おいて、「合理化・省力化」が「維持・補修」を上回った。このことから、

業務効率の向上等への投資が、製造業、大企業を中心に積極的に行われた

といえる。
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資料：大阪府立産業開発研究所「大阪府景気観測調査（平成12年10～12月期）」。�
（注）３つまでの複数回答。�



（情報化投資は積極化）

こうした「合理化・省力化」割合の高さは、コンピュータ等の情報関連

機器の積極的な導入により業務の効率化を図るなど、企業の情報化投資の

活発化と関連している。

「大阪府景気観測調査」では、１～３月期調査と７～９月期調査におい

て、１２年度の情報化投資計画（コンピュータ等のソフト、ハードの購入、

リース等も含む）について調査した。これらの結果を比較すると、「横ば

い」「減少」「なし」「未定」の割合については両期を通して変化がみられ

ない、もしくは減少しているのに対し、「増加」の割合は７～９月期に上

昇しており、情報化投資の積極化がみられる（第Ⅱ－２－１７図）。

産業別では、両者で情報化投資に対する姿勢に関して大きな違いはみら

れず、いずれも増加傾向にある。

規模別にみると、１～３月期、７～９月期のいずれにおいても、中小企

業に比べて大企業の「増加」割合が高かった。ただ、両期を通して大企業

では「増加」割合に変化がないのに対し、中小企業では、「増加」割合が

７～９月に上昇していることから、中小企業においても情報化投資の積極
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化がみられる。

このように、「合理化・省力化」などを目的とした企業の情報化投資自

身が、パソコン等のＩＴ関連商品の需要を拡大し、主に製造業での設備投

資の改善につながったと考えられる。

（産業用建築物着工は微減）

大阪府内の建築投資の動きを産業用建築物着工床面積からみると、１２年

は前年比３．７％減と、１１年と同様の減少率になった。全国は、１３．８％増と

プラスに転じた。

四半期別に前年同期比をみると、１～３月期１４．６％増、４～６月期２９．０％

増、７～９月期５２．３％増と、プラスで推移していたが、１０～１２月期に５２．３％

減と大幅なマイナスとなった（第Ⅱ－２－１８図）。

用途別に前年比をみると、構成比が比較的高い商業用、鉱工業用で、そ

れぞれ７．８％減、７．６％減と、同程度のマイナスとなった。しかし、それぞ

れの四半期別の動きには違いがみられる。鉱工業用は、１～３月期２．０％

減、４～６月期４６．７％減と、マイナスで推移した後、７～９月期１１．９％増、

１０～１２月期４３．０％増と、年後半からプラスに転じており、持ち直しの傾向
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資料：国土交通省「建築着工統計」。�
（注）産業用建築物は、農林水産業用、鉱工業用、公益事業用、商業用、サービス業用�
　　　建築物の合計。�



がみられた。反対に、商業用は、１～３月期２．６％増、４～６月期１１２．８％

増、７～９月期４６．６％増とプラスで推移したものの、１０～１２月期には６５．２％

減と、大幅な減少となり、全体での１０～１２月期の落ち込みの主因となった。

商業用の１０～１２月期の大幅な減少は、１１年末にみられた大規模小売店舗立

地法（大店法）の改正に伴う駆け込み出店の反動が大きな原因といえる。

しかし、１０年の１０～１２月期と比較しても、低い水準となっていおり、また、

サービス業用等でも１０～１２月期に前年の水準を大きく割り込んでいること

から、製造業の改善がみられる反面、非製造業での先細りの傾向が現れは

じめたものと考えられる。
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４．公共投資は低調に推移

府内公共投資は、１１年後半から減少基調にあり、１２年においても低

調に推移した。公団・事業団等からの発注が大幅に減少したことに加

えて、地方財政の悪化により、大阪市や大阪府も公共工事を手控えた。

（公共工事は大幅に落ち込み）

平成１２年の大阪府内公共工事請負件数は９，４３０件で、対前年比４．９％減、

請負金額（契約時の受注金額）は９，０２９億円で、同１６．５％減であった（「公

共工事前払保証統計」）。請負金額は、平成３年以降、１兆円を超える水準

を維持していたが、１０年に１兆円を下回って以来、２度目の９，０００億円台

となり、同年における全国の減少率１０．７％減を上回る大幅な落ち込みとな

った。

請負金額を四半期別にみると、１１年後半から減少基調にある。１２年の１

～３月期は２，９２３億円と水準そのものは低くなかったものの、前年同期にお

ける総合経済対策による大幅な増加の反動から１９．９％減となった（第Ⅱ－

２－１９図）。４～６月期には、２，０００億円を下回る水準となり、前年同期比

３８．４％減と大幅な減少になり、７～９月期に持ち直したものの、１０～１２月

期には再び減少に転じた。
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資料：西日本建設業保証㈱「公共工事前払保証統計」。�



（発注者別では公団・事業団等を中心に減少）

発注者別に請負金額の前年比をみると、都市基盤整備公団、阪神高速道

路公団、日本下水道事業団などが減少したことにより、公団・事業団等が

４２．４％減と大幅な落ち込みを示した（第Ⅱ－２－２０図）。大阪市や大阪府

でも、それぞれ２４．８％減、１５．８％減であった。これは、地方財政の悪化に

伴い公共工事が全般的に手控えられていることに加え、大阪府では国際会

議場の建設が終了したことなどによる。

大阪市を除く市町村でも１２年前半には減少基調であったが、東大阪市の

総合庁舎新築工事や和泉市総合センター建設工事の発注などがあったこと

から１０～１２月期に大幅な伸びを示し、年間では微減にとどまった。唯一、

その他の公共的団体は、高石駅東の市街地再開発事業などがあったため５４．７％

増となった。
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５．輸出入ともに増加

輸出は、アメリカ向けが減少したものの、アジア向けが大幅に増加

したため、３年ぶりに増加し、過去最高額を記録した。輸入は、原油

価格が高水準で推移したことなどから、中東、アジアを中心に大幅に

増加し、３年ぶりの増加となった。

a 輸出は３年ぶりに増加し、過去最高額を記録

平成１２年の近畿圏の輸出通関額（円ベース）は、アジア経済の回復が順

調に進んだことなどから１０兆５，３４６億円、前年比８．６％増と、３年ぶりに増

加し、過去最高額を記録した。四半期ごとに前年同期比をみると、各期と

も８％～９％の増加と、安定して推移した（第Ⅱ－２－２１図）。

なお、全国の輸出通関額も５１兆６，５４２億円、前年比８．６％増と、近畿圏と

同じ伸び率で、３年ぶりの増加となった。

（アジア向けが大幅に増加）

近畿圏の地域別の前年比をみると、アジア、EU向けが増加、アメリカ、

中東向けが減少となった（第Ⅱ－２－２２図）。各四半期とも二けたの伸び
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第Ⅱ－２－２１図　輸出入通関額の推移（前年同期比）�

資料：大阪税関調べ。�
（注）1.円ベース。�
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を示したアジア向けは年間で１８．８％の大幅な増加となったのに対し、EU向

けは３．７％増と小幅な増加にとどまった。アメリカ向けは、アメリカの国

内経済がすでに高原状態にあったことから、０．１％減とわずかながら減少

した。

アジアの内訳をみると、ASEAN向けが２１．７％、アジアNIEs向けが２０．３％、

中国向けが１８．８％と、いずれも大幅な増加となった。ASEAN向けはヴェト

ナム向けが３．５％減と減少したほかは、タイ、マレイシア、フィリピン、

インドネシアとも二けたの増加となった。アジアNIEs向けは韓国、台湾、

香港、シンガポールとも二けたの増加となった。

（輸送用機器を除き増加）

品目別に前年比をみると、輸送用機器が８．２％減少したものの、その他

の品目は増加した（第Ⅱ－２－２３図）。
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繊維及び同製品は０．６％増、金属及び同製品は０．８％増で、いずれもわず

かながら増加に転じた。化学製品は、医薬品を中心に５．０％増と増加に転

じた。

電気機器は、半導体等電子部品、コンデンサー、電気回路等の機器がア

ジア、アメリカ、EU向けに増加し、１８．３％の増加となった。科学光学機器

を中心とする精密機器類も１１．０％の増加、一般機械も事務用機器がEU、ア

ジア向けに増加したことなどから９．０％の増加となった。輸送用機器は、

自動車が２４．６％減と大幅に減少したことから８．２％の減少となった。

s 輸入も３年ぶりに増加

１２年の近畿圏の輸入通関額（円ベース）は、国内経済が回復に向かったこ

とから、７兆９，０６２億円、前年比１５．３％増と、３年ぶりに増加した。四半期

ごとに前年同期比をみると、１～３月期から７～９月期にかけて１３～１４％

増で推移した後、円安傾向の強まった１０～１２月期には２０．０％増と、増加幅

が拡大した（前掲第Ⅱ－２－２１図）。

なお、全国の輸入通関額は４０兆９，３８４億円、前年比１６．１％増と、３年ぶ
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りの増加となり、伸び率で近畿圏を０．８ポイント上回った。

（中東、アジアが大幅に増加）

近畿圏の地域別の前年比をみると、各地域とも増加した（第Ⅱ－２－２４

図）。原油価格が高水準で推移したことを反映して（第Ⅱ－２－２５図）、中

東が５２．３％の大幅な増加となったほか、アジアも電気機器、原粗油、天然

ガス・製造ガスが増加したことから、２０．７％の大幅な増加となった。一方、

EU、アメリカはそれぞれ４．６％増、２．３％増と、小幅な増加にとどまった。

アジアの内訳をみると、アジアNIEsが２５．１％増で２年連続の増加、

ASEANが２２．１％増となり、中国が１７．８％増で３年ぶりの増加となった。ア

ジアNIEsでは、台湾が４９．６％増と大幅に増加した。ASEANでは、ヴェト

ナムが３７．７％増、マレイシアが３６．２％増と、増加幅が大きかった。
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資料：大阪税関調べ。�
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（原油価格の高騰で鉱物性燃料が増加）

品目別に前年比をみると、食料品を除く各品目で増加した（第Ⅱ－２－２６

図）。

食料品は、穀物及び同調製品、果実・野菜、アルコール飲料、たばこが

減少したことから、前年に引き続き１．１％の減少となった。原料品は、パ

ルプ、金属原料が増加したことから、１．１％増とわずかながら増加に転じ

た。鉱物性燃料は、原油価格が高水準で推移し、これにつられる形で天然

ガス・製造ガスの価格も上昇したことから、４９．４％増と大幅に増加した。

ただし、四半期別でみると、１～３月期６９．５％増、４～６月期５７．５％増、

７～９月期４１．７％増、１０～１２月期３６．５％増で、期を追うごとに増加幅は縮

小した。

化学製品は、有機化合物、プラスチックを中心に、８．７％増と増加に転

じた。繊維製品は、アジアからの衣類・同付属品を中心に１０．７％増となっ

た。

機械機器は２７．６％増となった。内訳をみると、一般機械が事務用機器を

中心に２５．４％増、アジア、アメリカ、EUで増加した電気機器が２８．５％増、

自動車の大幅に増加した輸送用機器が３０．８％増、科学光学機器を中心とす

る精密機器類が２８．２％増と、いずれも大幅な増加となった。
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１．生産活動は緩やかな回復から足踏みへ

生産活動は、１１年末に前年水準を回復し、１２年も緩やかな回復基調

を保ったが、１０～１２月期には足踏みとなった。全国が在庫積み増し局

面に移行したのに対し、大阪府の動きは順調さに欠けている。業種別

でも、全般に回復が遅れている。

（生産・出荷は微増から微減へ）

大阪府内の生産活動は、平成１１年を通じて持ち直しの方向に進み、１０～１２

月期にはほぼ前年水準を回復した。１２年も緩やかながら回復基調を保った

が、１０～１２月期は足踏みとなり、先行き不透明感が現れた。

これを製造工業の生産指数からみると、９年７～９月期から１１年１０～１２

月期まで前年同期を下回って推移した後、１２年１～３月期は１．５％増と増

加に転じた（第Ⅱ－２－２７図）。続く２四半期は小幅ながら増加を維持し

たものの、１０～１２月期には１．０％減と再び減少に転じた。１２年の年間では

前年比０．２％増の微増にとどまり、回復テンポはごく弱いものとなった。

生産者出荷指数も同様の動きをたどった。
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資料：大阪府統計課「大阪府工業指数」。�
（注）平成７年＝100。12年分は年間補正前の指数。�
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このような回復テンポの緩やかさと年末にかけての足踏み傾向は、他の

生産関連指標にも表れている。府内製造業の所定外労働時間は、１１年１０～１２

月期に２年ぶりに前年水準を上回った後、１２年を通じて増加を保った。し

かし、増加率は４～６月期の１０．４％が頂点で、１０～１２月期は４．６％へ低下

した（第Ⅱ－２－２８図）。関西電力の製造業大口電力需要量も、変動幅は

所定外労働時間より小さいものの、動きは並行している。

（全国に比べると順調さに欠ける）

大阪府の動きを全国と比較するために、第Ⅱ－２－２９図では、縦軸に生

産者製品在庫指数（前年同期比）を、横軸に生産指数（同）をとり、在庫

循環の動きを示している。同図をみると、大阪府、全国ともに時計と反対

回りに進んでおり、在庫循環に沿った動きがみられる。
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第Ⅱ－２－２８図　生産関連指標の動き（製造業、前年同期比）�

資料：大阪府統計課「毎月勤労統計調査地方調査」、関西電力調べ。�
（注）所定外労働時間は事業所規模30人以上分。�



その中で、全国は１１年後半から生産が増加する一方で、在庫の減少幅が

縮小し、在庫積み増し局面へと移行した。これに対して、大阪府のグラフ

は全国より左方に位置し、生産回復が全国より大幅に遅れていることがわ

かる。さらに、在庫指数も減少率の縮小が順調には進まず、１２年１０～１２月

期になってやっと全国の同年１～３月期の減少率に近づくと、それと同時

に生産指数が減少に転じるなど、大阪府の動きは全国に比べて順調さに欠

けるものとなった。

（業種別でも全般に回復が遅れる）

このような大阪府と全国の間におけるかい離の原因を探るために、業種

別生産指数の動きをみると、１２年の場合、大阪府はほとんどの業種で全国
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より増加率が小さいか、又は減少率が大きいかである（第Ⅱ－２－３０図）。

そうでないのは全１５業種中、非鉄金属、石油・石炭、プラスチック製品、

食料品の４業種にすぎない。

さらに問題なのは、この３年間まったく同じ現象が続いていることであ

る。１１年に全国より優位を示した業種は４業種（輸送機械、化学、繊維、

食料品）、１０年は３業種（金属製品、化学、石油・石炭）にとどまった。

主要な業種をみても、１１年から１２年にかけて全国の生産回復をけん引した

電気機械は大阪府が一方的に劣勢にあり、大阪府でのウェイトが絶対的に

も相対的にも大きな金属製品や一般機械でも劣勢気味である。

こうした業種別の動きから判断すると、大阪府工業指数の不調は景気循

環要因だけでなく、いわゆる構造的要因も影響を与えたものとみられる。

すなわち、今回の緩やかな景気回復の一因は、各産業で押し進められたリ

ストラが製造業を中心に効を奏したことにある。その過程で、大阪府内の

製造業では府外工場への生産集約や、海外への生産機能移転などが進み、

それが生産回復の遅れにつながったものと考えられる。
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２．雇用は緩やかに改善したが依然厳しい

求人の増加により求人倍率は有効、新規ともに上昇したものの、有

効求人倍率は依然低水準で、完全失業率は高止まりとなった。求人の

増加は、情報サービス業やパートタイムで顕著であることなどからす

ると、背景には雇用のミスマッチが考えられる。一方、企業の雇用過

剰感は緩和が目立った。

（有効求人倍率は上昇したが低水準）

平成１２年の大阪府の有効求人倍率（パートタイムを含む）は、０．４８倍と、

前年と比較して０．１１ポイント上昇したものの、依然低い水準にある。

四半期別に季節調整値をみると、１～３月期の０．４３倍から１０～１２月期の

０．５５倍へ、年間を通じて上昇した（第Ⅱ－２－３１図）。

全国の有効求人倍率も、年間を通して上昇傾向で推移し、１２年平均で０．５９

倍となった。全国と比較すると、大阪府の水準は常に低い。

（新規求人数は順調に増加）

１２年の大阪府の新規求人数は４８万３，５９７人（パートタイムを含む）で、

前年比２５．５％増と大幅に増加した。四半期別にみても、年間を通して前年

－203－

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2
(倍)

新規(全国)

新規(大阪府)

有効(全国)

有効(大阪府)

1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12
10 11 12

（月）�
（年）�

第Ⅱ－２－３１図　求人倍率の推移（前年同期比）�

資料：大阪労働局「職業安定業務統計」。�
（注）パートタイムを含む、季節調整値。�



同期を上回り、増加幅は拡大傾向にある。

産業別に前年比をみると、サービス業３６．５％増、小売業２９．３％増、製造

業２５．２％増、建設業２１．７％増、運輸・通信業１６．４％増、卸売業７．９％増と、

いずれの産業でも増加となった。増加幅の大きいサービス業の中でも、特

に情報サービス業の伸びが目立った。産業別の動きを四期半期別にみると、

いずれの産業でも、年間を通して前年同期を上回った（第Ⅱ－２－３２図）。

サービス業は一貫して高水準で推移し、運輸・通信業は１～３月期には小

さかった増加幅が期ごとに拡大し、急速に求人が増加した。製造業は緩や

かな増加傾向で推移し、建設業は年間を通してほぼ一定の増加幅を保った。

小売業は増加幅に増減があったものの高水準で推移し、卸売業は他の産業

と比較すると、低水準での推移となった。
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第Ⅱ－２－３２図　産業分類別新規求人数の推移（大阪府、前年同期比）�

資料：大阪労働局「職業安定業務統計」。�
（注）パートタイムを含む。�



就業形態別にみても、一般は３１万３，７８３人で、前年比２２．８％増、パート

タイムが１６万９，８１４人で、３０．８％増と、ともに大幅な増加となった。四半

期別にみても、一般及びパートタイムともに年間を通して前年同期を上回

り、特にパートタイム求人の急増が目立った（第Ⅱ－２－３３図）。求人数

に占めるパートタイムの構成比は年々上昇している。

一方で、新規求職者数は前年比０．１％増とほぼ横ばいにとどまり、その

結果新規求人倍率は前年と比較して上昇し、０．８９倍となった。新規求人倍

率を四半期別にみても、１～３月期の０．８１倍から１０～１２月期の０．９７倍へと、

年間を通じて上昇した。

全国の新規求人倍率は年間を通して上昇傾向で推移し、１２年平均で１．０５

倍となり、１を超えた。
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第Ⅱ－２－３３図　就業形態別新規求人数の推移（大阪府、前年同期比）�

資料：大阪労働局「職業安定業務統計」。�

求人倍率
景気とほぼ一致して動く有効求人倍率と、先行して動く新規求人倍率とがある。求

人数を求職者数で除した値で、1人の求職者に対してどれだけの求人があるかを示す
指標である。有効求人数（求職者数）は、その月の新規求人数（求職者数）に前月か
らの繰越分を加えたものである。



（完全失業率は高止まり）

１２年の近畿の完全失業率は、前年を０．３ポイント上回って５．９％となり、

比較可能な調査以降で最高水準を更新した。四半期別にみても、５．８％～５．９％

と、年間を通して高水準で推移し、高止まりとなった（第Ⅱ－２－３４図）。

一方、全国の完全失業率は、前年と同じ４．７％と、高水準で横ばいとな

った。全国よりも完全失業率の高い地域は、近畿、北海道、九州、南関東

である。その中でも近畿は最も高い水準で高止まりとなっており、前年に

は近畿と同様に高水準であった南関東が低下傾向であったのと対照的であ

る。
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第Ⅱ－２－３４図　完全失業率の推移（前年同期比）�

資料：総務省「労働力調査」。�
（注）原数値。�

完全失業率
労働力人口に占める完全失業者の割合。完全失業者とは、仕事がなくて調査週間中

に少しも仕事をしなかった者のうち、就業が可能でこれを希望し、かつ仕事を探して
いた者及び仕事があればすぐ就ける状態で過去に行った求職活動の結果を待っている
者をいう。労働力人口とは、15歳以上人口のうち、就業者と完全失業者の合計をいう。



（企業の雇用過剰感は緩和傾向）

１２年の府内企業の雇用状況判断は、「充足」が過半数を占めたものの、

ＤＩ（「過剰」企業割合－「不足」企業割合）は年間を通して低下し、１０～

１２月期には２．０にまで低下するなど過剰感の緩和が進んだ（第Ⅱ－２－３５

図、大阪府立産業開発研究所「大阪府景気観測調査」）。
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第Ⅱ－２－３５図　雇用過剰感ＤＩの推移（大阪府内企業）�
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資料：大阪府立産業開発研究所「大阪府景気観測調査」。�
（注）雇用過剰感ＤＩ＝「過剰」企業割合－「不足」企業割合。数値が大きいほど過剰感�
　　　が強い。�



産業別にみると、製造業では、１０～１２月期にはＤＩがマイナスになるな

ど過剰感の緩和が顕著である。非製造業でも過剰感の緩和が進行した。

企業規模別にみると、中小企業は年間を通して過剰感の緩和が進み、大

企業と比較して過剰感が小さい。
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３．消費者物価は弱含み

卸売物価は、国内卸売物価が横ばいで推移したのに対し、円相場が

円安で推移したことから輸出物価が下落する一方で、原油価格が高水

準で推移したことから、総合では安定基調で推移した。消費者物価は、

消費者の低価格志向や生鮮食品の下落から、商品価格が下落する一方

で、光熱・水道、住居、教育などが上昇し、総合では安定基調の中、

緩やかに下落した。

（卸売物価は安定基調で推移）

平成１２年の全国の総合卸売物価指数（平成７年＝１００）は９６．６、前年比は

０．１％の下落と、安定基調で推移した。四半期別にみると、１～３月期、

４～６月期がそれぞれ０．３％、０．６％の下落で推移した後、７～９月期は横

ばい、１０～１２月期は０．６％の上昇となった（第Ⅱ－２－３６図）。

内訳をみると、国内卸売物価が０．１％上昇、輸出物価が４．５％下落、輸入

物価が４．７％上昇であった。原油価格が前年に比べて高水準で推移したこと

を反映して、国内卸売物価、輸入物価とも石油・石炭製品、鉱産物が二け

たの大幅な上昇となった。輸出物価は、円相場が前年に比べて円安基調で
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資料：日本銀行「卸売物価指数」。�
（注）平成７年＝100。�



推移したことから、大幅な下落となった。四半期別では、国内卸売物価は

各期ともほぼ横ばい、輸出物価は各期とも下落、輸入物価は各期とも上昇し

た。

（消費者物価は緩やかに下落）

大阪市の消費者物価指数（平成７年＝１００）をみると、１２年平均は１０２．０

で、前年比０．６％の下落となった。ただし、変動の大きい生鮮食品を除くと

１０２．８で、前年比は０．２％の下落にとどまっており、安定基調の中での緩や

かな下落となった。

これを四半期別の前年同期比でみると、１～３月期、４～６月期がとも

に０．５％の下落、７～９月期、１０～１２月期がともに０．６％の下落で、すべて

の期を通して下落した。（第Ⅱ－２－３７図）

費目別では、家具・家事用品は家庭用耐久財が大幅に下落したことから

前年比２．５％の下落、食料は野菜・海藻、果物を中心に２．０％の下落、被服

及び履物は０．７％の下落となった。とりわけ、生鮮食品は６．８％の大幅な下

落となった。また、保健医療、教養娯楽もわずかながら下落した。一方、

原油価格が高水準で推移したことを反映して、光熱・水道が１．２％上昇し

たのをはじめ、持家の帰属家賃の上昇を受けて住居が０．８％の上昇、授業
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第Ⅱ－２－３７図　消費者物価指数の推移�

資料：大阪府統計課、総務省「消費者物価指数」。�
（注）平成７年＝100。�



料の値上げから教育がわずかながら上昇した（第Ⅱ－２－３８図）。

なお、原油価格の高騰は石油・石炭製品及び鉱産物の卸売物価を押し上

げたが、消費者物価への影響は軽微であり、消費者への転嫁が進まなかっ

たことがうかがわれる。

（商品は下落、サービスは横ばい）

商品・サービスの別では、１２年平均で商品が１．０％の下落、サービスは

横ばいとなった。

商品の内訳をみると、農水畜産物が４．４％の大幅な下落、工業製品も０．４％

の下落となった一方で、電気・都市ガス・水道が１．３％の上昇、出版が０．２％

の上昇となった。農水畜産物は米類、生鮮商品、その他とも下落した。工

業製品は耐久消費財が大きく下落したほか、繊維製品も下落した。

サービスでは、外食が２．３％下落したほか、公共サービス料金が０．３％、

民営家賃が０．１％、それぞれわずかながら下落した。一方、持家の帰属家

賃は１．３％の上昇に転じ、個人サービス料金も０．３％とわずかながら上昇し

た。
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４．企業倒産は高水準に戻る

１２年の倒産件数、負債金額はともに１１年より大幅に増加し、水準も

高かった。件数の増加は、産業分野間、企業間の業績格差が拡大する

中で、特別保証制度の効果が一巡したことによる。負債金額が高水準

になったのは、大型倒産が多発したことによる。しかし、連鎖倒産は

一部にとどまった。

（倒産件数、負債金額ともに高水準）

平成１２年の大阪府内の企業倒産は、件数が２，３４７件で前年比３３．０％増、

負債金額は２兆２，２５５億円で前年比８０．１％増と、ともに大幅に増加した。

件数は１０年の２，３７２件に迫り、負債金額も前回の不況期である７年の２兆

６，０５９億円に次ぐ高水準になった。

全国の倒産件数は１万８，７６９件で前年比２２．３％増、負債金額は２３兆８，８５０

億円で前年比７５．３％増と、大阪府と同様に大幅に増加した。

このように件数が高水準になったのは、全体としては景況が緩やかに改

善したにもかかわらず、その恩恵にあずかれない産業や企業が少なくない

中で、１０年１０月から実施された中小企業金融安定化特別保証制度の効果が

一巡し、息切れした企業が続出したことによる。負債金額が高水準になっ

たのは、負債金額１０億円以上の大型倒産が１７２件と、１１年より１３．２％増加

したことによるもので、とりわけ７月に倒産した在阪大手百貨店の負債金

額は、１社で年間負債金額の３分の１近くに達した。

四半期別にみても、１２年は件数、負債金額とも前年同期を大幅に上回っ

て推移した（第Ⅱ－２－３９図）。月当たり件数も２００件前後の高水準で推移

した（第Ⅱ－２－４０図）。全般的には１０年に類似した状況であり、このこ

とからすれば、１１年の小康状態は特別保証制度によって一時的にもたらさ

れたものにすぎないといえる。
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第Ⅱ－２－３９図　企業倒産件数と負債金額の推移（前年同期比）�

資料：㈱東京商工リサーチ調べ。�
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第Ⅱ－２－４０図　月当たり企業倒産件数の推移（大阪府）�

資料：㈱東京商工リサーチ調べ。�
（注）1．負債金額1,000万円以上分。�
　　　2．月当たり倒産件数の四半期ごとの平均。�



（建設業が引き続き高水準）

倒産件数を業種別にみると、各四半期とも全業種が前年同期を上回って

推移した（第Ⅱ－２－４１図）。これを、各業種とも高水準であった１０年と

比較すると、製造業（対１０年比４．４％減）、販売業（同１５．８％減）、その他

（同１．１％減）では１０年より減少したのに対して、建設工事請負業（２３．４％

増）は逆に大幅な増加となり、不振感が強かった。

住宅建設が増加し、民間設備投資が上向く中で、建設工事請負業の不振

感がなお強いのは、地方自治体の財政難等から公共工事が低調であること

もあって、全体の発注水準が依然低位にとどまっていることにある。それ

に加え、当業界では不良債権問題が片付いたとはいえない状況にあり、企

業体力が弱っていることもある。

（不況型倒産の中で赤字累積が増加）

そのような企業体力の消耗が建設業に限ったものでないことは、倒産原

因にも表れている。いわゆる不況型倒産（販売不振、赤字累積、売掛金回

収難）の割合は１０年以降５０％台後半の高水準で推移しているが、１２年の特
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第Ⅱ－２－４１図　業種別企業倒産件数の推移（大阪府、前年同期比）�

資料：㈱東京商工リサーチ調べ。�
（注）1.負債金額1,000万円以上分。�
　　　2.「その他」には、「不動産・サービス業・その他」「運輸・通信」「スーパー」�
　　　　「鉱業」「農・林業・漁業水産養殖業」を含む。�



徴は、販売不振の割合が低下した反面、赤字累積の割合が目立って上昇し

ていることにある（第Ⅱ－２－４２図）。つまり、景況の改善が産業全体に

及ばず、産業分野間、企業間の格差がますます拡大する中で、取り残され

つつある産業、企業では体力が消耗し、ついには倒産に至るという構図が

現れている。
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第Ⅱ－２－４２図　原因別企業倒産件数の推移（大阪府、構成比）�

資料：㈱東京商工リサーチ調べ。�
（注）1.負債金額1,000万円以上分。�
            2.「その他」には、「過小資本」「信用性低下」「在庫状態悪化」「設備投資過大」�
 「偶発的原因」を含む。�

１２年における倒産原因のもうひとつの特徴は、連鎖倒産が当初危惧され

たほどには発生しなかったことで、連鎖倒産が増加した１０年の動きと対照

的である。先の大手百貨店関連の倒産は、全国において７月から１２月まで

の累計で５１件発生したが、百貨店の別会社、子会社が半数以上を占めた。

取引先はむしろ少数で、大阪府内の連鎖倒産は１社にとどまった。これは、

１２年に倒産に至った企業には早くから経営危機がささやかれていたものが

少なくなく、あらかじめ対応を済ませていた取引先企業が多かったことに

よるものとみられる。
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１．企業の業況判断は回復基調で推移

企業の業況判断は、引き続き回復基調で推移し、業況判断ＤＩのマ

イナス幅は大きく縮小した。

産業別では製造業が１０～１２月期に、規模別では大企業が７～９月期

にプラスに転じ、非製造業、中小企業も、依然マイナスではあるもの

の、着実な改善を続けている。

（業況判断ＤＩは製造業、大企業でプラスに）

大阪府内企業の業況判断ＤＩ（「上昇」企業割合－「下降」企業割合、

前期比、以下同じ）は、平成１２年１～３月期に季節的要因からいったん低

下し、－２４．３となったものの、４～６月期以降は、マイナス幅は期を追っ

て縮小した（第Ⅱ－３－１図、大阪府立産業開発研究所「大阪府景気観測

調査」）。その結果、１０～１２月期には－１．３と、マイナス幅は一けたとなった。

業況判断ＤＩのマイナスが一けたになったのは、９年１～３月期以来１５期

ぶりであり、１２年は府内企業の景況感が順調に回復した一年といえよう。

第３章　平成12年の企業動向

第１節　企業の景況は回復基調
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産業別にみると、製造業、非製造業ともに改善傾向にあるが、非製造業

ではＤＩが依然としてマイナスで推移したのに対し、製造業は１０～１２月期

には７．２と、９年１～３月期以来１５期ぶりのプラスとなり、製造業の回復

が目立った。１１年には拡大傾向にあった製造業と非製造業の格差は、１２年

に入って非製造業の改善ペースが速まったため、１２年には縮小に向かった。

製造業を業種別でさらに細かくみると、精密機械器具、電気機械器具、

鉄鋼・非鉄金属などで、年後半からプラスへと転じる一方、衣服・その他

繊維製品、輸送用機械器具などでは依然として二けたのマイナスで推移し

た。また、非製造業では、運輸・通信業、卸売業などで年後半にプラスと

なった一方、小売業、飲食店、不動産業では、依然として二けたのマイナ

スが続いた。

企業規模別にみると、大企業の改善が著しく、ＤＩは１２年７～９月期に

３．３、１０～１２月期に１３．２と、１２年後半に２期連続のプラスとなった。一方、

中小企業では１１年に引き続きマイナスで推移したものの、改善ペースは期

を追って加速しており、１０～１２月期には－４．０となった。

以上のように、企業の業況判断は製造業・非製造業、大企業・中小企業

を問わず概ね改善傾向にあり、景気後退が始まった９年４～６月期以前の
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第Ⅱ－３－１図　大阪府内企業の業況判断ＤＩの推移�

資料：大阪府立産業開発研究所「大阪府景気観測調査」。�
（注）業況判断ＤＩ＝｢上昇」企業割合－「下降」企業割合。�
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水準に戻りつつある。しかし、ＩＴ関連需要の高まりなどを背景に、精密

機械器具、電気機械器具、運輸・通信業などの業種では景況感の改善が著

しい反面、長期的に続く消費低迷の影響により、衣服・その他繊維製品、

小売業、飲食店といった業種で景況感の改善が遅れるなど、業種段階では、

経営環境の違いによって、業況判断にばらつきが出ている。

また、１～３月期は季節的要因により、業況判断ＤＩが低下する傾向に

あるが、１２年１０～１２月期時点での１３年１～３月期の見通しは、例年に比べ

て大きく落ち込んでいる。

このように、全体的に改善が続いてはいるものの、消費低迷等の不安材

料を依然として抱えており、先行きについての不透明感はいまだに払拭さ

れていない。

２．売上高、営業利益、資金繰りは改善が進む

売上高、営業利益、資金繰りは、いずれも改善傾向であった。

産業別では、とくに製造業の改善が進み、１０～１２月期には売上高で１６

期ぶり、営業利益で１３期ぶりのプラスとなった。また、資金繰りでも、

４～６月期に１１期ぶりのプラスとなった。

企業規模別では、中小企業が引き続きマイナスで推移し、大企業と

の格差がみられるものの、マイナス幅は縮小傾向にある。

（売上高ＤＩは製造業、大企業でプラスに）

売上高ＤＩ（「増加」企業割合－「減少」企業割合）は、１２年１～３月

期に季節的要因からいったん低下したものの、４～６月期以降は改善基調

を保ち、１０～１２月期には－３．６と、マイナス幅は一けたに縮小した（第

Ⅱ－３－２図）。
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産業別にみると、製造業の改善が先行し、１０～１２月期には８年１０～１２月

期以来１６期ぶりのプラスとなった。非製造業は、依然としてマイナスであ

るものの、マイナス幅の縮小が進んだ。

企業規模別にみると、大企業では７～９月期、１０～１２月期の２期連続プ

ラスとなった一方、中小企業では引き続きマイナスが続いたが、マイナス

幅は縮小傾向を示した。

（営業利益は総じて改善傾向）

府内企業の営業利益判断ＤＩ（「黒字基調」企業割合－「赤字基調」企

業割合）は、期を追ってマイナス幅が縮小し、１１年後半から現れ始めた改

善傾向を持続する形となった（第Ⅱ－３－３図）。とくに１０～１２月期には

大幅な改善がみられ、ＤＩは－２．９と、マイナス幅は一けたになった。
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第Ⅱ－３－２図　大阪府内企業の売上高ＤＩの推移�

資料：大阪府立産業開発研究所「大阪府景気観測調査」。�
（注）売上高ＤＩ＝｢増加」企業割合－「減少」企業割合。�
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産業別では、製造業、非製造業ともに改善に向かったが、製造業の改善

が先行し、１０～１２月期にはＤＩは６．３と、９年７～９月期以来１３期ぶりの

プラスとなった。

企業規模別では、大企業はＤＩが二けたのプラスで推移する一方、中小

企業は依然としてマイナスではあるものの、マイナス幅の縮小が続いてい

る。

（資金繰りは緩和の方向）

資金繰りをみると、ＤＩ（「順調」企業割合－「窮屈」企業割合）は、１１

年からの緩やかな改善傾向が１２年に入ってからも持続し、１０～１２月期には

０．０と、「順調」と「窮屈」の企業割合が等しくなり、９年７～９月期以来

１３期ぶりにマイナスを脱した（第Ⅱ－３－４図）。

非製造業�中小企業�

全産業�

大企業�

製造業�

40

30

20

10

0

-10

-20

-30

-40
1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12
10 11 12

（％）�

（月）�
（年）�

第Ⅱ－３－３図　大阪府内企業の営業利益判断ＤＩの推移�

資料：大阪府立産業開発研究所「大阪府景気観測調査」。�
（注）営業利益判断ＤＩ＝｢黒字基調」企業割合－「赤字基調」企業割合。�



産業別では、製造業の改善が先行し、４～６月期には０．４と、９年７～

９月期以来１１期ぶりのプラスとなり、以後、プラス幅の拡大傾向がみられ

る。

企業規模別では、大企業が年間を通して二けたのプラスで推移し、プラ

ス幅も拡大させた。一方、非製造業、中小企業は依然としてマイナスでは

あるものの、引き続き改善基調で推移した。
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第Ⅱ－３－４図　大阪府内企業の資金繰りＤＩの推移�

資料：大阪府立産業開発研究所「大阪府景気観測調査」。�
（注）資金繰りＤＩ＝｢順調」企業割合－「窮屈」企業割合。�
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１．景況改善の足取りは重い

１２年における主要中小企業業種の景況判断は、改善基調を維持した

が、その足取りは重かった。下請中小企業の受注量は春先には改善の

兆しがみられたが、その後頭打ちとなった。受注単価、採算面では緩

やかながら改善傾向にある。

（主要業種の景況改善は一進一退の動き）

大阪府内主要中小企業業種の景況総合判断ＤＩ（「景況上昇又は高水準

維持」業種割合－「景況下降又は景況不振」業種割合）をみると、平成１１

第２節　中小企業の景況は改善基調を維持
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第Ⅱ－３－５図　大阪府内主要中小企業36業種の景況総合判断ＤＩの推移�

資料：大阪府立産業開発研究所「中小企業景況観測調査（中小企業の動き）」。�
（注）1.調査対象の36業種は次の通り｡�
　　　　綿スフ織物、タオル、ニット製品、毛布、敷物、紳士服、布帛縫製品、磨棒鋼、�
　　　　銑鉄鋳物、鍛工品、線材二次製品（鉄線・針金・釘）、ねじ、建築金物、金型、�
　　　　作業工具、産業機械、自転車・同部分品、印刷、医薬品、段ボール、ガラス製品、�
　　　　鏡、眼鏡、プラスチック成形品、人造真珠硝子細貨、洋傘・同骨（以上は製造業）、
　　　　織物、ニット、繊維二次製品、装粧品、鉄鋼、機械器具、家具、中古自動車�
　　　　（以上は卸・小売業）、�
　　　　デザイン、ソフトウェア（以上はサービス業）。�
　　　　ただし、11年までは「合板」（製造業）が入っていたため、37業種が対象。�
　　　2.景況総合判断ＤＩ＝「景況上昇又は高水準維持」業種割合－「景況下降又は景況不�
　　　　振」業種割合。�
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年７～９月期以降マイナス幅が縮小傾向にあり、景況は改善基調にある

（第Ⅱ－３－５図）。ただし、１２年に入ってからは一進一退の動きを示して

おり、改善の足取りは重い。

（下請中小企業の受注量改善は頭打ち）

府内下請中小企業の受注量、受注単価及び採算の各ＤＩをみると、受注

量ＤＩ（「増加」企業割合－「減少」企業割合、前期比）は、１０年中頃を

底に改善傾向にあり、１２年春先には「増加」企業割合が「減少」企業割合

を上回った（第Ⅱ－３－６図）。しかし、その後は頭打ちとなり、年末に

かけては悪化の兆しを示した。

一方、受注単価ＤＩ（「上昇」企業割合－「下降」企業割合、前期比）

は、１１年秋にやや持ち直したが、その後は横ばいで推移した。１２年夏以降、

「下降」企業の割合が減少し、ＤＩは改善したが、受注単価「上昇」企業

はみられない。

採算ＤＩ（「好転」企業割合－「悪化」企業割合、前期比）は、受注量

と受注単価ＤＩの改善を受けて１０年の年央を底に緩やかな改善傾向にある。
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第Ⅱ－３－６図　大阪府内下請中小企業の景況判断ＤＩ（前期比）の推移�

資料： 7大阪府中小企業振興協会「下請取引動向調査」。�
（注）1.集計対象は7大阪府中小企業振興協会登録企業で、従業者10人以上の法人企業�
　　　　200社。�
　　　2.受注量ＤＩ＝「増加」企業割合－「減少」企業割合�
　　　   受注単価ＤＩ＝「上昇」企業割合－「下降」企業割合�
　　　   採算ＤＩ＝「好転」企業割合－「悪化」企業割合。�
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２．業種別動向でも景況改善はまだら模様

業種別では、消費関連業種は、個人消費の低迷から引き続き不振で

あり、輸入の増加が生産の減少に拍車をかけている。一方、建設関連

業種は、公共工事が低迷したものの、住宅建設が底堅く推移し、民間

非住宅建設が好調であったことから、堅調に推移したが、年後半には

やや減速した。投資関連業種は、自動車生産が持ち直し、情報関連機

器が好調であるため、改善基調が続いている。輸出入については、生

産財の輸出が増加する一方で、消費財の輸入も増加した。

a 消費関連業種は引き続き低調

消費関連業種は、個人消費の低迷に加えて、輸入の増加により、引き続

き低調に推移した。

（繊維関連業種は個人消費低迷と輸入増加により不振）

「綿スフ織物」の生産は、１１年に好調であったデニムの需要に陰りがみ

られ、１２年は低調に推移した（第Ⅱ－３－７図上）。春物カジュアル衣料

用のストレッチ織物の受注が年末にかけて増加したが、その影響は大口の

ロットに対応できる一部大手企業にとどまった。「タオル」は、贈答用、

宣伝用タオルの法人需要が落ち込んでいることに加え、輸入品の増加に歯

止めがかからず、国内生産は大きく落ち込んだ。「毛布」についても、綿、

合繊ともに輸入品が増加しており、国内生産が減少した。「紳士服」につ

いては、安価な輸入品が売れる一方で、海外ブランドの高級品が堅調に推

移し、消費が二極化する中で、中級品を中心とした国内生産は減少した。

これに対して、「敷物」は住宅建設の増加に伴い、１１年末から生産が増

加していたが、１２年後半にはやや減速した。



（雑貨・その他の業種は輸入品との競合により低迷）

「自転車」の生産は、完成車の輸入増加が続いており、１２年の国内生産

は減少した（第Ⅱ－３－７図下）。「ガラス製品」は、食器や照明器具など

は割れにくい樹脂製品と競合し、飲料用容器についてもアルミ缶やペット

ボトルと競合するため、需要は低調である。こうした状況の下、倒産によ

る在庫処分と、それによる価格低下がみられたことから、全般的に厳しい

状況にあった。ただし、液晶プロジェクタなど電子機器向けは好調であっ

た。「プラスチック製品」のうち日用品・雑貨は、人気アニメキャラクタ
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第Ⅱ－３－７図　消費関連業種の生産数量の推移（近畿、前年同期比）�

資料：綿織物とタオルは業界団体作成資料、他は近畿経済産業局『マンスリー近畿』。�
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ーなどのライセンス物は安定的に推移しているが、ノーブランド品の需要

は、１００円ショップなどで安価に販売される輸入品との競合から低調であ

った。「軽金属板製品」のうち、なべ、湯沸しなどの日用品の需要には幾

分持ち直しの動きがうかがえるものの、輸入品や流通在庫が多いため、国

内生産の回復につながっていない。「洋傘」は、猛暑のため日傘は好調で

あり、紫外線の吸収率が高いといわれる黒や紺色の商品の売れ行きがよか

った。しかし、降雨日が少なかったことから雨傘の需要は大きく落ち込ん

だ。

「段ボール」は、パソコンやその周辺機器などの梱包需要に加え、夏場

には猛暑のため飲料を中心に需要が増加した。「印刷」は、企業間格差が

大きいものの、パソコン、携帯電話の取扱説明書などのＩＴ関連需要や、

チラシなどの商業印刷向けに好調な企業もみられた。ただし、「段ボール」

や「印刷」は原材料価格が上昇しているものの、それを製品価格に転嫁で

きず、採算は厳しい。

（流通段階でも低調）

流通分野では、「織物卸売」は、プリント物など一部に動きがみられた

ものの、１２年は衣料品の輸入が増加したことから全般的に需要は低調に推

移した。「ニット卸売」は、消費低迷に加え、春から初夏にかけて気温が

高めで推移したため、春夏物の販売は不振であった。「繊維二次製品卸売」

は、婦人用の夏物カジュアル衣料が好調であったが、残暑が厳しかったた

め秋物は不振であった。

「装粧品卸売」は、キャラクター物の携帯電話のストラップなど一部に

好調な商品がみられた。しかし、個人消費の低迷に加え、装粧品卸売を通

さずメーカーや商社から直接仕入れることが多い１００円ショップなどへ流

通経路がシフトしつつあることから、全般的に低調に推移し、老舗企業の

倒産もみられた。「医薬品卸売」は、医療用については、薬価改定により

販売単価が低下し、不調である。一方、一般用については、販売先の一つ

であるドラッグストアが健康食品など幅広い品揃えにより売上げを増加さ

せているのに対応して、医薬品以外の取扱を増やしていることもあり、販
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売を増加させている。

s 建設関連業種は年後半に減速

建設関連業種については、１２年は公共工事が低迷したが、住宅着工戸数

が底堅く推移し、店舗や事務所などの民間非住宅向けの需要が増加基調に

あったことから概ね堅調であった。しかし、年後半には減速した業種がみ

られた。

鉄線・針金・くぎなどの「線材二次製品」は、土木・公共工事向けが不

調であったが、住宅着工戸数が１２年の年央にかけて増加したことなどによ

り１２年前半は堅調に推移した。しかし、住宅着工戸数が夏場に減少に転じ

たことから生産は年後半には弱含みとなった（第Ⅱ－３－８図）。「作業工

具」の生産についても、年前半は回復基調にあったが、輸入が増加したこ

ともあって、後半には減少に転じた。１１年後半から急速に生産が回復した

「鉄管継手」は、１２年後半においても増加基調を維持しているが、年末に

かけて回復のテンポが頭打ちになった。「建築金物」は、内装工事の段階

で取りつけられるものが多いため、夏場以降の住宅着工戸数減少の影響を

受けず、年間を通じて堅調に推移した。
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「鉄鋼卸」のうち土木工事や建築物に用いられるＨ形鋼は、店舗や事務

所、倉庫など民間非住宅向けが好調であり、土木工事向けの需要減少を補

い、販売が増加した。価格は、鉄鋼メーカーの供給が抑制されたこともあ

り、上昇した。

d 投資関連業種は堅調に推移

設備投資関連業種は、１２年はアジア向け輸出が好調であり、内需につい

てもＩＴ関連の需要が増加したことや自動車の生産が回復してきたことに

より、堅調に推移した。

「産業機械」は、ボイラ・原動機などのアジア向け輸出が堅調であり、内

需についても製造業向けに受注が回復し、地方自治体向けもゴミ処理装置

の受注などが好調であった。「金型」は、携帯電話やＤＶＤ、デジタルカ

メラ向けなどが好調であり、自動車向けについても１２年後半から、受注量

は増加した。ただし、受注単価が低迷し、収益面では厳しい状況にある。

（生産財関連はＩＴ関連や輸出の好調で堅調）

「磨棒鋼」「鍛工品」「銑鉄鋳物」などの生産財は、１１年秋以降は前年比

で生産が増加し、１２年も回復基調にあった（第Ⅱ－３－９図）。これは、

情報関連機器の売れ行きが伸びたことと、アジア経済の回復により日系企

業の現地生産向けや輸出向けの機械に組み付けられる製品の生産が増加し

たことによる。
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「電気めっき」は、建築金物などの金属製品や一般機械、電気機械の生

産が増加していることから、受注は回復傾向を示した。「プラスチック製

品」のうち機械器具部品は、ＩＴ関連製品向けの部品生産は増加しており、

自動車向けについても回復基調にある。

「鉄鋼卸売」の扱う薄板は、家電向けは厳しい状況にあるが、自動車生

産の回復や夏の猛暑によるエアコン販売の増加から一部に動きがみられた。

「機械器具卸売」は、製造業を中心とした設備投資の活発化により、空圧

機器や油圧機器に動きがみられ、工業生産の増加を受けて切削工具の販売

も増加した。

（対事業所サービス業はまだら模様）

対事業所サービス業のうち、「ソフトウェア」は、ＩＴ投資による受注

が好調であった。「デザイン」は、引き続き弱含みで推移した。「倉庫」は、

ユーザー企業の在庫調整が一巡したことに加えて、景気回復傾向を反映し

て木材、鉄鋼、飲料等の荷動きが活発になってきたことから、入庫量、保

管残高ともに持ち直しの傾向がみられた。ただし、料金引き下げの要求は

強く、価格の低下がみられた。

f 輸出は堅調に推移

対ドル円相場は、１１年の夏以降円高基調となっていたが、１２年に入って

からは円高が是正され、１０５円から１１０円の間で安定的に推移した。このよ

うな安定した為替相場の下、アジア経済が回復傾向にあったため、輸出は

増加基調で推移した。ただし、１０～１２月期には伸び率が鈍化、又は減少に

転じた業種が多かった。

消費財関連の輸出のうち、「人造真珠硝子細貨」は、１１年の春以降増加

傾向にあるが、１２年の夏以降やや減速している（第Ⅱ－３－１０図上）。こ

れとは逆に、「鏡」の輸出は１２年の夏以降増加率が高くなっている。「眼鏡」

は、１２年を通じて弱含みで推移した。

生産財関連の輸出は、アジア経済の回復が続いているため、１２年に入っ

てからも対前年同期比でみて増加基調で推移した（第Ⅱ－３－１０図下）。



しかし、１０～１２月期には「磨棒鋼」「金型」の輸出が減少に転じ、「ねじ」

についても伸び率が鈍化した。「一般電子部品」は、携帯電話に用いられ

る抵抗器やコンデンサなどはアジア向けの輸出が増加した。

g 消費財の輸入が急増

繊維製品の輸入は、対米ドル円相場が円高になった１１年の秋以降増加に

転じ、その後も増加基調が続いた（第Ⅱ－３－１１図上）。１２年の秋頃から

円安へと向かったにもかかわらず、１０～１２月期の輸入は対前年比で大幅に

増加した。
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このような繊維製品の輸入増加は、国内のアパレルメーカーや商社が中

国を中心に海外生産を進めており、海外製品の品質向上に伴い、国産品か

らの代替が進んでいることによる。消費の回復が遅れる中での輸入品の増

加は、国内生産者に大きな打撃を与えている。

機械・金属のうち、１１年に入ってから急増した「自転車（完成車）」の

輸入は、１２年においても大幅な増加を示した（第Ⅱ－３－１１図中）。この

結果、１０年には２８９万台であった輸入台数は、１２年には６２３万台となった。

ここ数年、落ち着いた動きをしていた「ねじ」と「作業工具」の輸入も、１２

年後半には増加に転じた。

雑貨・その他については、「眼鏡」の輸入が急増し、「鏡」についても増

加基調で推移した。（第Ⅱ－３－１１図下）。一方、「ガラス製品」は、安価

な照明器具やコップなどは、既に中国や欧州からの輸入が浸透しているこ

とから、弱含みで推移した。
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